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は　じ　め　に

この調査は、農林水産省の国別農業農村開発情報収集調査費で行われたもので、今回は第10年次目、

第11番目の国としてエジプト・アラブ共和国が選ばれました。

エジプト国ほ、アフリカ大陸の北東部に位置し、北は地中海、東は紅海、西はリビア、南はスーダ

ンに接するはば正方形の部分とシナイ半島よりなっています。

国土面積は、約100万撼（日本の約2．7倍）ですが、生産・居住可能地域は全国土面積の約4％にす

ぎず、はとんどが砂漠で、耕地は国土を南北に横断するナイル川沿いの地域とカイロ市下流に広がる

デルタ地域が大部分です。同国の経済に占める農業の比重は非常に高いものがあります。

本調査に当たりましては、その趣旨に沿って、エジプト国におけるわが国ODAを効果的に展開する

ために考慮すべき基本的事項を調査し、関連資料の収集等を行いましたが、報告書の取りまとめに当

たっては、エジプト国を初めて訪問する農業関係技術者が、容易にその概要を把捉し得るようなガイ

ドブック的要素を加味するようにとの担当官の意向により、関係諸機関実務者意向等と共に日程等も

極力詳細に記録するよう努めました。

そのため、調査は第1次調査とその結果の確認とブラシアップを兼ねた第2次調査を実施し、棲力、

現地調査を実施してその補完に努めました。

今回の調査実施と報告書の取りまとめに際しては、農林水産省の元杉・田口新旧海外土地改良技術

室長、今井海外土地改良技術室班長等に終始ご指導頂きましたし、現地では、駐エジプト日本国大使

館の坂場公使、中野一等書記官、JICA事務所の鈴木・竹内新旧所長、島崎・木村・桜庭専門家、

OECF事務所の野村首席駐在員、そして会員の三柘コンサルタンツ㈱の大久保取締役・足立技術部長

・久野顧問、PCIのナビル所長、賛助会員の㈱クボタの相馬所長、日商岩井㈱の佐藤副所長等の皆様

に大変お世話になりました。

ここに厚く御礼申し上げて報告書のはじめと致します。

1998年3月

社団法人　海外農業開発コンサルタンツ協会
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エジプト・アラブ共和国

一般概要図
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要約及び提言

1．現状

1）位置

エジプト・アラブ共和国は、アフリカ大陸の北東部に位置し、北は地中海、東は紅海、西ほリビア、

南はスーダンに接するほぼ正方形の部分とシナイ半島よりなる。南北の最長距離は1，024km、東西は

1，240kmである。国土面積は、約100方kd（日本の約2．7倍）であるが、生産・居住可能地域は全国土面

積の約4％にすぎず、ほとんどが砂漠である。耕地は国土を南北に横断するナイル川沿いの地域とカ

イロ市下流に広がるデルタ地域が大部分を占めている。

2）政体

エジプトは1882年のオラーピー反乱鎮圧とともに英国の支配下におかれたが、民族自決運動が高ま

り第一次大戦後1922年エジプト王国として名目上独立した。英国の駐留兵の撤兵を要求する反英運動

の中で、1952年自由将校団によるクーデターが成就し翌年共和制を宣言、1956年大統領に就任したナ

セル中佐はエジプトに残された植民地主義の払拭に努力、農地改革、スエズ運河の国有化等を断行し

た。

エジプトはナセル大統領の下の社会主義体制、更にはイスラエルとの対決のため長時間に亘り軍事

予算優先の戦時下体制を余儀なくされたこともあって社会、経済問題を抱えるに至った。1970年ナセ

ル大統街の急死で後継者となったサダト大統蘭は1973年10月の第4次中東戦争を契機としてイスラエ

ルとの和平を進め、経済面では門戸開放政策をとって外資導入を図ると共に、外交面では1972年、ソ

連軍事顧問団を追放してソ連依存をやめ、1976年、ソ連との友好条約を破棄し、米国及び西側諸国と

の協調路線に踏み切った。

1981年10月サダト大統領の暗殺により、国民投票でムバラク副大統領が大統領に選出された。ムバ

ラク大統領は、更に自由化を推し進め、現在、公営企業の民営化、各種規制の撤廃等を進めている。

3）経済

従来の社会主義的な公共部門主導の経済開発戦略から各種統制の撤廃、市場経済原理に基づく活力

ある経済を目指して経済改革を1991年より推進してきた結果、財政赤字の顕著な減少が達成され、ま

た、インフレ率は年率8％程度に収まっている。

一方、1991年のパリクラブ合意に基づく債務削減措置、海外からの援助、スエズ運河収入、海外労

働者からの送金及び民間資本の流入が続いたことにより、経常収支の顕著な改善が見られ、外貨準備

高は1996年には170億ドルあるとされ、為替レートは安定している。

このような状況で、民営化、税制改革をはじめとしたエジプト経済を成長軌道に乗せるための改革

を進めているところである。
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4）日本の協力

国際機関、先進国の援助は、1995年度CEC、IDA、UNDP等計216百万ドル、2国間では米国626百

万ドル、仏国449百万ドル、日本243百万ドル等計1，689百万ドルとなっている。　我が国の援助は、エ

ジプトが中近東地域援助の重点国という位置付けから農業農村開発、医療、教育、インフラ整備等の

広範な分野について技術協力、無償資金協力が展開されており、1995年度は243百万ドルで2国間援

助で14％のシェアを占め第3位となっている。また、有償資金協力については、91年のパリ・クラブ

における債務削減の決定を受けて新規案件の採択を中止していたが、96年にほ段階的に実施してきた

債務削減が最終段階に移行したことから、96年11月我国政府は円借款の再開を正式に表明したところ

である。

農業分野の協力としては、技術協力（プロ技協）では米作機械化計画（81年慶一91年度）、無償資金

協力では、上エジプトかんがい施設改修計画（91年慶一96年度、27億円）、バハル・ヨセフかんがい用

水路整備計画（94年度－96年度、25億円）、有償資金協力では、カッターラ地区農業開発計画（85年

度、63億円）等がある。

5）農業農村の現状

エジプトの農業は古くから基幹産業としてナイル川沿岸及びナイルデルタ地域を中心に営まれてい

る。農業のGDPに占めるシェアーは1971年の31％に比べ1995／96年の16％と低下しているが、工業に

次いで第2位となっている。また、雇用においては41％、輸出収入においては20％を占めている。農

業成長率は3．1％となっているが、人口増加率も高いことから食糧自給率はまだ低い。農業は、かつて

はエジプト綿に代表されるように有力な輸出産業であったが、現在では主要穀物の多くを輸入及び食

料援助に頼っており、綿花についても輸出は伸び悩んでいる。

現在進行中の経済改革では、農業部門においても公的企業の民営化が図られているほか、作付けか

ら買い上げまで政府の管理に委ねられてきた農産物の統制が小麦等1部品目を除き撤廃された。また、

農業振興策及び雇用対策の一環として学卒者への農地配分を積極的に推進するとともに、1992年には

土地改革法の一部を改正し、小規模零細農家保護政策を転換し、農業の生産性向上の重要な要素とな

る農地の規模拡大を促進するため土地所有に対する制限の大幅な緩和措置を取ることが決定している。

一方、農地開発は1971年に建設されたアスワンハイダムの豊富な貯水量を背景として、北シナイ地

域、ニューバレー地域及びデルタ周辺地域において大規模に推進されている。このため、排水の再利

用、地下水の開発、かんがい効率の改善、多水消費作物の転換等を必要としている。

エジプトは降雨がほとんどないことから、かんがい率はほぼ100％となっているものの、現在のか

んがい施設の多くは、老朽化したものが多く、かんがい効率の改善のため日本、諸外国及び国際機関

の援助を得て、新たなシステムの構築及び施設の改修を行い始めたところである。

農村地域では、生活難用水はほとんど農業用水に依存しいるが、一般に用排分離がなされておらず、

下水道施設も未整備のため、用水路に生活排水等の混入があり、特に下流部では水質の悪化による生

活環境への影響が問題となっている。
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6）現地調査結果所感

i）表敬訪問、情報収集、聞き取り

ア．日本大使館

エジプト政府は農業農村開発を重要視しており、特に国家的開発プロジェクトである北シ

ナイ半島の総合開発計画等の円滑な推進に資するため、日本が協力・援助し、中東地域の平

和と安定にいかに貢献していくかが課題である。

イ．公共事業水資源省計画局

国際取決めであるエジプトのナイル川利用可能水量550億トン／年の枠の中で、北シナイ

半島の新規農地開発等に対応し、いかにして水資源を確保していくか、また、地下水開発、

排水の反復利用等が大きな課題である。

ウ．公共事業水資源省かんがい届

かんがい用水の節水のため、開水路・うね聞かんがいからパイプライン・スプリンクラー

かんがい等へ転換し、かんがい効率を高めること等を推進する必要がある。また、水資源の

効率的な活用を図ると共に農村地域の水環境を改善し、農業生産の増大を図るため、農民組

織が主体となり、末端水路施設の改修を進める必要がある。

エ．農業・土地開拓省土地開拓庁

第4次農地開発5カ年計画に基ずき、民間投資の促進、小農の育成、新規学卒者の定住を

柱にナイルデルタはもとよりニューバレー、北シナイの農地開発を推進しているが、一部地

域において塩害等の問題がある。

オ．FAO事務所

北シナイ、ニューバレーの農業総合開発事業への援助が必要である。その中でも、水の量

及び質が課題であり、節水のための作物導入・営農計画の変更・水稲作から畑作への転換・

かんがい方法の改善等の新しい技術の導入が必要である。

カ．JICA事務所

日本は主要な援助国で1994年、70億円の無償資金協力を実施している。分野としては、

1）農業（かんがいのウェイトは大きい）　2）工業振興　3）教育・職業訓練　4）医療

5）環境が重要な分野であるが、無償資金協力のウェイトが高い。

たとえば、北シナイ半島の農地総合開発は、ナイル川の河川水を導水し2017年迄に農地開

発と300万人の新農村を建設するプロジェクトで、JICAも開発調査等で協力している。今後

実施予定のスエズ架橋建設事業費約200億円のうち、約118億円については日本の無償資金協

力による実施が決定しており、北シナイの総合開発の促進に大きく寄与すると考えられる。

なお、3人の農業・かんがい関係JICA専門家の働きにより農業開発関係のプロジェクト

が円滑に計画・実施されている。また、エジプト政府はこれまでのADCAのプロファイ実施

に感謝していることから、今後ともプロジェクト終了後の継続性に配慮しつつ、優良な農業
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関係のプロジェクトの発掘に努められたい。

キ．USAID事務所

農業・かんがい分野において、大規模プロジェクト2地区、アンブレラプロジェクトとし

て10地区を実施し、水管理センターをつくり、水管理及び維持管理の円滑な実施に努めてき

た。

今後の課題は、農業生産は減少させずに、水の節約をいかにして実施するか、水利組合を

いかにして組織化するか、水質対策をいかにして進めるかなどであろう。

ク．世銀事務所

南部のトシキプロジェクト、東デルタ地域プロジェクト（北シナイ半島のプロジェクトと

関係あり）、ルクソールの北部地域プロジェクトに協力を実施してきた。

今後の課題としてほ、自給の達成とさらなる輸出を目標として野菜・果樹等の生産の増加

を図ることが大切である。このため将来的に水源の確保と圃場レベルにおける水管理が重要

となると考える。

ケ．OECF事務所

今迄8年間円借款をストップしていたが、ようやく再開を決定したので優良な案件の要請

があればやっていきたい。しかし、東デルタにおいて除塩に手間取り、当初スケジュール通

りに進んでいない農地開発地区の関連潅漑プロジェクトが10年たっても効果があがっていな

いとして会計検査院に指摘されている。このため除塩や入植等に時間のかかる新規の農地開

発地区は効果発現の面から慎重な審査とならざるを得ない。既耕地の水路改修やリハビリの

プロジェクトは速効性があるので、そのようなプロジェクトを実施したい。

ii）現地調査

ア．北シナイ半島農地総合開発計画

幹線用水路（ェルサラームCanal）右岸＝87kn、左岸＝175km、年間送水量44．5億rrf（内ナ

イル川の水21．1億d、排水の再利用23．4億d）のスエズサイホンが最近完成し、大統領も出

席され平成9年10月未開催予定の開通式の準備に追われていた。スエズサイホン西側の事業

ははとんど完成し、東側については幹線用水路の約半分は完成しているが、揚水機場、支線

用排水路、集落建設等はまだ未完成であった。

イ．デルタ・バラージュ等

ナイルデルタの首に当たる所にある（扇の要）頭首工で、1861年ナイルデルタの農地に水

位が低下する夏期のかんがい水供給のための施設として作られた。その後1939年に新しい堰

を下流に新設し、上流の堰は現在使用されていない。ゲート等の水管理故材はかなり老朽化

していると推定された。

ウ．アスワンダム・ハイダム

アスワンダムほ1964年建設（その後2度にわたり改修し、貯水容量を大きくしている。）さ
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れた重力式コンクリートダムでアスワンハイダムに比べると大きくないものの、それでも貯

水量は約50億dである。

アスワンハイダムは、1968年に建設された大規模容量のフィルタイブのダムであり、砂漠

の国エジプトの近代化、開発のシンボルで生命線ともいえる施設である。ソ連の援助で完成

したものであり、ソ連の力とエジプトの腕の良さに感服した。

ェ．フローティソグかんがいプロジェクト（上エジプトかんがい施設改修計画）

フローティングかんがいプロジェクトは、小規模ながらダム下流（上エジプト）のナイル

河両岸の農地にかんがいしているポンプ及び用水路の改修事業で、我国の無償資金協力事業

により行なわれている。この改修事業は大きな効果を上げており、地域の農家・住民から高

く評価され、感謝されている。私達が現地を訪問した時も、農家の人から是非自分の家に立

ち寄り、お茶を飲み、かんがいされている農地を見てほしいと歓迎された。

未だ改修の必要なプロジェクトは多くあり、援助を継続していくことが望ましいと考えら

れた。

オ．バハルヨセフ用水路

バハルヨセフ用水路は、カイロ市の南約200blのナイル河左岸にナイル川から取水し、か

んがいする事業でこの用水路の堰は100年以上を経過し、老朽化が著しく、取水が不安定の

ため、この用水路の中でも最も緊急を要するラフーソ堰の改修を我国の無償資金協力事業で

実施したものであり、同堰の関係者は大変感謝している。今後、更に上流のマゾーラ堰等の

改修をエジプト政府は我国に無償要請している。

カ．シェルキヤ県営カッターラ農場

スエズ運河南西側砂漠地域の開発モデル事業として水をナイル河から導水し、円借款で各

種かんがい方法の比較試験及び各種作物の試験栽培等を行い実証試験事業を実施してきたが、

円高となり返済額が3倍となって四苦八苦している。事業前この地域は砂漠であったが、今

では農地、林地や住宅地が大部分を占めるようになり、様変わりしており、モデル事業の波

及効果がいかに大きいかわかる。かんがい方法としては比較試験の結果、1．フラッデイソ

グ（又はファロー）　2．スプリンクラー　3．ドリップが適しており、他のかんがい方法

は不適であったとのことであった。

2．提言

1）農業農村開発の課題

現在、新規農地の開発が進められているが、水資源の将来予測において水資源が不足するとされて

いる。特に、北シナイ総合開発ではナイル河の水と排水の再利用の混合水をかんがい用水として利用

することから今後の水資源の質についての懸念がある。

また、デルタ下流域では生活難排水の用水路への混入等により水質の悪化が懸念される。経済改革
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の推進に伴い農産物の統制の撤廃、維持管理及び運転経費等の農家負担の検討が進められているが、

十分な農家所得を確保する観点からの対応がなければ農家の理解を得ることは困難と考えられる。

2）農業政策の目標

第3次経済社会開発5ケ年計画（92／93～96／97）は、市場経済移行、民間活力導入を主眼として、

GDP成長率5．1％を目標として実施されてきた。

農業関係は、食糧の自給に向けた農業の生産性の向上を課題として、成長率3．5％を目標に、農地開

発の推進、かんがい排水施設等の整備推進等を農業政策の主要な柱として実施してきており、第4次

経済社会開発5カ年計画においても、北シナイ及びニューバレー地域における2大開発計画の着実な

推進を柱としつつ、第3次の基本方向に沿った方向で進めることとしている。

3）行動計画

ア．具体的な水資源対策の実施

将来的な水資源の逼迫に対処するため、エジプト政府が水資源政策に掲げる具体的な対応策

及びその実施計画の検討が必要である。かんがいシステムの改善及び水質の改善により成果を

得るまでには長期間を要するため、計画的な実施と段階的な効果発現対策が重要である。

イ．農村地域の水質改善対策の実施

農村地域においては、生活難用水のほとんどを農業用水に依存している現状にある。しかし、

水路の下流部においては、水路への生活難排水の混入等により劣悪な状況に置かれている現状

にあるとともに、農業用水の塩分濃度の上昇等の水質悪化に伴い農業への影響が懸念される。

このため簡易な方法での農業用水の保全及び雑用水に関する農村生活の改善を図る必要があ

る。

また、農道、排水路、農村電化等農村地域の生活環境改善のためのインフラ整備に努める必

要がある。

ウ．住民・農民組織の充実

今後各種事業の計画・実施、維持管理・水管理等に当たっては、経済改革等の趣旨から考え

て、農家負担を伴うことが生じてくること、住民参加が必須条件となってくることから水利用

組合等農家及び地域住民の組織の充実・強化が重要である。

エ．基礎資料の充実

事業の計画・実施・管理等に当たっては、長年に亘る基礎的データが不可欠である。特に、

各種事業を円滑に進めるためにほ、現状及び問題点の的確な把握と分析が重要であり、早急に

各種基礎資料の収集・整備を推進する必要がある。
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日本国大使館坂場公使訪問

JICA事務所竹内所長（現）訪問

公共事業水資源省計画局長訪問

JICA事務所鈴木所長（前）訪問

OECF事務所野村首席駐在員訪問

公共事業水資源省かんがい局長訪問



公共事業水資源省かんがい改良局長訪問

農業・土地開拓省土地開拓庁農業開発部長訪問

FAO事務所訪問

農業・土地開拓省土地開拓庁次長訪問

国際協力省第1次官訪問

世界銀行事務所訪問



スエズ運河南西岸

北シナイ・スエズ運河横断サイホン南西岸（呑口）

北シナイ・エルサラーム水路

北シナイ・エルサラーム水路

北シナイ・スエズ運河横断サイホン東北岸

（吐出口、北シナイ側）

北シナイ・エルサラーム水路支線水路



デルタ・バラージュ

アスワンハイダム

フローティンプポンプ（無償実施）

デルタ・パラージュ取水工

アスワンハイダム堤頂部

フローティングポンプ側面部（無償実施）



フローティングポンプ用水路

バハルヨセフ用水路ラフーン堰（無償実施）

バハルヨセフ用水路ラフーン堰管理事務所職員

バハルヨセフ用水路上兼水路

バハルヨセフ用水路ラフーン堰左岸分水工（無償実施）

バハルヨセフ用水路付近農村風景



バハルヨセフ用水路マゾーラ堰（無償要請）

シェルキヤ県営カッターラ農場（円借款実施）小用水路

シェルキヤ県営カッターラ農場キャベツ畑

バハルヨセフ用水路マゾーラ堰上流水路

シェルキヤ県営カッターラ農場スプリンクラーかんがい

シェルキヤ県営カッターラ農場付近支線用水路
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第1章　調査団

1-1調査の経緯

この調査は、農林水産省の国別農業農村開発情報収集調査費で実施されたものであり、調査対象国

となったエジプト国は、この予算が執行されてから、第10年次目第11番目の国であった。

予算の趣旨は、農業農村開発分野のODA関連業務を展開するに当たり、開発途上国における急激な

社会経済情勢の変化から従来路線に何らかの変更の必要性が伺われ、調査を必要とすると判断された

場合に対応するものであった。

従って、調査対象国として選定された国々は、いずれもそのような背景に基づき、しばしば、何ら

かのトピックが契機となって対象国となっている。

すなわち、最初の1988年のフィリピン共和国の場合は、マルコス政権からアキノ政権へと移り変り、

新政権が農地改革を標模して法案を上程し、行政組織を改変して政府幹部職員の異動等を実施した時

点であり、1989年のバングラデシュ人民共和国の場合は、前年の大洪水に関連して援助国会議が開催

され、我国の役割分担や該当技術等が議論された時であった。

同年のタイ王国の場合も、中進国として浮揚する過程において漸く農村と都市間の所得格差が問題

となった時であり、その後のインドネシア共和国でほ農政の垂心が移住事業へ移行する等の議論がや

かましくなった時であった。パキスタンイスラム共和国では社会主義政策転換に伴う農政の変化が懸

念され、ベトナム社会主義共和国ではドイモイ政策の推進と我国ODAの展開との関わり、中華人民共

和国では開放政策に基つく農業農村環境の急展開への懸念、ミャンマー連邦では国際情勢の変化と我

国ODAの本格的展開に備える必要性があったこと、ネバpル王国では未だにLLDCに留まる最貧国で

あって開発ニーズの極めて高い国とされていること、ラオス人民民主共和国にあっては、LLDCで開

発ニーズが高く、メコン河委員会が新に発足して事務局長に的場氏が就任され、4カ国、特にラオス

は重点国であること等々が、夫々の時点で夫々のトピックとして顕著であった。

また、これらの国々は、いずれも我国ODAの大口享受国であるかその可能性を秘めた国々であり、

今回対象国となったエジプト・アラブ共和国も中近東地域で開発ニーズが高く、円借款が再開される

等、今後、我国の協力の拡大が期待されていることである。

1－2　調査の背景とエジプト国選定の理由

エジプト国ほ、紀元前3000年頃の王国統一から前332年のアレキサンダー大王のエジプト征服時代

までの王朝時代、前30年ローマ領、16世紀トルコ領となり、1882年英国の支配下におかれたが、1922

年エジプト王国として名目上独立し、1952年自由将校団によるクーデターにより翌年共和制を宣言し、

エジプト・アラブ共和国を樹立、以来社会主義体制の下にスエズ運河の国有化、1973年の第4次中東
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戦争、1976年のソ連との友好条約の破棄及び西側諸国との協調、経済面では門戸開放政策をとり、自

由化を推進すると共に公営企業の民営化等を進めている。

エジプト国に対する二国間援助ほ、日本、米国、フランス、ドイツ等の諸国によって行われており、

国際機関としては、CEC、IDA、UNDP、FAO等の各機関が援助を進めてきている。なかでも我国

は、1973年に援助を開始し、1995年度には、無償資金協力及び技術協力等で243百万ドルを供与し、二

国間援助で14％のシェアを占め第3位となっている。

農業農村開発は、エジプト政府の重要な政策であり、援助国、国際機関も援助の重要な柱として努

力してきているが、農業のGDPに占めるシェアは1995年16％、輸出収入のシェアは20％、農業成長率

は3．1％となっており、人口増加率も高いことから食糧は自給できず、主要穀物を食糧援助及び輸入

に頼っている状況である。

また、一人当たりGDPほ790ドルで低中所得国に甘んじている状況である。

エジプト国が今回対象国として選定された理由は、農業国であること、水資源及び農地開発のポテ

ンシャルを有していること、北シナイ及びニューバレー等の国家的大規模農業開発車業にチャレンジ

していること等から、この時点でエジプト国農業及び農村の実情を把握し、今後の同国の農業農村開

発をより適切に展開する方途を模索する必要があると判断されたからに外ならない。

ト3　調査の目的と内容

調査の目的は、前述の調査の経緯、背景とエジプト国選定の理由等からも明らかなように、我国農

業農村開発協力の効果的且つ円滑な展開を図る方途を模索するものであり、ADCA自身の直接的な関

係としては、それらの前段となるプロジェクト・ファインデイング等をより有効に実施するためのも

のといえる。

そのため、調査の内容としてほ、エジプト国の気象・水文・地形・統計諸資料等基礎資料、農業農

村開発に係る行政資料等の収集・整理に始まり、援助関係各機関・政府担当部局の担当実務者から問

題点並びに将来展望等に関する意見の聴取を行い、併せて極力、現地農村・プロジェクトの現場・市

場等を踏査して現状確認を行うことであった。

また、調査を第1次と第2次の2段構えとし、第1次調査によりほぼ報告内容の概要をとりまとめ、

第2次調査においてその確認と補足を行うこととした。ただ今回は、当初対象国をカンボジア国とし、

第1次調査を7月に実施する予定で現地の受入体制の可否を最終確認した際、同国内の政治抗争から

治安が悪化し渡航禁止となり、エジプト国に急遽対象国を変更したため、準備及び10月下旬の国別研

修実施との関係で10月の上旬に第1次調査を実施せざるをえなかった。

なお、第1次調査の出発前に、国内において出来る限り資料収集並びに情報交換を行い、予備知識

の充実に努めた。また、第1次調査は当初、井上技術顧問も参加の予定であったが健康上の理由で中

止となり、第2次も当初、岡部会長が団長として実施を予定していたが、国会の早期開会に伴い急遽

中止されたため、2名で調査を実施し報告書をとりまとめた。
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ト4　調査団の構成と調査日程

ト4－1第1次調査団

（1）調査団の構成

調査団長　宮本　和美　ADCA専務理事

調査団員　立石　一雄　ADCA技術顧問

（2）調査日程

1997年

10月12日（日）

11：30　成田発（JL405）

16：55　パリ着

10月13日（月）

14：00　パリ発（AF8004）

18：30　カイロ着

シェラトンホテル泊

桜庭・木村・島崎専門家と日程等打合せ　セミラミスホテル泊

10月14日（火）

9：00　日本国大使館表敬（坂場公使）

10：30　公共事業水資源省計画局

11：15　同省かんがい局

12：30　農業・土地開拓省農業開発部

14：00　FAO事務所

15：00JICA事務所 同上

10月15日（水）

7：00　ホテル発

10：40　北シナイ開発庁カンターラ事務所

11：20　北シナイ地区現地視察（ェルサラーム水路、スエズ運河横断サイホン、事業実施地区）

16：30　イスマイリア着

10月16日（木）

8：00　ホテル発

10：40　カナーテル着

11：20　デルタ・バラージュ視察

－3－

メルキュールホテル泊



12：10　かんがい博物館及び付属農園視察

15：00　カイロ着

10月17日（金）（休日）

5：30　ホテル発

7：00　カイロ発（MS133）

8：00　ルクソール着

9：30　ルクソール周辺農村地域視察

10月18日（土）

7：20　ホテル発

9：20　ルクソール発（MS133）

10：00　アスワン着

10：30　アスワン・ハイダム視察

11：20　フローティングポンプ（3箇所）視察

15：30　アスワン着

10月19日（日）

7：00　ホテル発

9：30　アスワン発（MS302）

11：00　カイロ着

13：00　USAID事務所

10月20日（月）

10：30　世界銀行事務所

13：00　海外経済協力基金事務所

14：30　国際協力省

10月21日（火）

4：30　ホテル発

7：00　カイロ発（AF8003）

11：40　パリ着

20：30　パリ発（JL406）

－4－

セミラミスホテル泊

モーベンピックホテル泊

イシスアイランドホテル泊

ラムセスヒルトンホテル泊

同上



10月22日（水）

14：30　成田着

1－4－2　第2次調査団

（1）調査団の構成

調査団長　宮本　和美　ADCA専務理事

調査団貞　立石　一雄　ADCA技術顧問

（2）調査日程

1998年

1月　7日（水）

11：05　成田発（BAOO6）

14：50　ロンドン着

16：20　ロンドン発（BA155）

23：10　カイロ着

1月　8日（木）

9：00　ホテル発

9：30　日本国大使館表敬（坂場公使）

10：15　農業・土地開拓省農業開発部

11：00　公共事業水資源省計画局及びかんがい局

13：50JICA事務所

1月　9日（金）（休日）

9：00　ホテル発

カイロ周辺農村地域視察

19：30　日本人専門家等との夕食会

1月10日（土）

9：00　ホテル発

11：10　バハルヨセフ用水路ラフーン堰視察

14：20　　　　同　　　　　マゾーラ堰視察

1月11日（日）

8：40　ホテル発
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8：40　ホテル発

10：40　シェルキヤ県営カッターラ農場視察

1月12日（月）

10：00　かんがい改良部（ⅠIP）訪問

15：55　カイロ発（OS384）

19：00　ウィーン着

1月13日（火）

20：35　ウィーン発（NH208）

1月14日（水）

15：30　成田着

同上

ANAグランドホテル泊

－6－



第2章　一般概況

2－1自然条件

2－1－1地勢

エジプトほ、北は地中海、東は紅海に面し、東北でイスラエルと、南はスーダン、西ほリビアと接

している。北緯22度から33度45分、東経25度から35度に位置し、東西1，2401皿、南北1，024kmのはば正

方形の国で、面積は100方2千kd（日本の約2．7倍）である。そのうち4％ほどが居住又は耕作できる

土地で、カイロ以北の地中海寄りのデルタ地帯と、この国を貫流するナイル河に沿う狭い渓谷地帯に

集中している。それ以外は宏漠な砂漠や湿地帯である。

エジプトの地形は次の5つに分けることができる。

ナイル河谷とナイル・デルタ

この地域は、ナイル河のもたらす土壌によって黒色の沖積土の沃地となっており、作物が豊かに生

育している。ナイル・デルタの面積は2万2千k乱　うち耕地面積は1万5千畑である。

ファイユーム低地

カイロの南西約100k恥　西方砂漠の東北端に位置するかなりの深さを持つ窪地で、面積は1万2千

kd、うち耕地面積は1，800kd、運河でナイル河と結ばれている。古代エジプト時代から肥沃な農耕地帯

として知られている。

西方砂漠

エジプトの西部及び南部に広がる砂漠で、面積は67万撼に及び、エジプト総面積の3分の2を占め

ている。ノ、－ルガ、ダーフラ、パフリーヤ、ファラーラ、スィーワ等の有名なオアシスを蔵している。

東方砂漠

エジプト東部の南北に広がる砂漠で、22万kd、エジプト総面積の21％を占める。西方砂漠よりもは

るかに高度が高く、地表面は凹凸が激しい。

シナイ半島

エジプトの東北端に位置する三角形の高地で、広さは6万1千畑、総面積の6％を占める。

2－ト2　気象

エジプトでは、北部海岸地方の地中海性気候から内陸部の砂漠気候まで、その気象条件は大きく変

化する。内陸部では雨はほとんど降らず、乾燥している。5月－10月が夏季、11月が秋、12月－3月

が冬季の感じであるが、冬と言っても日本の初冬ぐらいである。毎年2月から6月にかけて砂嵐（ハ

マーシーン風）が砂漠から熱風を運び込む。

カイロ、アスワン及びアレキサンドリアにおける月別最高及び最低気温並びに降水量を示すと次表

－7－



の通りである。

表－1　月別平均気温（最高一最低）
（単位℃）

1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 1 0 月 1 1 月 1 2 月

カ イ ロ

2 0 ．4 2 2 ．3 2 0 ．7 2 5 ．9 3 2 ．5 3 4 ．2 3 5 ．7 3 4 ．6 3 2 ．8 2 8 ．2 2 4 ．6 2 0 ．0

9 ．9 1 1 ．9 1 0 ．7 1 4 ．2 1 8 ．2 2 0 ．6 2 3 ．7 2 3 ．6 2 2 ．0 1 8 ．4 1 4 ．3 1 2 ．1

ア ス ワ ン ′

2 2 ．4 2 5 ．4 2 7 ．8 3 1 ．4 3 9 ．0 4 0 ．1 4 1 ．4 4 0 ．3 3 7 ．6 3 2 ．5 2 8 ．2 2 2 ．6

9 ．5 1 3 ．0 1 5 ．0 1 7 ．7 2 4 ．4 2 6 ．0 2 7 ．6 2 7 ．5 2 4 ．4 2 0 ．8 1 5 ．2 1 2 ．1

ア レ キ サ ン ド リ ア

1 8 ．7 1 9 ．7 1 7 ．9 2 2 ．1 2 6 ．3 2 6 ．9 2 9 ．0 2 9 ．7 2 8 ．8 2 5 ．8 2 3 ．2 1 9 ．2

8 ．3 9 ．7 9 ．3 1 2 ．3 1 5 ．3 1 9 ．4 2 1 ．9 2 3 ．6 2 0 ．7 1 8 ．5 1 2 ．5 1 1 ．7

表－2　月別降水量
（単位：m）

1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 1 0 月 1 1 月 1 2 月 合　 計

カ イ ロ 5 ．0 3 ．7 2 ．9 1 ．5 0 ．4 0 ．2 0 0 0 0 ．7 3 ．3 7 ．5 2 5 ．2

ア ス ワ ン′ 0 ．1 0 0 ．1 0 ．3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 ．5

ア レ キ サ ン ド リ ア 7 2 ．6 2 0 ．5 1 2 ．1 3 ．6 1 ．6 0 0 0 0 1 0 ．8 3 5 ．8 5 1 ．1 2 0 8 ．1

地中海沿岸に位置するアレキサンドリアは、地中海性気候で全般に気候温和で夏の最高気温は摂氏

30度、冬の最低気温は摂氏10度前後である。また、10月から3月までの冬季に200mm程度の降雨がある。

地中海沿岸から180血内陸に入ったナイルデルタ南端のカイロでは、夏の最高気温は35度まで上昇

し、また、冬の最低気温は8度前後まで低下する。降雨は地中海沿岸に比べるとかなり少なく、25mⅢ

に過ぎない。

ナイル川に沿って地中海沿岸から約900km遡った上エジプトのアスワンでは、夏の最高気温は40度

を越え、冬の最低気温ほ10度前後で、降雨は年間を通じて殆ど見られない。

作物の同化作用に大きな影響を与える日射量は非常に多く、夏季は600～700cal／cd／day、冬季でも

300～400cal／cd／dayといった高い値を示す。このことがエジプトの高い潜在的農業生産力の一つの要

因をなしている。

さらに、エジプトの恵まれた気象条件として見逃せないのは、台風、霜、雪等による気象被害が極

めて少ない点である。このため、気象に基づく作物の豊凶差は少なく、農業生産は安定している。

2－ト3　土壌

土壌条件は気象条件と異なり、極めて可変的であり、また人為的に改良することも可能である。エ
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ジプトの耕地の中で主要な部分を占めるナイル河谷とデルタ地域は、その75％が沖積土境であって、

これらはナイル河によって運はれた浮遊物が長年に亙って沈殿したもので平坦かつ耕土は深く、農耕

に適している。

アスワンハイダム構築以前にナイル河によって運ばれた浮遊物は年間1億1，000万トンに及ぶと言

われるが、その多くは地中海に流出し、そのわずか12％、1，320万トンがエジプトの耕地に堆積したと

推定されている。これら浮遊物は粘土55～64％、シルト25～30％、細砂6～17％、粗砂を微量含んで

おり、また、有機物も2．3～4．5％含んでいる。これらの量は単年度としてはそれほど多い量ではない

が、長年にわたりこれらが堆積することによって、エジプトの耕地の肥沃度の維持に大きく寄与して

きた。

しかし、これら有機物を含む浮遊物はハイダム構築後ほ減少し、現在では殆ど流下しなくなってい

る。このことがエジプトの耕地の地力低下に大きな影響を及ぼしている。

2－2　政治経済社会条件

2－2－1歴史・人口・民族・文化

歴史

エジプトは地形や気候の違いから、ナイル河下流のデルタ地帯の下エジプトと上流のナイル河谷地

帯の上エジプトの二つに分かれていた。紀元前3000年頃これら二つの地方が統一されてエジプト王朝

史が始まる。

エジプトの歴史は通常次のような時代に区分されている。

初期王朝時代（第1、第2王朝）前3000年頃一前2650年頃

初めてエジプト全土が統一され、首都がメンフィスに置かれた。

古王国時代（第3一第6王朝）前2650年頃山前2180年頃

これはピラミッド時代の幕開けであり、第4王朝はエジプトの最初の絶頂期であった。

第1中間期（第7一第10王朝）前2180年頃一前2040年頃

この間国土は混乱し、群雄割拠の状態にあった。

中王国時代（第1トー第12王朝）前2040年頃一前1785年頃

エジプトが再統一された。この時代の都は初めは上エジプトのテーべにあり、その後北部のファ

イユーム付近に移された。

第2中間期（第13－第け王朝）前1785年頃一前1565年頃

再び混乱の時代となり、前1700年頃からこの期の末まで、下エジプトはヒクソスという異民族に

よって占領された。

新王国時代（第18一幕20王朝）前1565年頃一前1070年頃

古代エジプトが最も繁栄した時代であり、近隣諸国にしばしば軍事遠征が行われ、テーべの都は

宗教、芸術など成熟した文化の中心となった。
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第3中間期（第21一第25王朝）前1070年頃一前700年頃

エジプトは再び分裂し、一般的にヌビア人の支配するところとなった。

末期王朝時代（第25一第30王朝）前750年頃一前305年頃

エジプトは再統一されたが、やがてアッシリア、ついでペルシャの支配を受け、前332年にはマケ

ドニアのアレクサンダー大王によって征服された。

プトレマイオス朝　前304年山前30年

アレクサンダー大王の武将であったプトレマイオスが王位に就いた。ギリシャ文化が流入し、ギ

リシャとエジプトの混合様式が出現した。クレオパトラがこの王朝の最後を飾る。

ローマ支配時代　前30年－後641年

エジプトはローマ帝国（395年の東西分裂後ほ東ローマ帝国）の属州となり平和な時代を過ごし

た。エジプトで信仰されていたキリスト教は異端とされ、コブト教会として発展した。

イスラーム時代　後641年一塊在

イスラーム教の勢いが強まり、エジプトほ641年にイスラーム軍に征服され、今日までイスラー

ム国家として存続してきた。この間の略史は以下に記した通りである。

661年　ダマスカスのウマイヤ朝の支配下に入る。

750年　バグダードのアッパース朝の支配下に入る。

868年　エジプト独立政権イブン・トゥルーン朝興る。

969年　チュニジアのファーティマ朝の支配下に入る。

1169年　アイユーブ朝興る。

1187年　エルサレムを奪取。

1250年　マムルーク朝成立。

1517年　オスマン・トルコの支配下に入る（約4世紀間）。

1798年　ナポレオンのエジプト遠征。

1805年　ムハマンド・アリ朝（～1848）。

1869年　スエズ運河開通。

1882年　イギリスの軍事占領（～1914）。

1914年　イギリスの保護領となる。

1922年　イギリスより独立。

1923年　エジプト王国憲法制定。

1948【49年　第1次中東（パレスチナ）戦争に敗北。

1952年　エジプト革命、ファルーク王を国外追放。

1953年　エジプト共和国設立宣言、ナギブ大統領

1954年　政変、ナセル全権を掌握。
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1956年　農地改革、スエズ運河国有化。第2次中東戦争。

1958年　シリヤと国家統合（～1961）。

1967年　第3次中東戦争に敗北。シナイ半島を失い、スエズ運河閉鎖等により経済的損失を被る。

1970年　イスラエルと停戦。ナセル急逝、サダト大統領就任。

1971年　アスワン・ハイダム完成。

1972年　ソ連軍事顧問団を追放。西側諸国との協調路線に踏み切る。

1973年　第4次中東戦争、石油危機起こる。

1975年　スエズ運河再開。

1979年　イスラエルと国交樹立、アラブ連盟から追放される。

1981年　イスラム過激派によりサダト大統領暗殺、ムバラク大統領就任。

1982年　シナイ半島返還。

1987年　アラブ主要国と復交。

1990年　湾岸戦争。エジプト軍は多国籍軍の一員となる。

人口

エジプトでは非常に古くから人口調査が行われており、最も古い記録はBC3340年に遡ると言われ

ている。推定によれば、エジプトの人口は西暦200年－300年のローマ時代には750万人、7世紀のアラ

ブの侵略時には1，200万一1，400万人に達していたと言われるが、その後は急激に減少していて、1800

年に調査が行われた時の人口ほ250万人であった。以後の記録は、1850年頃450万人、1882年670万人、

1897年970万人となっている。

エジプトの人口は1897年から1947年までの50年間に倍増して1，800万人となった。次の倍増の期間

は1976年までの30年間、その次は1996年までの20年間と締まっている。

1997年に行われた国勢調査によれば、96年12月31日のエジプトの人口は6，145万余人で、86年末の

5，050万余人より1，100万人増加しており、世界で17番目に人口の多い国となっていも。このうち5，92

7万人がエジプトに住み、218万人が一時的に国外に居住している。外国人の永久居住者は72万人であ

る。

人口の増加率は86年の2．8％から2．1％に落ちているが、これほ80年代初めからの家族計画の成功と

結婚年令が高まったことによるものである。結婚年令が高まった要因の1つは高い失業率である。96

年の時点では、16才以上の女子及び18才以上の男子の27．8％が結婚していないが、この率は86年には

25．7％であった。また、結婚していても資力がないため両親と同居しているものが3．9％もあるが、

86年にはその率は1％であった。1戸当たりの住人数は4．6人で、10年前の4．9人より減少している。

人口の男女比は、女子100に対して男子105となっている。また、年令別には、15才未満が35．0％、

15才以上59才までが59．9％、60才以上が5．1％となっている。15才未満の人口は86年にほ38．6％で

あった。
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人口の密度は1平方キロ当たり59人であるが、その97％が国土面積の約4％の地域に住んでいて、

カイロ市の人口密度は1平方キロ当たり3万1，697人となっている。大カイロの人口は1，200万人と推

定されるが、カイロ市の96年末の人口は679万人である。農村部から都会への人口の流出には歯止め

がかかったようで、都市部の人口は43％と10年前の44％より減少している。

出生時平均余命は、男子62．9才、女子66．4才で、1960年当時のそれぞれ51．6才、53．8才に比べて大

幅に延びている。

県別の人口は次に示した通りである。

表－3　エジプトの県別人口

人　 口 比　 率

都 市 1 1 ，0 0 4 ，8 1 8 18 ．6

カ イ ロ 6 ，7 8 9 ，4 7 9 1 1 ．5

ア レ ク サ ン ド リア 3 ，3 2 8 ，1 9 6 5 ．6

ポ ー トサ イ ド 4 6 9 ，5 3 3 0 ．8

ス エ ズ 4 1 7 ，6 1 0 0 ．7

下 エ ジ プ ト 2 5 ，8 1 1 ，4 4 1 4 3 ．5

ダ ミニ ッ タ 9 1 4 ，6 1 4 1 ．5

ダ カ リ ア 4 ，2 2 3 ，6 5 5 7 ．1

シ ャ ル キ ア 4 ，2 8 7 ，8 4 8 7 ．2

カ リオ ウ ビ ア 3 ，3 0 2 ，8 6 0 5 ．6

カ フ ル ・エ ル ・シ ェ イ ク 2 ，2 2 2 ，9 2 0 3 ．8

ガ ル ピ ア 3 ，4 0 4 ，8 2 7 5 ．7

メ ノ ウ フ ィ ア 2 ，7 5 8 ，4 9 9 4 ．7

3 ，9 8 1 ，2 0 9 6 ．7へ へ フ

イ ス マ イ リア 7 1 5 ，0 0 9 1 ．2

上 エ ジ プ ト 2 1 ，6 3 9 ，5 8 0 3 6 ．5

ギ ザ 4 ，7 7 9 ，8 6 5 8 ．1

ペ ニ ・ス ニ フ 1 ，8 6 0 ，1 8 0 3 ．1

フ ァ イ ユ ー ム 1 ，9 8 9 ，8 8 1 3 ．4

メ ニ ア 3 ，3 0 8 ，8 7 5 5 ．6

ア ス ユ ー ト 2 ，8 0 2 ，1 8 5 4 ．7

ス ハ グ 3 ，12 3 ，0 0 0 5 ．3

ケ ナ 2 ，4 4 1 ，4 2 0 4 ．1

ア ス ワ ン′ 9 7 3 ，6 7 1 1 ．6

ル ク ソ ー ル 3 6 0 ，5 0 3 0 ．6

辺 境 8 16 ，5 4 3 1 ．4

紅 海 15 5 ，6 9 5 0 ．3

ェ ル ワ ジ ・エ ル ギ デ ィ ド 14 1 ，7 3 7 0 ．2

マ トロ ウ 2 1 1 ，8 6 6 0 ．4

北 シ ナ イ 2 5 2 ，7 5 0 0 ．4

南 シ ナ イ 5 4 ，4 9 5 0 ．1

合　　　　 計 5 9 ，2 7 2 ，3 8 2

在 エ ジ プ ト人 2 ，18 0 ，0 0 0

総　　　　 計 6 1 ，4 5 2 ，3 8 2

注）1996年国勢調査の暫定値による。

出典：StatisticalYearBook，ArabRepublicof Egypt
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民族・文化等

民族

古代エジプト人とアラブ人の大規模混血であるアラブ系エジプト人が98．5％を占め、他にヌビア人、

スーダン人等の少数民族がいる。エジプト人は多くの血が混り合っているため、性格的にも体格的に

も多様性に富んでいる。

号萱五
日ロlコ

アラビア語が公用語として一般的に用いられている。口語はアラビア語のエジプト方言である。英

語、フランス語も広く用いられ、特にフランス語が好んで使われる傾向がある。主な都市にはギリ

シャ語やアルメニア語の社会もある。

識字率

1986年には非識字率は49．6％であったが1996年現在、非識字率は38．6％にまで低下している。都市

部では26．0％に相当する524万人が、農村部では48．9％の1，210万人が非識字者であった。。

宗教

人口の約90％がイスラム教徒であり、現行憲法は第2条でイスラム教を国教と規定している。イス

ラム教徒の大半はスンニ派に属している。その他コブト教徒が人口の約6％を占め、コブト教以外の

キリスト教各派やユダヤ教も存在する。

教育

エジプトの教育制度は、小学校5年間、中学校3年間、高等学校3年間を基本としている。大学は

全国で13（12の国立大学と私立のカイロ・アメリカン大学）あり、一般に文化系4年、理科系5年で

ある。他に中学終了者のための職業専門学校、高校終了者のための専門分野高等教育機関としての各

種インスティテュート等がある。義務教育は小学校までで、公立の学校における教育は基本的に無料

である。小学校入学率は1991年現在96％と発表されている。

2－2－2　政治・行政組織

現在の政治体制は、1971年制定の憲法に基づく立憲共和制である。ムバラク大統領は、1981年、サ

ダト大統領の暗殺に伴い、副大統領から大統領に就任した。その後、1987年に再選され、さらに1993

年の国民投票において圧倒的な支持を得て三選された。次の大統領選挙は1999年10月の予定である。

現政権は、非同盟・中立路線と中東・アフリカ地域重視の外交方針を掲げる一方で、米国、欧州、

日本など西側世界との関係強化、経済改革に取り組んでいる。ムバラク大統領の外交面での活躍によ

り、エジプトのアラブ世界における地位の向上はめざましいが、内政面では、大衆の貧困層に支援を
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求める原理主義活動が払拭されていない。

内政上の重要課題としてほ次の3つが挙げられる。

（1）市場経済志向型経済改革の推進による産業構造の改善、輸出振興、雇用拡大等。

（2）シナイ半島北部、西部砂漠地域の大規模地域開発プロジェクトの推進、地方振興。

（3）イスラム原理主義者等によるテロ等暴力的反政府活動の抑止。

立法機関として人民議会（一院制）がある。議員総数は454人で、このうち10人は大統領によって任

命され、残りの444人が222選挙区で直接選挙によって選出される。議員の任期は5年で、公選される

議員の少なくとも半数は労働者又は農民でなければならない。最近の選挙は1995年11月に実施された。

次の選挙は2000年11月の予定である

なお、立法権ほ有しないが、大統領の諮問機関としてシューラ評議会がある。その議員組数は264人

で、3分の2が直接選挙により公選され、3分の1が大統領によって任命される。任期は6年で、3

年ごとに半数が改選される。公選される議員の少なくとも半数は労働者又は農民でなければならない。

最近では1995年6月に改選が行われた。

重畳として圧倒的に強力なのは国民民主党（与党、党首はムバラク大統領）で、人民議会で399議

席、シューラ評議会で248議席を占めている。その他の政党としては、新ワフド党、国民進歩統一党等

がある。

内閣は、1997年7月現在次図に示した30省によって構成されている。
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内閣省

計画・国際協力省

農業・土地開拓省

運輸・通信・航空省

電力・エネルギー省

国防・軍需生産省

情報省

外務省

公営企業省

司法省

文化省

地方開発省

教育省

石油省

内務省

経済省

観光省

行政開発省

住宅・施設・コミュニティー省

人民議会・シューラ省

労働力・移民省

貿易・供給省

財務省

ワクフ（宗教財産）省

工業・天然資源省

保健・人口省

高等教育・科学研究省

公共事業・水資源省

社会保険・社会問題省

環境省

主要閣僚の名前を挙げれば次の通りである。

首相兼計画経済協力相　　　カマール・アハマド・アル・ガンズーリ（K．A．Ganzoury）

副首相兼農業・土地開拓相　ユーセフ・アミーン・ワーリ（Y．A．Wally）

外　相　　　　　　　　　　　アムル・マハムード・ムーサ（A．M．Moussa）

財務相　　　　　　　　　　ムへッディーン・アブー・バクル・アル・ガリーブ（M．A．B．Gharib）

公共事業水資源相　　　　　マハムpド・アブドゥル・ハリーム・アブー・ゼイド（M．A．H．AbuZeid）
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貿易・供給相　　　　　　　アハマド・アハマド・グワイリー（A．A．Gweili）

公営企業相　　　　　　　アーティフ・モハメド・モハメド・エペイド（A．M．Ebeid）

経済相　　　　　　　　　ユーセフ・ブトロス・ガリ（YoussefBoutro㌻Ghali）

農業関係の行政組織については第4章において記述する。

地方制度

憲法の規定に基づき、地方行政単位は、県、郡、市、村、区の5つに分類されており、おのおのに

地方議会と首長の主催する執行委員会が設けられ、地方行政事務を所掌している。地方議会は住民の

直接選挙により選出されるが、首長は中央政府を代表するものであり、県知事は大統領により、郡長

は首相により任命される。

エジプトには27の県が存在する。その内訳は2－2－1の「人口」において揚げたように、都市4、下エ

ジプト9県、上エジプト9県、辺境5県である。

司法制度

司法の独立は憲法により保証されている。

裁判所には、法令の合憲性の審理、一般裁判所と行政裁判所の管轄権に関する判断、法令の拘束力

ある解釈などを行なう最高の司法府として最高憲法裁判所があり、その下に一般裁判所と行政裁判所

の2つの司法制度がおかれている。一般裁判所としては、破毀院、7つの控訴院、各県に1ないし複

数設置されている第1審裁判所、さらに小さい単位としての地区裁判所がある。他方、行政裁判所は、

国ないし政府機関が関係する訴訟につき管轄権を有しており、狭義の行政裁判所と司法行政裁判所に

大別され、最高の機関として高等行政裁判所が設置されている。そのほか、倫理法廷、国家治安法廷、

軍事法廷といった特別裁判所も存在する。

2－2－3　経済

経済概況

エジプトでは、従来の社会主義的な公共部門主導の経済開発戦略から転じて、各種統制の撤廃、市

場経済原理に基づく活力ある経済を目指して、IMF、世銀のコンディショナリティを受け入れた経済

改革を1991年より推進してきた。具体的には、財政赤字削減のために補助金の削減及び売上税の導入

をはじめとする増税を実施し、金融面においては金利の自由化及び外国為替の自由化を行った。さら

に、価格統制の撤廃、貿易の自由化、公共部門の民営化等を鋭意行っている。

この結果、財政赤字は近年顕著な減少を示し、95年にはGDP比1．3％となったとされている。また、

財政赤字の削減、金融流動性の抑制により、インフレ率は年率8％程度（97年は5％以内）に収まっ

ている。

一方、91年のパリクラブ合意に基づく債務削減措置、海外からの援助、スエズ運河収入、観光収入
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（但しテロの発生等により観光客数が減少）、若干低下しつつあるとはいえ比較的高い金利を背景に

海外労働者からの送金並びに民間資金の流入が続いたことにより、経常収支の顕著な改善が見られ、

外貨準備高は96年には約170億ドルあるとされ、為替レートは安定している。

これら経済改革の進捗状況等を踏まえ、96年に入ってからIMFとの間でエジプトの構造改革計画に

ついての合意が成立し、同年10月にはIMF理事会で経済改革プログラムの承認がなされた。

以上のような状況の下で、民営化、税制改革をはじめとしてエジプト経済を成長軌道に乗せるため

の環境整備が進んでいるが、未だ経済の牽引力となるべき民間部門が活発に活動するには至っておら

ず、製造部門の活動及び投資が進展していない状況にあり、投資・雇用の進展も遅延しており、第3

次経済社会開発5ヶ年計画（1992／3～1996／7）は十分な進捗をみなかった模様である。

現在進めている経済改革は、補助金の撤廃、公共料金の引き上げ、公営企業の民営化に伴う余剰人

員の失業問題等短期的に国民特に低所得層への「痛み」が伴うものであるだけに、政府としては、今

後とも国民の不満を押さえつつ、特に経済的不満に乗じるイスラム原理主義の動きを注視しながらも

経済改革を推進する方針である。

主要経済指標の推移は次表に示した通りである。

表一4　主要経済桔梗

C I）1）（硝 榊 ） 猷 £

1 9 9 2 19 9 3 19 9 4 1 9 9 5 1 9 9 6

1 3 9 1 】＿5 7 3 1て5 0 2 0 5 0 2 3 1 0

文男G D P 舶 事　 ％

1 ｛▼＿＿＿＿鵬 ＿＿

】．9 3 ．0 3 ．8 4 ．6 4 ．9

撒 欄帥インフレ寧 ％

川　 百万人

13 ．7

Ⅵ

15 ．7

5 9 ．2 3

12 ．0 8 ．2 7 ．2

6 0 ．】＿35 5 、74 5 6 ．4 9 58 ．3 3

郁雄（ro b ） 董＄

臥 敵（fo b） 傲＄

折 蝦 齢

3 6 ．7 3 5 ．5 4 0 ．4 4 6 ．7 4 7 ．8

8 9 ．0 9 9 ．2 1 0 0 ．0 ．12 2 ．7 1 3 1 ．7

2 8 ．0 2 3 ．0 0 ．．3 － 2．5 － 1．9

外即 朗 色＄

刃棚 減 音 量＄

為潮 解 （平 ） 揖 ／＄

1 0 8 ．1 12 9 ．0 1 34 ．8 1 6 ’1．8 1 73 ．9

3 】．6 3 1 1 3 3 U 3 4 1 3 2 5

3 ．3 2 3 ．3 5 3 ．39 3 ．3 9 3 ．3 9

出典：EcnomicInteJligence Unit CourtryReport－Egypt－4th quarter1997，
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97年11月のルクソールにおけるテロ事件の影響を受けてエジプトの観光収入は激減しており、この

ため1997／98年のGDPの伸びは4％程度に止まると予想される。

なお、1997年から2017年までの長期戦略においては、過去15年間の4．8％程度の年平均実質成長率

を高め、第4次5ヵ年計画（1997【2002）においては年平均6．8％、2017年までの残りの5ヵ年計画の

間は年平均7．6％の成長を目指すとしている。そして、GNPは現在の760億ドルを2017年には4倍の3，

240億ドルに、1人当たりGNPは現在の1，250ドルを2017年にほ少なくとも4，100ドルに増加させると

している。

GDPの部門別比率は1995／96年度の場合次の通りとなっている。

農業及びかんがい　　16．0％

鉱工業

石油及び電力

建設

貿易・金融・保険

運輸・通信

計

17．6

11．1

5．1

20．8

6．8

100．0％

貿易収支は、恒常的に大幅な赤字が続いていて、1996年には86億ドルに達しているが、スエズ運河

通行料、観光収入などの貿易外収入や、海外労働者からの送金等の移転収支がこれを補う形となって

いる。

主要輸出品及び輸出金額は、1995／96年度の場合次のようになっていて、石油及び石油製品の占め

る割合がきわめて大きい。

石油及び石油製品

綿糸、織物、衣服

機械・冶金製品

その他農業産品

原綿

総　計

22億2，600万米ドル

5億7，400

3億7，100

2億3，000

9，100

45億9，300万米ドル

また、主要輸入品及び輸入金額は、1995／96年度の場合次の通りであった。

運輸設備・機械

家畜・食料・飲料

化学製品・ゴム・皮革

金属・工業製品

木材・紙・織物

総　計

33億1，300万米ドル

28億8，700

20億2，100

14億5，200

13億7，400

138億2，600万米ドル
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1996年の主要輸出入先は下記の通りである。

楠＝

イタリー　　　　　20．1％

米国

英国

ドイツ

フランス

トルコ

12．4

7．7

5．0

4．0

3．7

麹△

米国　　　　　　17．7％

ドイツ　　　　　　　9．6

イタリー　　　　　8．1

フランス　　　　　　8．0

日本　　　　　　　4．5

英国　　　　　　　3．8

国家予算について見ると、次の通り、従前より減少したとき言うものの、なお相当額の財政赤字を

出している。

表－5　国家予算額
（億ドル）

年　 度 1 9 9 2 1 9 9 3 1 9 9 4 1 9 9 5 1 9 9 6

歳　 入 1 4 8 ．8 1 7 6 ．3 1 6 7 ．0 1 8 2 ．6 1 9 5 ．0

歳　 出 1 6 3 ．7 1 6 6 ．5 1 9 3 ．6 2 0 7 ．8 2 1 1 ．1

財 政 赤 字 －1 4 ．5 －　 8 ．0 －2 6 ．6 －2 5 ．2 －1 6 ．2

96年の赤字額はGDPの0．8％で、IMFの目標である1％を下回った。しかし、徴税の効率化や、関税

の増収にも関わらず、この率は97年には1．5％、98年には1．7％に増加すると予想される。

政府企業の民営化については、合計314の企業のうち、76企業が97年9月までに売却され、残りもす

べて2001年までに処分が終わるとされている。

2－2－4　産業

農業

エジプトの農業は古くから基幹産業としてナイル川沿岸及びナイルデルタ地域を中心に営まれてい

る。農業のGDPに占めるシェアーは71年の31％に比べ95年には16％と大幅に低下しているが、工業に

次いで第2位となっている。また、雇用においてほ41％、輸出収入においては20％を占めている。

しかし、農地面積は国土の約4％にしか過ぎず、アスワンからカイロに至るナイル川に沿った狭い

帯状の地域とカイロから地中海に至るナイル・デルタ地帯、ファイユームのオアシス等極めて限られ

た地域でしか農業は行われていない。なお、2017年までの20年間の長期戦略においては、開発の領域

を国土全土に拡大し、居住地域の割合を25％にまで高めるとしている。
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農業については、第4章「農業と農業政策」において詳述する。

水産業

エジプトの水産業は、紅海、地中海を中心とする海面漁業と、北部塩水湖、ナイル河、ナセル湖等

での内水面漁業に分けられるが、後者の漁獲量が75％程度を占めている。全体としての漁獲量は近年

増加傾向にあり、1996年には43万1千トン（1991年34万5千トン）であった。その漁場別内訳は次の

通りである。

地中海　　　　　　51．0千トン

紅海　　　　　　　48．4

内陸湖　　　　　174．7

ナイル河流域　　　64．4

養殖場　　　　　　54．6

水田利用　　　　　21．3

その他　　　　　　17．1

計 431．5千トン

魚種として最も多いのはテラピアで約40％を占め、次いでボラが14％程度となっている。

エジプト政府は、増え続ける人口に対する蛋白質供給のため水産開発に力を入れており、第3次経

済社会開発5ケ年計画でほ最終年の1996／97年に漁獲量を45万トンとする目標を立てている。さらに2

000年までにこれを70万トンまで増大させる計画である。このための主要戦略は、（1）内水面魚及び海

水魚の栽培、養殖の強化、（2）ナイルデルタ北部の湖の水質改善と漁場整備、及び（3）地中海の主要漁港

の整備とされている。

畜産業

エジプトでは、伝統的にかんがい（揚水）や耕転等農作業の労働力を牛等の畜力に依存してきた。

かんがいポンプが一般化し農業機械が普及しつつある現在も、大部分の小農家が水牛や牛を飼育して

いる。近年では水牛の飼育が減少する一方で、肉や牛乳等の価値が高い牛の飼育・肥育ほ比較的堅調

に推移している。

羊・LU羊の飼育頭数をみると、90年代に入ってから山羊が年々増加しており、羊はここ数年急速に

増加する傾向にある。また、酪配も少しつづ増加しており、従来の交通・輸送手段目的の飼育から国

内の増加する食肉需要への対応を目的とした飼育へと変化しつつあると推測される。

一方、家禽はいずれもこの10年間で大幅に増加しており、特に養鶏は近代的なブロイラー肥育技術

の定着により激増したものと思われる。

飼養頭羽数を1991年と1996年について見ると次の通りである。
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（単位：千頭／千羽）

牛
　
　
　
　
　
　
羊
　
配

水
　
牛
　
豚
　
羊
　
山
　
路
　
鶏

旦旦型

3，162

2，719

25

3，184

2，442

147

43，533

遡
2，302

2，737

39

7，346

3，570

454

84，361

鉱工業

エジプトはアラブ諸国の中では比較的早い時期に工業化が開始され、工業のすそ野が広く、多様化

している国であるといえる。

基幹産業は歴史のある織経産業、食品工業であり、そのほか組立を中心とした機械工業等多様な業

種を有している。

また、エジプトでは石油、天然ガスの資源もあり、石油生産が重要な産業の一つとなっている。

分野別の工業生産額を1990／91年と1995／96年について見ると次の通りである（95／96年価格ベース）。

（単位：百万エジプトポンド）

1990／91

建材産業　　　　　　　545

化学薬品産業　　　3，789

工学電気産業　　　4，964

食品産業　　　　‘9，289

鉱山業　　　　　　　　340

石油産業　　　　　13，847

繊維産業　　　　　　6，904

1995／96

3，615

6，013

8，409

15，671

514

23，468

8，791

また、鉱業生産高について見ると次の通りである。

堂墜

原油　　　　百万トン

燐鉱　　　　千トン

鉄鉱　　　　　／／

一般塩　　　／／

自陶土　　　／／

石英　　　　　／ノ

アスベスト　トン

1990／91

45

1，865

2，144

891

186

86

732
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1995／96

44

1，238

2，098

1，632

293

99

909



石油は東方砂漠、シナイ半島、スエズ湾海底及び西方砂漠から採掘され、国内需要を賄うほか、一

部は輸出されて、重要な外貨獲得源となっている。

運輸

（1）道路

主要道路の延長は、約35，000kmであり、この内運輸省道路・橋梁公社が半分を、残りを地方州政

府が管理している。これ等の道路網は、ナイルデルタに集中しており、その他ではカイロ～アスワ

ン間の南北縦貫線、地中海沿いにリビアに西進及び東進する道路が主なものである。1996年現在舗

装ずみの道路延長は19，357kmとなっている。

現在、将来を見通した道路整備の在り方について、日本の協力の下、調査が実施されている。ま

た、スエズ運河を横断しシナイ半島を結ぶ唯一の道路トンネルの改修工事も日本の協力の下、実施

中である。

一般に、道路管理のレベルは低く、路面にくぼみが散見される他、信号を含む道路交通安全対策

ほ不十分である。

（2）鉄道

鉄道の総延長は、約4，000kmで、その管理主体は、カイロ、アレキサンドリアの市内電車を除き国

鉄である。旅客、貨物の年間取り扱い量は、各々、3億人、1，000万トンであり、堅調な増加傾向を

示している。

国鉄では、老朽化した車輌の更新、電化、路線改良により輸送力の増強、高速化を推進している

が、現時点では、カイロ周辺の25km区間しか電化しておらず、鉄道近代化の課題は多い。

カイロ大都市圏の旅客輸送需要に対応するため、地下鉄2号線の工事が着手された。

（3）港湾

地中海側のアレキサンドリア港、ポートサイド港、紅海側のスエズ港がエジプトの3大港湾であ

る。中でもアレキサンドリア港は、地中海ではマルセーユ港につぐ大港湾であり、年間2，000万トン

の貨物を取り扱っているが、設備の老朽化、機能的な陳腐化が問題となっている。また、経済構造

調整に伴う産業構造、物流構造の変化を見通した港湾整備の方針を早急に確立しておく必要がある。

エジプトの港湾においてほ、現在、港湾輸送事業を中心に民営化を推進している。

（4）スエズ運河

スエズ運河は、地中海と紅海を結ぶ全長178kmの国際航路で、海運輸送の重要施設である。1996年

の運河の通過船数は14，731隻、約3億5千万トンであり、91年のそれぞれ18，326隻、約4億3千万

トンよりほ減少している。運河の通行料収入は95年の場合19億4，200万ドルであった。同運河につ

いては、現在の能力（16万トン満載油送船）を向上（25万トン満載油送船）させる第2期拡張計画

のF／Sが行われており、この結果を待つと共に世界的な石油需要の動向を見ながら、拡張工事実施

の最終的な決定がなされる予定である。
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第3章　農業と農業政策

3－1エジプト農業の現状

3－ト1農業の地位

エジプトの農業は古くらか基幹産業としてナイル川沿岸及びナイルデルタ地域を中心に営まれてい

る。農業のGDPに占めるシェアーは71年の31％に比べ95年には16％と大幅に低下しているが、工業に

次いで第2位となっている。また、雇用においては41％、輸出収入においては20％を占めている。農

業成長率は3．1％になっているが、人口増加率もなお高いことから食糧自給率ほまだ低い。

農業は、かつてはエジプト綿に代表されるように有力な輸出産業であったが、現在では主要穀物の

多くを輸入及び食糧援助に頼っており、綿花についても輸出は伸び悩んでいる。現在推進中の経済改

革では、農業部門においても公的企業の民営化が図られているほか、従来殆どが作付けから買い上げ

まで政府の管理に委ねられてきた農産物の統制がほぼ撤廃された。また、農業振興策及び雇用対策の

一環として学卒者への農地配分を積極的に推進するとともに、92年には土地改良法の山部を改正し、

小規模零細農家保護政策を転換し、農業の生産性向上の重要な要素となる農地の規模拡大を促すため

土地所有に対する制限の大幅な緩和措置が取られた。こうした努力もあり、米及びじゃがいもは中東

湾岸諸国及び欧州諸国に輸出されるようになったほか、小麦、メイズ等についても生産性の向上が見

られる。また、綿花については、1994年に綿花取扱い関連3法を制定し、市場の自由化を図り、国際

市場での地位が相対的に低下しつつあるエジプト綿の復活のために努力している。

エジプトの農業生産額、対GDP比率等の推移は下記の通りである。

表－6　農業生産額等の推移

9 2／ 9 3 9 3／ 9 4 9 4／ 9 5 9 5／ 9 6

農 業 生産 額 （億 ドル） 66 ．9 6 8 ．2 7 0 7 2

対 G D P 比 率 （％ ） 16 ．5 1 6 ．5 1 6 ．2 16 ．0

実 質 農 業 生産 成 長 率 （％） 2 ．5 3 ．8 2 ．9 3 ．1

（注）1991／92年価格ベース。

出典：エジプト中央銀行年次報告

3－ト2　地域別特徴

エジプトの農業地域は、ナイルバレー及びナイルデルタ、ニューバレーと呼ばれる西部砂漠オアシ

ス地域、シナイ半島北部を含む北部海岸地域の3地域に分けることができる。
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（ヨ　ナイルバレー及びデルタ地域

エジプトのスーダン国境から地中海に至るナイル川流域とデルタ地域は、エジプトの主要農業地

帯である。その耕地面積は、約252万haであり、ナイルバレーがその約40％、デルタが約60％を占め

ている。これの地域でほ古くからナイル川の氾濫水を利用した農業（ベイスン農業）が行われてい

たが、1965年のアスワンハイダムの第1次工事完成後はナイル川水の通年利用が可能になり、耕地

面積の拡大と二毛作の普及等利用率の増加が顕著になった。

ナイルバレーは、カイロ以南のナイル河川に沿って展開する幅2～10l皿の細長い農業地帯である。

主要栽培作物は、ソルガム、小麦、さとうきび、玉ねぎ、ごま等の他豆類としてそら豆、レンズ豆

等である。

ナイルデルタは、カイロの北約20kmのデルタ堰でロゼッタとダミエッタの両支流に分岐したナイ

ル河川に挟まれた広大な三角州である。この地域は、縦横に発達した運河によりかんがいされる大

農業地帯である。近年は、水利開発に伴ってデルタの東西方向に農地開発が展開している。主要栽

培作物は、綿花、小麦、米、ベルシーム（ェジプシャンクローバー）、とうもろこし、亜麻などの油

料作物、柑橘類等の果樹、トマト、すいか、じゃがいも等の野菜などである。

（診　ニューバレー地域

ナイルバレーの西に広がる広大な西部砂漠の中に散在しているカルガ、ダクラ、ファラフラ、バ

ハレイア及びシーワのオアシス地域ほニューバレー地域と呼ばれている。年間を通じて降雨は殆ど

見られない全くの乾燥地帯であるが、豊富な地下水を利用して、古くから農業が営まれてきた。し

かし、近代的な農業開発ほ1950年代になってから開始され、19，000haの耕地に地下水を利用したか

んがい農業が展開されている。主要栽培作物は、小麦、大麦、アルファルファ、ソルガム、ひまわ

り、豆頬等である。

（卦　北西海岸及びシナイ半島

地中海沿岸の北西海岸地域とシナイ半島北部の一部海岸地域は、エジプトで唯一の降雨依存型農

業地帯である。しかし、200mⅢ前後の年間降雨量は、降雨依存型農業の限界地域であり、その年の降

雨量の多少によって作物の作柄が大きく左右されるため、井戸を掘削したり、ワジ（洞谷）の水を

貯水したりして一部かんがい農業も行われている。主要栽培作物は、大麦、すいか、いちじく、オ

リーブ、アーモンド等である。また、冬季は自然の草生もあるのでこれを利用して牧畜も行われて

いる。

3－1－3　農地面積と作付面積

エジプトの農地面積は、19世紀後半から農地開拓が国策として積極的に進められたこともあり、20

世紀半ば頃までに大幅に増加した。第2次経済社会開発5ヶ年計画においては国家の最重要課題の1

つとして積極的に農地開拓が進められたが、都市化や塩害等による既耕地の壊廃により近年の農地面

積は横ばい状態となっている。
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しかしながら、シナイ半島北部のェルサラーム水路開発計画（252，000ha）、ナセル湖の水をニュー

バレー地域へ導水するトシュカ・プロジェクト（210，000ha）の2大プロジェクトの進展により、エジ

プトの農地面積は、今後急速に増加すると思われる。

農地面積の推移は下表の通りである。

表－7　農地面積の推移
（単位：千ha、％）

年 農 地 面 積 指　　 数

18 1 3 1 ，2 8 3 10 0 ．0

18 3 5 1 ，4 7 0 1 14 ．6

18 7 7 1 ，9 9 2 15 5 ．3

1 9 0 0／ 0 1 2 ，2 1 2 17 2 ．5

1 9 2 0／ 2 1 2 ，2 4 8 17 5 ．2

1 9 3 9 2 ，3 1 8 18 0 ．7

1 9 5 0 2 ，3 8 2 18 5 ．7

1 9 6 0 2 ，4 8 6 19 3 ．8

1 9 7 0 2 ，3 9 4 18 6 ．6

1 9 8 0 2 ，4 4 4 19 0 ．6

19 9 0 2 ，4 4 8 19 0 ．9

これに対して、延べ作付面積は下表のように推移している。夏作及び冬作はかんがいにより通年営

農が可能となった農地で二毛作として行われ、ナイル作はかんがい施設が不十分なナイル川に沿った

農地で展開する一毛作である。

表－8　作付面積の推移
（単位：万ha）

1 9 5 2 1 9 8 9 1 9 9 0 19 9 1 19 9 2 19 9 3 19 9 4 19 9 5

延 べ 作 付 面 積 3 9 1 4 9 4 5 1 7 5 2 8 5 2 9 5 3 8 5 5 2 5 7 5

夏　　 作 1 8 3 2 2 1 2 3 5 2 4 2 2 4 6 2 4 4 2 4 9 2 6 6

冬　　 作 12 7 2 0 9 2 1 2 2 16 2 17 2 2 8 2 3 7 2 3 8

ナ イ ル 作 7 7 3 6 3 3 3 2 2 8 2 7 2 7 3 1

果 樹 園 4 2 8 3 6 3 8 3 8 3 8 4 0 4 0
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主要農作物の収穫面積の推移は下表に示した通りである。

表－9　収穫面積の推移
（単位：千ha）

19 5 2 19 8 9 1 9 9 0 1 9 9 1 1 9 9 2 1 9 9 3 1 9 9 4 1 99 5

夏 作 穀　 物

と う も ろ こ し 1 1 6 4 4 6 5 0 7 0 4 6 9 3 6 9 8 7 3 1 73 5

米 15 2 4 12 4 3 5 4 6 2 5 1 0 5 3 8 5 79 58 8

さ と う き び 3 9 1 16 11 5 11 0 1 1 2 1 1 4 1 1 7 12 6

野　 菜 5 0 19 8 18 4 1 8 4 16 8 1 9 2 2 05 2 2 1

綿　 花 8 2 6 4 2 2 4 1 7 3 5 7 3 5 3 3 7 1 3 0 3 29 8

冬 作 穀　 物

小 麦 5 8 9 6 4 4 8 2 1 9 3 0 8 7 9 9 1 2 8 8 7 1 05 5

ク ロ ー バ ー 9 2 5 1 1 12 1 10 0 1 0 5 8 1 0 6 8 1 0 9 8 1 1 2 8 1 02 1

ナ イ

ル 作

と う も ろ こ し 7 0 4 19 7 1 8 0 1 6 5 1 3 4 1 3 1 13 3 16 0

じ ゃ が い も N ．A ． 4 6 5 0 5 5 3 3 25 2 6 4 5

野　 菜 3 0 7 8 6 9 6 6 6 5 6 5 6 1 6 4

出典：StatisticalYearBook1995（エジプト中央流通・統計局）

3－1－4　農地改革と農地の所有状況

1952年に開始された農地改革ほ、当初は農地所有の上限を200フェダン（約84ha）とするゆるやかな

ものであった。その後上限は50フェダソ（約21ha）にまで引き下げられたが、農地の再配分策として

は不徹底なものであり、下表に見られるように、1985年現在、数では1％に満たない20フェダソ以上

の大規模地主層が全農地の4分の1を所有している。しかし、一方では、農地再配分の結果、5フェ

ダン（約2ha）以下の農家が増加して全体の95％を占めるようになり、その保有面積も全耕地面積の

54％を占めるに至っている。

1952年の農地改革法のもう1つの重要な目的は、小作人の経済的、法的地位の改善であったが、こ

の目的は相当程度達成されたと見られている。
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農地の所有状況（1985年）は下記の通りである。

区　　　　 分 土 地 所 有 者 数 土地 所 有者 割 合 規 模 別 土 地 占有 面積 規 模 別 土地 占有率

（千 人） （％） （千 フ ェダ ソ） （％）

5 フ ェダ ン未 満 3 ，3 8 6 9 5 ．5 2 ，9 6 1 5 3 ．9

5′－1 0 フ ェダ ソ 8 5 2 ．4 5 7 6 10 ．5

1 0～ 2 0 フ ユダ ン 4 4 1 ．2 5 5 9 10 ．2

2 0～ 5 0 フ ェダ ソ 2 3 0 ．7 6 3 3 1 1．5

5 0～ 1 0 0 フ ェダ ン 6 0 ．2 4 0 5 7 ．4

1 0 0 フ ェダ ン以 上 2 0 ．1 3 5 7 6 ．5

計 3 ，5 4 6 10 0 ．0 5 ，4 9 1 10 0 ．0

（江）1．1フェダンは約0．42ヘクタールである。

2．100フェダソ以上には個人及び民間会社の所有を含む。

一方、大規模経営は公的部門等のごく一部に限られていたが、最近の民営化の動きによってその多

くが民間部門に移行することとなった。また、市場の自由化、作物栽培の自由化等農業生産に対する

政府の規制が大幅に緩和されたことから、農業分野の活性化が図られるものと期待されている。

3－ト5　エジプトの輪作システム

かつてエジプトの農業は夏季のナイル川の高水期に制約され、氾濫後に播種する秋作が中心であっ

たが、通年かんがいの拡大とともに新たな水文条件や土壌、気候、病虫害等の条件に配慮した高度な

輪作システムが形成されてきた。19世紀初めに近代化に必要な外貨獲得のための輸出作物として綿花

が導入されたが、綿花栽培には土壌の肥沃度を損なう傾向があるため、農地の窒素成分を回復する機

能を持つ冬作物と組み合わせる必要があり、綿花栽培の普及は輪作、通年かんがいの拡大を前提とす

るものであった。

エジプトの農作物は、作付け期によって冬作、夏作及びナイル作に分けられ、主要な作物は冬作で

は小麦、ベルシーム（家畜飼料に使われるェジプシャンクローバー）、豆類、大麦、玉ねぎ、麻などで

あり、夏作では綿花、とうもろこし、米、さとうきび、ソルガム、きび・粟頬、じゃがいもなどであ

る。ナイル作はかつてのナイル川の氾濫サイクルに対応した耕作形態の名残りで、米、とうもろこし、

じゃがいも、きび・粟類などが中心である。アスワン・ハイダムの完成により、ナイル川の完全な年

間流量調節が可能になって以来、ナイル作は水文的な必然性を失い、現在ほ輪作システムの一環とし

て残っているだけであり、面積は減少傾向にある。

作付タイプ別の耕作面積の推移を見ると、1952年には冬作の面積が夏作をかなり上回っていたが、

1980年には冬作、夏作がほぼ同面積となり、その後も同様な傾向で推移している。1952年から1980年
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にかけて夏作の面横が大幅に拡大しているが、これは、米、さとうきびなどの水多消費型の夏作物が

1960年代、1970年代の水資源開発により拡大したからである。

エジプト農業の代表的な輪作形態は、3年に1度作付けされる綿花を中心とした3年輪作で、夏作

物の綿花と組み合わされる基幹的な冬作物は小麦と短期的ベルシームである。下表は綿花輪作の典型

的な作付けパターンを示している。地域による各作物のウェイトの違いなどによってこの輪作形態に

ほいくつかのバリエーションがある。北部デルタでは、2年目以降の夏作の中心は米で、冬作穀物、

豆類（ソラマメが多い）が続く。南部デルタでも米作は多いが、とうもろこしの比率が高まってくる。

1　年　 目 2　年　 目 3　年　 目

冬 夏 冬 夏 冬 夏

ベルシーム 綿　 花 小　 麦 米

とうもろこし

ソ ル ガ ム
き び ・釆 類

あるいは休耕

豆　 類 米

とうもろこし

ソ ル ガ ム

き び ・粟 類

3－ト6　農業生産資材の使用状況

（1）農業機械

当国では、農民1人当たり平均農地所有面積が0．63ha（1990年）と零細農家が多く所得も低かっ

たため、農業機械の普及が遅れていた。

このため政府は小農家における機械化促進を目的とした農業機械化公社を設立し、我が国食程増

産援助による支援を待つつ、賃貸サービスを主体とした農業機械貸出ステーションの建設と訓練プ

ログラムを進めてきており、95年現在全国に120ヶ所のステーションを開設するに至っている。主

な貸出機械は一般用トラクタ、米、小麦用のコンバイン及び田植機等である。ただし、このサービ

スは、基本方針として農家への農業機械化の啓蒙普及を目的とするため、賃貸サービスも当該地域

の機械化ニーズの10％までを担うこととしている。

（2）肥料・農薬

アスワン・ハイダム建設以降、ナイル川の氾濫がなくなり二毛作が可能となる一方で、地力低下

が顕著となったことから、エジプト政府ほこれまで補助金を付けた安い価格で肥料を農民に提供し

てきた。このため肥料消費量は窒素、リン酸系を中心に一貫して増加し、80年代後半にピークを迎

えた。しかしその後は減少憤向にあり、政府統計によると92年以降の肥料使用量はカリ系を除き激

減している。

また、農薬の使用量も、肥料と同様に補助金政策の下で急速に伸びた後、最近は減少傾向を示し

ている。
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肥料・農薬使用量の減少の背景としては、補助金削減・流通自由化による過剰消費抑制効果とと

もに、近年の環境保全意識の高揚に伴い、政府として農薬・肥料の使用量を抑制する方針を定めた

ことが挙げられる。

肥料・農薬供給量の推移は下表に示した通りである。

表－10　肥料・農業供給量の推移
（単位：千トン）

19 5 2 8 8 ／ 8 9 8 9／ 9 0 9 0／ 9 1 9 1／ 92 9 2 ／ 9 3 9 3 ／ 9 4 9 4／ 9 5

肥

料

窒　　 素 6 4 8 4 ，9 8 3 5 ，0 0 7 4 ，67 8 2 ，64 9 7 3 1 6 7 6 5 5 2

リ　 ン 酸 9 2 1 ，2 0 4 1 ，1 0 1 1 ，23 0 6 4 9 2 0 0 5 9 4 6

カ リ ウ ム 5 6 4 4 5 8 4 4 5 3 5 7 2 6

農　　 薬 2 ．1 18 ．0 1 5 ．1 1 1 ．7 5 ．4 4 ．4 3 ．3 5 ．8

出典：StatisticalYear Book1990，1995，1996（エジプト中央流通・統計局）

3－2　農業関係の組織

3－2－1中央行政組織

農業に関する行政組織としては、「生産」、「農地開拓」等については農業・畜産・水産・土地開拓省

（Ministryof Agriculture，AnimalandAquaticWealthand LandReclamation）、かんがい及び農地

排水については公共事業・水資源省（Ministryof Public Works andWaterResourccs）が、「流通」、

「販売」等については貿易・供給省（Ministryof Trade and Supply）がそれぞれ担当している。

作付面積の決定等については、これら3省が協議し（地方自治省が参加することもある）、農産物の

買い上げ量、買い上げ価格等については、農業・畜産・水産・土地開拓省と貿易・供給省が協議して

決定する。

①　農業・畜産・水産・土地開拓省

以前は「農業・土地開拓者」（Ministryof AgricultureandLandReclamation）があったが、199

3年10月から現在の名称に改定された。

行政を担当する部局、農業研究センター等の試験研究を担当する部局及びAuthorityという業務

実施機関に大別される（下記組織図参照）。

このうち、Authorityの下には政府公社（Publiccompany）があり、営利活動を営んでいるが、世

銀・IMFの指導を得て実施されている経済構造改革の一環として政府公社は民営化または統合の過

程にある。
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農業・畜産・水産・土地開拓省 大臣官房

農業普及局

農業サービス局

国際局

農業機械局

経済局

畜産局

行政・財務局

農業開発局

農業調査研究センター（局）

土地開拓庁

各種試験研究所

1994年現在、同省の職員数ほ、44万3616名となっている。

②　公共事業・水資源省

以前は「かんがい省」（MinistryofIrrigation）であったが、1987年10月から現在の名称に改定さ

れた。

業務内容は、かんがい排水（生活・工業用水を含む）からアスワン／・ハイダムの運用・管理、北

シナイ開発及び海岸保全等までカバーしており、エジプトの水資源政策全般に責任を有している

（下記組織図参照）。

また、公共事業・水資源省に属する水研究センター（WaterResearchCenter）は、11の研究所を

抱え、広く水資源全般に係る試験・研究を行っている。

なお、水資源を確保するうえでナイル川の上流沿岸各国との関係はエジプトにとって極めて重要

であり、公共事業・水資源省も特に力を入れて各国との関係維持・強化に取り組んでいる。
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公共事業水資源省 大臣官房

計画局

かんがい庁

かんがい局

水平開発事業局

かんがい改良局

貯水池・大堰局

地万事務所（21）

排水事業部

測量部

ハイダム・アスワン貯水池部

海外保全部

北シナイ開発部

機械・電気庁

財務・行政開発部

水研究センター

」研究所（11）

③　貿易・供給省

農産物の流通・供給、特に小麦、米、食用油、砂糖及び食肉等の基礎食程または石鹸等の基礎商

品の流通・供給を担当している。

また、貿易・供給省の取り扱う食糧及び商品の流通活動の多くには低所得者保護の観点から多額

の補助金が充当されており、販売価格が低く抑えられている。

3－2－2　その他の組織

（1）農業協同組合

エジプトには全国各村に農業協同組合が組織され、これを統轄する組織が中央にある。組合ほ作

付けの調整、肥料、農薬等農業用資機材の供給と農業金融、生産物の買い付け等を行っている。こ

の農業協同組合には、地域的なLocalCooperativeの他に米、じゃがいも、綿花畜産等品目別の

Specialized Cooperativeがある。1995年現在、LocalCooperativeが4，408、Specialized Cooperativeが

832で、総計5，240ある。Specialized Cooperativeのうち流通が64、畜産が720、その他が48で、1990

年に比較して流通が12．3％増加、畜産が7．5％減少している。

（2）農業普及所

農業普及所ほ農業省の普及局が統轄している。普及組織は中央レベルと地方レベルがあり、中央
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レベルでほ農業普及政策や地方から上がってくる計画について、次官を中心に学術経験者、関係税

関の代表からなる諮問委貞会の審議を通じて、計画の立案と地方への指令を行う。各県に地方普及

部があり、県農業局の指揮下にあるが、これが中央からの指令を受けて郡普及所を通じて農村に示

達する。郡普及所は普及上の問題や年度計画を農村地域から吸い上げ、計画書として県に提出し、

これが県レベルでの検討を経て中央に上げられる。

普及方法としては、展示法、講習会、現地指導、マスメディアや視聴覚による方法が取り入れら

れている。展示法では、各郡の農業センターが中心になり、新しい栽培技術や飼養技術の指導だけ

でなく、最適作付け法や新技術の応用についても展示し、農民の啓蒙を行っている。講習会や研修

会は、普及員については国のレベルで、地方や農村のリーダーについては県のレベルで行っている。

一般農民には村レベルの普及員が農民会合を開いている。現地指導は、農家圃場や農業センターで

行っている。

さらに、農業普及所は、農村における農民生活向上のための諸活動も実施している。

（3）農業研究機関

エジプトの農業研究は農業省農業研究センターが実施している。農業研究センターの組織はカイ

ロのギザ地区とドッキ地区にあるそれぞれの研究所を中枢機関として、16の研究所と28の試験場、

2見本園、52展示圃場からなっており、職員は約5千人である。

また、カイロはじめ11の大学には農学部があり、農業各分野の教育と研究を行っている。

極）中央農業開発信用銀行（PBDAC）

エジプトにおける農業金融の中核機関としてPBDACがある。その貸付業務には、作付ローンに

よる種子、肥料、農薬などの供給のための短期貸付と、家畜ローン及び農業機械ローンの中間貸付

がある。

一般には全国各村にある農協がこれら貸付業務を取り扱っており、農業研究センターで指導する

品種、肥料などについて農家が播種時に農協から借り入れ、収穫時に現金または作物で返済するシ

ステムになっている。取り扱い比率ほ概ね種子20％、肥料50％、農薬・トラクタ等30％程度である。

なお、農地開拓、土地改良等の長期ローンは別に土地開拓公団が行っている。

3－3　農産物の需給動向

3－3－1農産物の生産

当国の主食である小麦の生産量の飛躍的な伸びは、作付面積の増加のみならず品種改良や営農方法

の改善等による反収の増加が寄与したものである。また、米は高収益性で重要な輸出産品となりつつ

あること及び新鋭開拓農地での除塩効果もあることから急速に生産量を増加させている。その他の作

目についても、農地面積の増加に伴い基本的には生産量が増加する憤向にある。
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主要農産物の生産量の推移は下表に示した通りである。

表一日　主要農産物の生産量
（単位：千トン）

品　　　　 目 1 9 8 8 年 1 9 8 9年 19 9 0 年 19 9 1年 19 9 2 年 1 99 3 年 9 3／ 8 8 比 ㈲

小　　 麦 2 ，8 3 8 3 ，18 2 4 ，2 6 6 4 ，4 8 3 4 ，6 1 8 4 ，8 3 3 1 70 ．3

米 2 ，1 3 2 2 ，67 9 3 ，16 8 3 ，4 4 8 3 ，9 1 0 4 ，1 6 1 1 9 5 ．2

と う も ろ こ し 4 ，0 8 8 4 ，52 9 4 ，7 9 8 5 ，12 2 5 ，0 6 9 5 ，0 3 9 1 2 3 ．3

綿 花 （生 綿 ） 2 4 3 22 7 2 3 2 2 5 8 3 2 1 3 0 9 1 2 7 ．2

じ ゃ が い も 1 ，8 6 2 1 ，6 5 7 1 ，6 3 8 1 ，7 8 6 1 ，6 1 9 9 9 5 5 3 ．4

さ と　 う　き び 1 0 ，7 9 5 1 1 ，2 13 1 1 ，14 4 1 1 ，0 9 5 1 1 ，7 0 8 1 2 ，4 1 2 1 1 5 ．0

砂 糖 ビ ー ト 7 2 6 6 8 5 5 7 5 1 ，10 6 7 4 4 7 9 5 1 0 9 ．5

野　　 菜 9 ，0 7 4 8 ，44 4 8 ，7 17 8 ，3 7 8 8 ，9 6 0 9 ，6 4 0 1 0 6 ．2

出典：StatisticalYear Book1995．1996（エジプト中央流通・統計局）

Summary of AgriculturalStatistics．農業・土地開拓省経済局1994．9

ェジプ＝における農産物の平均収量は一般に他の国に比べて高くなっている。将来さらに収量を増

加させるためには、かんがい用水の確保と適時排水、肥料農薬の投入量及び方法の改善、改良品種の

採用等が必要であろう。以下に主要農産物の収量についての国際比較を示した。（1994のFAO統計に

よる。）

（ha当たりトン）

エ ジ プ ト ス ペ イ ン 米 国 ブ ラ ジ ル イ ン ド 韓 国

小　　 麦 5 ．0 0 3 2 ．16 2 2 ．52 6 1 ．6 6 3 2 ．4 2 0 2 ．8 5 7

米 7 ．9 15 6 ．18 5 6 ．7 1 8 2 ．3 8 0 2 ．8 17 6 ．0 8 3

と う も ろ こ し 6 ．6 8 1 6 ．6 2 1 8 ．69 7 2 ．3 5 0 1 ．7 5 0 3 ．5 6 7

綿　　 花 2 ．7 3 9 2 ．9 4 8 2 ．0 8 6 1 ．15 4 8 9 8 1 ．9 9 4

8 ．12 2

さ と　 う　 き び 10 3 ．4 7 8 7 8 ．5 7 1 7 6 ．2 5 1 6 6 ．40 1 6 4 ．5 6 1

ト　 マ　 ト 3 1 ．0 8 1 4 9 ．7 7 1 6 ．3 6 6 4 3 ．6 3 2 15 ．6 7 2

玉 ね　 ぎ 4 2 ．5 0 0 3 7 ．12 0 4 4 ．1 4 2 1 2 ．6 17 1 1 ．02 6 13 ．7 0 6

じ ゃ が い も 2 1 ．3 3 3 19 ．6 8 8 3 7 ．3 9 4 1 4 ．36 3 15 ．00 0 12 ．0 5 2

そ　 ら　 豆 2 ．2 0 8 0 ．9 9 5 －
0 ．2 6 0

¶ －
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3－3－2　農産物の自給率

1993年における代表的農産物の自給率及び1人当たりの年間消費量は下表に示した通りである。

小麦の生産は大幅に増加しており、93年は82年に比べ2．4倍の生産量となっているものの、消費の

増加に追いつかず、依然として自給率は低い。一方、米ほ近年急速に生産量を増加しており、完全自

給を達成し、湾岸諸国を中心に輸出も行っている。

表一12　農産物の自給率

項　　 目 生産量

（千 トン）

消費量

（千 トン）

自給 率

（％）

一人 当た り年間消費量

エ ジプ ト 日　　 本 アメ リカ

（k ） （kg） （kg）

小　　　　 麦 4，833 9 ，330 5 1．8 159 （讐 ）

2 1

（警 ）

70

米 （精米） 2，698 2 ，542 106 ．1 42

とうもろ こし 5，039 6 ，778 74 ．3 80

砂　　　　 糖 944 1 ，532 6 1．6 28

食　 用　 油 79 549 14 ．4 8 14 31

出典：Summaryof AgriculturalStatistics．農業土地開拓省経済局1994．9

3－3－3　農産物の貿易

近年のエジプトの農産物輸出動向の特徴としては、80年代後半に自給を達成した米が年々輸出を増

加させており、食用農産物輸出の中心としての地位を確立したこと、95年にじゃがいもの輸出が急増

したことが挙げられる。一方、輸入動向としては、相変わらず大量の小麦／小麦粉を輸入しているこ

と、とうもろこし／メイズ、紅茶、オイル、砂糖などの輸入がいずれも増加傾向にあることがうかが

える。

表－13　農林水産物の輸出

項　　　 目

199 3年 19 94年 199 5年

金　 額 数　 量 金　 額 数　 量 金　 額 数　 量

（百万 ＄） （千 トン） （百万 ＄） （千 トン） （百万 ＄） （千 トン）

米 35 13 3 7 8 2 4 8 13 3 3 30

じゃが い も 40 18 2 2 6 13 1 105 43 6

玉ね ぎ 11 7 5 2 1 13 2 18 12 3

オ レン ジ 65 20 0 8 1 2 7 9 N ．A ． ） ；…≡＊

羊 18 25 0 ＊ N ．A ． 2 2 5＊ N ．A ．

山羊 10 15 0 ＊ N 、入． 11 8＊ N 、A ．

総農 水産物 輸 出① 34 0 4 7 7 7 3 8

総輸 出額（診 2 ，8 49 3 ，4 6 8 4 ，9 5 7

①／②　 （％） 12％ 14％ 15％

（注）＊単位：千頭

出典：AgriculturalSituation AnnualReport1995，1996在エジプト米国大使館
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表－14　農林水産物の輸入

項　　　 目

199 3 19 9 4 199 5

金　 額 数　 量 金　 額 数　 量 金　 額 数　 量

（百 万 ＄） （千 トン） （百万 ＄） （千 トン） （百 万 ＄） （千 トン）

小麦／ 小 麦粉 65 0 5 ，07 3 73 6 6 ，6 5 0 96 1 6 ，3 2 6

と うもろ こ し／ メイズ 25 0 1，8 2 0 26 2 2 ，0 2 1 36 7 2 ，5 5 9

た ば こ 13 3 4 5 14 3 4 7 1 57 5 2

紅　 茶 8 9 5 4 8 9 5 7 128 8 6

パ ーム オイル 10 5 2 5 0 68 1 49 16 6 2 2 4

ひ まわ り油 10 5 2 11 N ．A ． N ．A ． 1 19 17 1

砂　 糖 16 6 5 5 0 166 5 5 0 22 3 5 8 4

雌　 牛 22 7 18 0＊ N ．A ． 185 ＊ N ．A ． 2 0 2 ＊

牛　 肉 23 5 2 8 0 N ．A ． 153 N ．A ． 12 0

魚 3 2 6 9 5 6 1 35 70 14 1

木 材／ 木材 製 品 39 6 1，6 5 0 3 8 0 N ．A ． 38 0 2 4 0 ＊＊

総 農 水産物 輸 入① 3 ，37 2 4 ，9 6 9 4 ，8 7 1

総 輸 入額（診 9 ，08 4 9 ，5 7 5 1 1，2 80

① ／②　 （％） 3 7％ 5 1％ 4 3％

（注）＊　単位：千頭

＊＊単位：千立方メートル

出典：AgriculturalSituation AnnualReport1995，1996在エジプト米国大使館

3－4　農業政策

3－4－1生産政策

70年代以降、農産物の生産者価格が政策的に低価格に押さえられてきたことから、農業生産の低下

と食糧消費の増大をもたらし、農産物の需給のギャップが拡大した。特に政府介入による農産物価格

の歪みは、農業生産を主食である小麦や綿花等の基幹農産物から野菜、果樹、畜産等へのシフトを促

進することとなった。この結果、主要農産物の自給率は大幅に下落した。

その後90年代に入ってからは、強制作付、農業補助金等の段階的削減により政府介入を軽減させた

こと等に伴い、主要穀物の生産量は順調に回復したが、96年現在でも小麦の自給率は50％に達したに

過ぎず、砂糖についても70年代には輸出していたサトウキビが現在では62％の自給率となっている。

このような状況の下、政府ほ現在、人口増加対策及び就業機会の確保と農業増産を一挙に解決する

一方策としてシナイ半島北部の25万2千ha及びニューバレー地域の約21万haの大規模農地開発・農村

建設プロジェクトを推進中である。

これら大規模農地へのかんがい水供給のため、水消費量の多い米やさとうきびは作付け規制を行う

ことを決定しているが、特に米は近年自給を達成し、余剰分は重要な輸出産品となりつつあることか

ら、その実現には困難が伴うものと予想される。
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3－4－2　農業政策改革の方向

1980年代半ばまでのエジプトの農業政策手段は、生産者価格の統制、地域・販売割当、農産物貿易

の統制、貿易・販売の政府独占であった。しかしながら、これらの政策により上述のような需給

ギャップと自給率の低下という問題が顕著化したことから、政府は1986年に農業政策改革を開始し、

92年までこれを漸進的に実施してきた。それらにほ、次のようなものが含まれていた。

①　固定的調達価格による供出割当量を伴う作付面積割当の撤廃。ただし、綿花、さとうきびを除く。

②　綿花、さとうきびを除くすべての作物の生産者価格の自由化。なお、綿花価格は92年に国際価格

相当額の66％に引き上げられた。

③　肥料及び農薬補助金の削減。

④　農産物及び生産資材の加工・販売の民営化の助長。

⑤　公営企業保有地の譲渡計画の実施。

⑥　貿易障壁の削減及び農産物貿易の自由な外国為替市場への転換。

その後、90年3月に政府は経済社会改革プログラムを発表したことに伴い、当国経済の中で重要な

役割を果たす農業分野においても経済発展を図る観点から、90年代を目途として農業生産の拡大、生

産コストの低減及び農家所得の増大を図るための中長期的な農業政策を策定した。具体的には以下の

項目に関する方向が示されている。

①　水・土地の有効利用

②　自由市場の活用

・綿花部門の自由化

・砂糖部門の自由化

・補助金削減と農機具の輸入自由化

・民営化の促進

③　地方開発の必要性（学卒者の新規開拓農地への入植促進）

④　関係法令の改正

最も重要な輸出品目の一つである綿花に関しては、政府は94年に綿花関連取引3法を制定し、綿産

業の再活性化と輸出振興を目的として本格的な綿花取引の自由化に乗り出した。

3－4－3　第3次5カ年計画における農業開発

農業開発の戦略は、

－伝統的な耕作方法を改良すること

－必要な農作物について最大限の自給を達成すること

－土地及び水資源の利用の効率を高めること

一農産物の輸出を増加させること

であり、1992／97年5ヵ年計画においてこれを達成するために次のような方策が考えられた。
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一食糧の需要に応えるために生産を増加し、輸入への依存を抑える。

－農民に生産を増やすよう促す。

－民間部門に耕作面横を増やすよう奨励する。

－土地の保全改良事業を助け、土壌の肥沃度を保持、向上させる。

－かんがい排水網を保全、開発、維持する。

－小麦及びビートの耕作を拡大し、生産力の高い作物を奨励する。

一線花栽培面積を制限する要因を取りのぞき、綿花の自由取引のシステムを実施する。

一良質のハイブリッド種子を用いて、とうもろこし及び米の生産性を向上させる。

－植物油の生産を増加し、優良種の開発のための研究機関の役割を高める。

一輪出を目標として新規の土地に果樹園を造成し、かんがいの方法を開発し、耕作を拡大する。

－科学的な農業研究機関を推進する。

一農薬の使用を抑制し、環境を保護する。

－農産物の売買における政府の役割を制限するとともに、民間部門にこれに参入する機会を与える。

－協同組合及び各地域の機械修理工場を通して農業の機械化に努め、また、研究の結果を応用するた

めに農業普及事業を伸展する。

－優良稀を用いて畜産物及び水産物の生産を増やし、また、獣医サービスを増強し、人工受精を用い

て畜産資源の生産性を向上させる。

一水産資源の改良に努め、その開発のための研修及びインフラの整備を図る。

一耕作者の意向を取り入れた‘自由な協力’の原則に基づき、協同組合を独立の組織とする。

本5ヵ年計画のもとですでに4つの年次計画が実施され、下記のような成果が得られた。

一農産物供出制度の廃止と価格の自由化。

【農産物の義務的植付け制度の撤廃と、これに代わるものとして、農家の必要と農産物の収益性に基

づいた植付けガイドラインの設定。

一ムバラク国家事業を通しての、民間部門及び学卒者による新規の土地の開拓と所有の奨励。

一生産資財の配給に関して、農業開発信用銀行の役割の制限と、民間部門の役割の拡大。

一地方における銀行事業の質の向上と効率化。

r農業生産の全分野における効率化。このための指標としては次のようなものがある。

＊　収穫面積を1991／92年の1355万3千フェダソから1995／96年には1391万7千フェダンに引き上げ

た。

＊　穀類の生産を1991／92年の1434万8千トンから1995／96年には1694万1千トンに引き上げた。

＊　野菜の生産を1991／92年の1210万6千トンから1995／96年には1533万7千トンに引き上げた。

＊　米及びさとうきびのフェダソ当たりの平均生産量を向上させた。
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3－4－4　長期社会経済開発戦略における農業

1997年から2017年までの国家社会経済開発戦略の一環として、農業・土地開拓省では農業開発に関

する戦略を作成中である。下記の事項がこれに含まれる。

1．農業生産の年増加率を4％に引き上げる。

2．すでに1800万トンに上っている穀類の生産を引続き増加させる。このため、高収量の品種を採用

し、全国的なキャンペーンを行い、特定の穀類については国境価格に見合う最低価格を設定し、米

の耕作面積を38万ha程度に維持する。

3．綿花価格安定基金を活用して、綿花の生産を増加させ、国内の工場の需要を充足させるとともに

輸出目標も達成できるようにする。

4．食用油の生産を増やして輸入を抑える。これは、ひまわり、大豆及びカノーラの栽培地域の増加

と適切な最低価格の設定を通して行なう。

5．甜菜の栽培を増やして砂糖の生産を増加させる。ファイユーム及びヌバリア地域に甜菜処理工場

を増設する計画がある。

6．牛生産高が1900万トンに上っている園芸作物の出荷を効率的にする。これは、収穫後の処理の改

善、野菜果物取引所の設置、エジプトがその生産と輸出について有する比較的優位な立場の利用を

通して行なう。

7．農薬及び化学肥料の過度の使用を制限し、総合的な生物学的害虫防御策を用いる。これにより、

生産コストを低減し、農産物の質を高め、世界市場での競争を生き抜き、環境の安全性を維持する

ことができるようにする。

8．かんがい用水の効率的な使用並びに土壌改良及び維持のプロジェクトにさらに重点を置く。農業

・土地開拓省の土地改良事業部では、石膏の投与、深耕、レーザー均平、暗渠排水などの実施を勧

めている。

9．畜産を増強して、鶏肉、鶏卵及び乳製品の自給を維持する一方、赤肉の自給率を高める。このた

め、子牛肉生産プロジェクトの復活、獣医サービスの向上、効率的な飼養及び遺伝子改良事業を通

しての国産家畜（水牛、牛及び羊）の生産性の向上を図る。同様に、水産開発プロジェクトによっ

て、ナイル川及びその支流、海、池沼並びに養魚場における資源の開発と維持に努める。

10．農業研究及び市場普及を助成し、農業農村開発における女性の役割を高め、農業協同組合に関す

る法制を創り、よって、最近の民間移行、自由化及び経済改革の動きに対処する。

11．中央農業開発信用銀行（PBDAC）の信用事業を発展させ、すべての農業農村活動に対してより多

くの信用を供与できるようにして、同銀行が農業部門で積極的、建設的な役割を果すことができる

ようにする。PBDACは、また、農村の人々に意識を植え付け発展させる責任を有しており、その支

局を村の銀行のレベルに再編成して経済的に業務を執り行う。

12．ムバラク国家プロジェクトの枠組みの中で、失業問題を緩和するために新規学卒者に開拓地を所

有させるシステムを維持する。その他の開拓地は小農及び投資家に割り当てる。
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13．土地資源マスタープランにおいて優先すべきとされている土地75万6千ha（年間6万3千ha）に

ついて新規土地開発プログラムを実施する。対象の土地は、上エジプト、オアシス（ニューバレー

県）、スエズ運河の東及び北並びにサウスバレー国家開発プログラム中にある。これらの土地の開

拓は、新しい村を建設して、デルタ及び旧バレー帯の人口密度の高い地域の劣悪な生活条件を緩和

することを目的とするものである。

14．エジプト、アラブその他外国の投資家が、農業生産、収穫後処理、流通、輸出等のプロジェクト

に進んで取り掛かれるような環境を創る。
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第4章　かんがい排水及び農地開発

4－1水資源及びかんがい排水の現状

4－ト1水資源

エジプトは典型的な乾燥気候であり、年平均降雨量は地中海沿岸地方では約200m、カイロでは約

20mm、ナイル川上流のアスワンでは2mⅢ程度と非常に少ない。年間を通じて水流のある河川はナイル

川以外にない。従って、持続的に利用可能な水資源はナイル川の河川水とその流域の滴養可能な地下

水に限定されるが、砂漠地帯のヌビア帯水層の地下水も貴重な水資源となっている。

（り　ナイル川の水資源

（a）ナイル川流域の概況

ナイル川はビクトリア湖に資源を持つ白ナイル、エチオピア高原を水源とする青ナイル及びアト

バラ川がスーダン国内で合流した世界最長（6，700km）の国際河川である。流域面積は約290万最で、

ウガンダ、ケニア、タンザニア、ルワンダ、ブルンジ、ザイール、エチオピア、スーダン、エジプ

トの9カ国にまたがっている（図－1参照）。

ナイル川の流況ほ比較的安定した周期性を星し、7月半ば頃から増水しはじめ、9月頃にピーク

に達し、10月には減水しはじめる。3支川が本川にもたらす年間流量の比率は青ナイル56％、白ナ

イル30％、アトバラ川14％であるが、洪水期には青ナイル68％、白ナイル10％、アトバラ川22％で

あり、低水期（2～7月）には青ナイル17％、白ナイルが83％と大部分を占め、アトバラ川はこの

問干上ってしまう（図－2参照）。したがって、青ナイル及びアトバラ川はナイル川の洪水の主要因

となり、白ナイルは低水期の流量確保に貢献している。

ナイル本川に注ぐ支川はスーダンにおけるアトバラ川が最後で、その後、次第に水量を減じつつ

アスワンに到達するが、アスワン地点での平均流量は、高水時（9月）で10，000Ⅰゼ／s、渇水時（5

月）で600Id／s、その流量変動は15倍にもなっている（図－3参照）。

河川勾配はアスワンからデルタ堰までは平均1／10，000、デルタ堰から地中海までは1／13，000で、

非常に勾配が緩く、流速は流量に伴って6月の渇水時には目流速80血（0．92m／s）と遅く、10月の

洪水時には目流速150血（1．73m／s）に達する。なお、アスワンより上流では漫布を含む急流区間

があり、渇水時でも日流速120血を記録する所もあれば、洪水時でも日流速50kmに達しない区間も

ある。

これらを大まかに整理すると下表（表－15）のように要約される。

一40－



図－1ナイル河流域と水利開発

主要水利施設

①エドフイナ碓

②ジフタ堪

③デルタ堰

◎アシュート堰

⑤ナガ．ハマンディ堪

⑥エスナ碓

⑦アスワンダム

⑨アスワンハイダム

⑨ナセル湖

◎ジュペルオーリアダム

①セナールダム

⑨ハシムエルギルパーダム

①ロゼイルスダム

⑳パログふく計画中l

⑮オーエンフォールスダム

湖沼

Ⅴ；ビクトリア湘

K：キョーガ湘

G：ジョージ湖

E：エドワード湖

Å：アルバート湖

T：クナ湖



図－2　青ナイル、白ナイル、7トバラ河の流況
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図－3　ナイル河（アスワン地点外3地点）の流況
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表－15　ナイル川の流速

アルバー ト湖　　 アスワン　　 デルタ堰　　 地中海 計

区間 距離 （k m ）

日流速 （k m ／da y ）

渇水 時（6 月）

4，0 2 0

5 7

9 20

8 0

2 40

8 0

5 ，1 80

洪水 時（1 0 月） 9 0 1 50 15 0

到 達 日数 （日）

渇水時 （6 月） 70 1 2 3 8 5

　 洪水 時（1 0 月）

l

45 6 ．5 1 ．5 53

（b）ナイル川国際水利協定

ナイル川の水資源の配分に関しては、1959年に締結されたナイル川国際水利協定が現在も効力を

持っている。即ち、アスワン地点の年平均流出量840億dを基準として、エジプトに年555億d、

スーダンに185億dがそれぞれ割り当てられている。残り100億dはナセル湖からの蒸発損失等経年

貯留に伴なう年平均損失としている。年平均流出量が840億dを超過する場合には超過分を両国で

均等に配分することとしている。なお、エジプトとスーダンは白ナイルのサッド（Sudd）湿原にお

けるジョングレイ計画など、一連の導水路建設計画によって生み出される水資源とそれに要する費

用の分配方法についても同意を取り交わしている。

この計画が恨調に進めば、今世紀中にエジプトのナイル川の水資源の純配分量ほ約580億通まで

増加し、最終的には650億dまで増強されるはずであった。しかしながら、この一連の計画は資金

面、漁業あるいは放牧との利害問題、南北スーダン問題等から建設は中断され、近来来における新

たな水資源の開発は困難となっている。

ナイル川の水使用は現在のところエジプトとスーダンの2カ国に限定されている。他の7カ国と

はわずかにウガンダとのオーエンフォールスダムに関する協定が成立しているだけである。ナセル

湖への流入量の約80％はエチオピア国内に降った雨水に伴う流出であることを考えれば、エジプト

の水資源はエチオピアの降雨によって支えられていることになる。しかしながら、エチオピアはこ

の協定に完全に同意しておらず、ナイル川の水利権をエジプトとスーダンとで占有していることに

強い不満を表明している。今後エチオピアで大規模な水源開発が進めば、この協定と対立すること

になり、ナイル川の水使用をめぐり緊迫した事態となる危険性をはらんでいる。（ナイル川国際水

利協定の概要を添付する。）
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ナイル川国際水利協定（1959年11月8日）

ナイル川の水使用をめぐる最初の国際協定は1929年にエジプトとスーダンの間で取り交わされた。

この協定はナイル川の部分的水使用について交わされたにすぎなかった。ますます増加する両国の農

業用および他用途の用水需要を考慮すれば、ナイル川の最大限の水利用は絶対必要である。同時に、

両国の相互利益のために、エジプトとスーダンは1959年11月8日に8箇条からなるナイル川水利協定

を締結した。

（l条）

第1項：この協定の調印までにエジプトによって利用されていたナイル川の水量は、ナイル川治水計

画（Nile ControIProject）およびその利用可能量を増加させる計画、さらにこの協定にかかる全

ての計画の利益を得る以前のエジプトの既得水利権として認める。

この既得水利権は、アスワン地点（換算）流量で480億d／年である。

第2項：上述の計画の利益を得る以前に、スーダンによって利用されていた水量は、既得水利権とす

る。この既得水利権は、アスワン地点（換算）流量で40倍加／年である。

（2条）

第1項：ナイル川の流れを調整し、海への無効放流をコントロールするため、両国はナイル川の一連

のプロジェクトの第1段階として、エジプトが経年貯留のためのアスワンハイダム（Sadd－el－

Aali）を建設することに同意する。

第2項：両国はスーダンが新規開発水利の取り分を利用するために、青ナイルにロゼイルスダム

（Roseires Dam）、および他の施設を建設することに同意する。

第3項：アスワンハイダムから得られる純効果は、アスワン地点における今世紀の年平均流量、即ち

840億d／年を基に計算することとする。この年平均流量（840億d／年）から、第1条に述べら

れた両国の既得水利権（アスワン地点流量に換算）と、アスワンハイダムの経年貯留に伴う年平

均損失を差し引いた残分が純効果となり、両国間でアロケートされる。

第4項：前項で述べたアスワンハイダムから得られる純開発水量は、平均河川流量が将来も前項で示

した平均流量の範囲内で続く限り、スーダン14．5に対しエジプト7．5の比率で割り当てられる。

すなわち、平均流量が将来も今世紀の平均840億出で推移し、かつ経年貯留の損失が現在の見積

もりの100億dと同じであればアスワンハイダムによる純開発水量は220憶dであり、うちスーダ

ンの取り分は145億d、エジプトの取り分ほ75億dとして配分される。この配分量に既得の水利

権を加えれば、アスワンハイダム完成後の両国の水利権はそれぞれスーダン185億d、エジプト

555億dとなる。

しかし、もし平均流量が増加すれば、増加分は両国間で均等に配分される。

第5項：アスワンハイダムによる純開発水量（第2条第3項参照）は、今世紀のアスワン地点での平

均流量から両国の既得水利とアスワンダムの経年貯留による平均損失分を差し引いた後の流量を

基準に算定されているため、この純開発水量はアスワンハイダムの運用開始後、両国の合意のも
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とに適当な期間を置いて見直すこととする。

第6項：エジプトは、アスワンハイダムの貯水最高水位182mまでの貯水によりこうむる被害の全面

的な補償として、スーダンに1500万エジプトポンドを支払うことに合意する。補償の支払いは、

両者間で別に定める協定により行うこととする。

第7項：スーダンは、ハルファ（Halfa）の住民と湛水域内に生活するスーダン人の移転移住を1963年

7月までに完了させるものとする。

第8項：アスワンハイダムが経年貯留とtて本格的に運用される時、エジプトはゲベルオーリアダム

（GebelAuliaDam）での貯水を必要としないことを両者理解する。そして両者は、適当な時期に

この権利の放棄に関する全ての事項を協議する。

（3条）

第3粂は、ナイル河流域で損失水の利用のためのプロジェクト、建設利益、費用の分担等に

関する両国の責任について述べている。

（4条）

第4条は、両国間の技術協力を論じ、両国同人数のメンバーから成る恒久的な合同技術委員

会の設立をうたっている。そして、この合同技術委員会（JointTechnicalCommission）の磯能を

さらに詳細に定義づけている。

（5条）

第1項：ナイル川の水利用に関して、両国以外のナイル川沿岸諸国との交渉の必要性が生じた場合、

エジプト・スーダンは技術委員会で出された統一見解でのぞむこととする。この統一見解ほ委員

会と当該国との交渉に基づくものである。交渉の結果、両国以外でナイル川に水利施設を建設す

ることで合意した場合、合同技術委員会は当該国政府当局と協議の後、調査、設計、施工、維持

管理など全ての技術的調整について草案を作成するものとする。そして、委員会は当該政府によ

る承認を得た後、その技術的協定の実施を監督するものとする。

第2項：両国以外のナイル川沿岸諸国から、ナイル川の水利使用の要求があがった場合は、両国は合

同で検討し、この要求に関して一つの統一見解を出すこととする。検討の結果、沿岸国への水配

分を受け入れる場合は、その配分量をアスワン地点における両国の取り分から均等に差し引くも

のとする。

（6条）

第6条は、アスワンハイダムからの利益が十分に上がる前の、過渡的期間における、両国の

拡大プログラムの調整について述べている。

（7条）

第7条ほ、この協定の効力について述べている。
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（8条）

第8条は、この協定の重要な部分を構成する2つの付則について述べている。

付則1は、水利負債（waterloan）のための特別な規定である。

エジプトにより要求されれば（要求はこの協定の調印日から5年以内になされなければなら

ないが）、この負債の活用は1977年11月に終わる。

付則2は、協定の第2条第6項に記されたエジプトのスーダンに対する補償の支払い計画を

規定したものである。現在ではさらにザイール、ルワンダ、ブルンディなども参加している。
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（c）ナイル川の水資源量

エジプトにおけるナイル川の水資源はアスワンノ、イダム以降（1968年）、途中で流入する支流が

皆無なことから、全てこのダムの貯水量に依存することになった。この貯水量は毎年の洪水流入に

よる増加と年間の放水量との差し引きによって増減する。

ナイル川アスワン地点における1900年より1986年までの年流出量を示すと図－4の通りであり、

ナセル湖の貯水量及び貯水面標高の変動を示すと図－5及び6の通りである。なお、アスワンダム

とアスワンノ、イダムの施設概要は第9章に掲げた。

アスワンハイダムの完成によりエジプトは多量の水資源を一度に入れたため、完成以降の相当期

間は水資源の余裕が十分にあった。しかし、最近になりデルタ周辺の農地開発、北シナイの農地開

発およびニューバレー地域の農地開発が進められるに至り、水資源の逼迫が懸念されている。

ナイル川国際水利協定によって、エジプトは555低山／年の水資源の使用が認められているので、

最近の水需給の現状と予測を表示すると下表（表－16）の通りである。

表－16　エジプトの水需給
（単位：億m3／年）

区 分 1 9 8 2 年 1 9 9 4 年 2 0 0 0 年 2 0 2 7 年

需 要

農 業 用 水 2 7 0 ．4 5 4 5 6 3 5 6 9 1

（農 地 面 積　 百 万 鈷 の （－） （7 ．4 ） （9．0 ） （1 0 ．0 ）

都 市 用 水 1 8．4 2 7 2 9 3 9

工 業 用 水

舟 運 等

計

3 ．4

2 6 ．0

3 1 8 ．2

5 9 7 2 9 0

6 3 1 7 3 6 8 2 0

供 給

ナ イ ′レ川

5 8 7．0

5 5 5 5 5 5 5 5 5

地 下 水 （デ ル タ 等 ） 4 1 7 5 7 5
農 業 用 水 の 再 利 用 3 7 7 5 7 5

都 市 下 水 の 再 利 用 6

6 3 9

1 7 2 4
潅 漑 効 率 の 改 善 5 5
多 水 消 費 作 物 の 転 換

深 層 地 下 水

計

3 0

7 5 7

3 0

3 9

8 0 1

出典：エジプト農業（初版）及びICID16thcongre88Ⅵ）lumel－Eより
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図－4　ナイル川アスワン地点における年平均流出i

く古層・徒）

図－5　ナセル湖貯水量の変動
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図－6　ナセル湖貯水面標高の変動（1977－1996）
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（2）地下水

（8）ナイル川沿岸の地下水

ナイル川沿いのナイルバレーやデルタでほ利用可能な地下水がかなり存在する。しかし、これは

もともと存在する地下水ではなく、ナイルバレーとデルタで行われているかんがいの結果、地下に

滴養されたものである。これらの地下水は農業や生活用に利用され、現在41億d／年が1万以上の

井戸から揚水されている。現在のかんがいシステムかの滴養量から評価すれば、2000年には75億d

／年まセに増やすことが可能とされている。

（b）西部砂漠地域の地下水

エジプトの砂漠地域における主な地下水資源はヌビア帯水層の中に存在する。ヌビア帯水層は

チャド北部からスーダン、エジプトの大部分、及びリビア東部に広がる広大な地下水システムであ

る。この層は砂、砂岩、粘土、頁岩などからなる。粘土層は横方向に不連続に存在し、砂、砂岩と

互層を形成しており、その下方には不透水性の基盤岩が存在する。この帯水層の厚さは南側では数

百mであるが、北側では3，500mを超える。

ヌビア帯水層における地下水の流動方向を示すと図－7の通りであり、エジプトのヌビア帯水層

からの地下水採掘の現状と将来を示すと義一17の通りである。

西部砂漠の地下水は2～3万年前のもので南西の方向から14～27m／年の速度で移動してきたも

ので、かつての湿潤な気候の時代に酒養されたものであると言われている。

水質は一般に良好で人間や家畜の飲料水、かんがい用水として適している。塩分濃度は南側では

1，000唯／ゼ以下で、北部に向かって徐々に高くなる。

西部砂漠にはところどころに窪地が存在し、その低位部にオアシスが形成されてきた。オアシス

では掘り抜き状態で地下水の利用が可能で、古代からかんがい農業が営まれてきた。これら西部砂

漠の窪地群をニューバレーと呼んでいる。

（c）東部砂漠、シナイ半島の地下水

ヌビア帯水層は東部砂漠、シナイ半島へも分布しているが、現在は、まだあまり利用されていな

い。塩分濃度は1，000～10，000I昭／ゼの範囲にあり、中部と南部でほ1，500唯／ゼ程度であるが、北

および西に向かって高くなり、5，000帽／ゼに達する。
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図－7　ヌビア帯水層における地下水の流動方向
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表一17　主要帯水層とその水質の特性

旭

竣
帯 水 層 名 地 区

帯 水 層 上 端

まそ の 深 き

（m ）

帯水 層

の厚 さ

（m ）

飽 和 厚 さ

（m ）

地 下水 位

まで の 深 さ

（m ）

透 水 係 数

（m ／d ）

透 水 長 旅 致 1I

（m ソ d ）

聞 膵 準

（％ ）

貯 留 係 数 封 塩 分 濃 度

（m g ／色）

ナ

イ

／レ
河

沿

岸

粒 状 苦 ・砂 硬 ナ イル バ レー 0－ 2 0 10 － 20 0 0 －　5 50 －　70 500 －2 00 00 2 5 －3 0 ＜ 15 0 0

ナ イル デ ル タ

（南 部 ）

ナ イ ルデ ル タ

（北 部 ）

0－ 2 0

2 0 －1 00

100 － 50 0

50 0 －10 00

0 － 5

0 － 2

50 －10 0

＜ 50

5 000 －2 50 00 2 5 －3 0

＞ 3 0

＞ 10 0 0

＞ 5 00 0

ヌ ビ ア砂 岩 Q e n a 1 00 －2 50 ー 500 自唄 1 －　2 50 0－　 80 0
－ 一

2 0 00 －　2 50 0

L a k ita 100 －5 00
－ 20 0 －　4 00 自唄 ト　 3 10 0 －　 50 0 － － 15 00 － 2 0 00

西

部

嬰

？具

ヌ ビ ア砂 岩 K h a rg a 50 －2 00 12 80 50 0 －　7 00 0 －　30 2 －　4 50 0 － 150 0 20 3 × 10 －一■ ＜ 100 0

D a k h la 2 00 18 50 50 0 －10 00 0 －　20 5 －　6 25 00 － 4 00 0 20 －．25 6 × 10 ‾4 ＜ 10 00

B a h a ri〉・a 150 －3 0 0 1 880 100 0 －15 00 0 － 20 5 －10 90 0 － 6 00 0 20 －45 8 × 10 ‾i ＜ 100 0

A b u M u n g a r

a n d F a ra fr a

E a st U l＼′e in a 亡

2 0 0－50 0 2 6け0 150 0 －20 0 0 自噴 2 －　5 5 0 00 －10 00 0 20 －30 4 × 10 ‾】 ＜ 100 0

10 － 2 0 700 100 －　30 0 20 － 30 10 －2 0 10 00 －　250 0 20 － 3 0 7 × 10 ‾1 ＜ 10 00

M o g h ra N a trun ／Q a 【tara 0 －20 0 一 5 00 － 90 0 10 0 4 ．8 25 00 － 450 0 20 10 0 0 －120 00

火
郡
聖
†ぺ

ヌ ビ ア砂 岩 E s h ．h・Ia lIa h a 0 － 3 0 一 2 00 自唄
ー ー → －

3 0 00 －　40 00

h・Iog h ra W a d i A ra b a 0 －100 ー 5 00 自噴
－ 一 ー ー 10 0 0 －1 20 0 0

シ
ヌ ビア砂 岩 N a k h l 100 0 2 00 0 20 0 ー － － ー 1 50 0 －　20 0 0

ナ

イ

A 〉・O u n 丸山 ね 10 0 －5 00 150 0 自噴
ー 一 － 一 1 00 0 － 40 0 0

M og h ra 甫 シナ イ 0－ 50 ー 50 一 一 一 ー 一 100 （ト　 2 00 0

注1）透水除数に透水屑の厚さまたは断面碩を掛けた値，現場での地下水調査などの場合．これに水頭勾配を乗ずることにより，通過流説を求めること

ができる。

2）帯水層の中に考えた単位面絹の底面をもつ鉛直柱で，それにかかる水圧が単位圧力だけ減少したときにそれから流出する水軋



4－1－2　かんがい排水

（り　かんがい

（a）農地面積とかんがいの現状

エジプトにおけるかんがい排水の歴史ほ古く、少なくとも紀元前3200年にまでさかのぼる。エジ

プトは乾燥気候下にあり、降雨は極端に少なく、ナイル川の水を利用したかんがいを抜きにしては、

エジプトの農業は存在し得ない。農耕地はナイル川沿岸のナイルバレーとデルタ、及びその周辺に

位置し、面積は約950万フェダン（399万ha）で、国土面積の約4％に過ぎない。それ以外は砂漠で

あり、ところどころに点在するオアシスで湧水、井戸を利用した農業が細々と営まれているにすぎ

ない。

国土の利用状況を示せば次表の通りである。

表一18　国土の利用状況
（単位：百方フェダン）

分 類 地　　　　　　　　　　 域

計区分 ナ イ ル バ レー　 デ ル タ　　 ニ ュー バ レー　　 北 西 海 岸　　 シ ナ イ

平　　 野

非 農 業 2 2 9 ．7

砂 漠 2 2 8 ．0

内 水 面 0 ．6

筏卜 工 ・公 共 用 地 l．1

薬 2 ．a　　　　　 6．2　　　　　　 0 ．a　　　　　 O ．3　　　　 0．4 9 ．8

天 水 農 業 地 域 0．3　　　　　 0．1 0 ．4

漕 漑 農 業 地 域 1．9　　　　　　 a 8 5 ．了

開 拓 地 3 ．4

‘8 0 以 前 0 ．ヱ　　　　　 0 ．6　　　　　　 0．1 0 ．9

l
収 穫 地 0．1　　　　　 0 ．6 0．8

未 収 穫 0．1　　　　　 0 ．1　　　　　　 0．1 0 ．a

‘8 0 ～ ’ さ 7 0 ．5 0．5

収 穫 地 0 ．a 0．a

未 収 穫 0．2 0 ．2

開 拓 踵 設 中 0．7 0 ．7

開 拓 予 定 0 ．1　　　　 0 ．7　　　　　　 0 ．2　　　　　　　　　　　 0．1 1．3

計 霊妙．2

出典：公共事業水資源省／農業土地開拓省（1990）
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古来よりナイルバレー及びナイルデルタは世界でも有数の肥沃な農地を形成してきた。これは青

ナイル上流のエチオピア山岳地帯に分布する肥沃なバーティゾル土壁をナイル川がその沿岸及びデ

ルタに供給していたからである。この時代にはナイル川の洪水に依存するベイスンかんがいにより

年1回の作付けが行われていた。

かんがい施設の開発、改善整備が進むに従い、耕地の面積拡大とともに利用率が大きく変化して

きた。サキヤ揚水システムの普及、・デルタ堰の建設、アスワンの2つのダムの完成等に合わせて耕

作面積（作付）が飛躍的に拡大してきている。1800年以降の耕地面積と作付面積の推移を示すと図

－8、表－19及び義一20の通りである。

なお、公共事業水資源省により採用されているナイルデルタにおける主要作物の単位用水量を表

－21（a）、（b）及び（c）に示す。

（b）かんがいシステム

エジプトの農業はナイル川からの用水によるかんがいによって成り立っており、そのためのシス

テムが古来より開発、改善されてきている。現在のシステムはアスワンから地中海までの1200血に

及び、水源となる2つのダム、水位と流量を調節する7つのナイル堰及び34，000km以上のかんがい

用水路等から構成されている。また、このシステムは新規開拓農地の開発に応じて拡大している。

ナイル川の主要水利施設の位置を示せば図－9の通りである。

このシステムはナイル堰によって基幹水路に分水された用水ほ、さらに幹線水路、支線水路に分

岐され、100～500フェダン（40～200ha）の支配面積を持つメスカ（地区内水路）を経て、支配面積

が10～100フェダソ（4～40ha）のマルワ（圃場用水路）へと導水される。メスカの水位は圃場面よ

り0．5～1．Om程低いため、マルワへはサキア（蓄力水車）またほ動力ポンプを用いて揚水している。

このシステムの概念図を示せば図－10の通りである。

これらのかんがいシステムはアスワンダムから支線水路までは公共事業水資源省かんがい局およ

び県、郡などの公共機関によって管理、運営されており、メスカとマルワは農民により維持、管理

されている。

（c）水管理

エジプトでほ永い間ナイル川の氾濫水を区画（ベイスン）に溜めるかんがい方式（ベイスソかん

がい）に依存した冬作中心の作付体系をとっていた。このため新しい作物の導入に対応することが

できず、また、耕地の利用率も低かった。堰やダムなどの大規模な水利施設の建設に従い、ベイス

ンかんがいから年間を通して水利用が可能な水路システムを持つ近代的なかんがい制度に移行して

きており、アスワンハイダムの完成によって全域が通年用水路かんがいに転換することになった。

この様な経緯から、かんがい施設の管理、運営は歴史上常に支配者の手に委ねられてきた。現在

でも、ダム、堰、幹線・支線水路等の管理、運営は国家の強力な管理、統制下におかれている。公

共事業水資源省かんがい局は、これら一連のかんがい施設を通じ用水の集中的な管理を行うため、

用水配分計画を策定している。この計画は農業省が毎年策定する作付計画と連動する形で決定され
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ている。この用水配分計画を基に、県、郡のかんがい局が県郡内の主要水路ごとに設置したかんが

い管区ごとに用水配分計画を策定し、これを管理する体制となっている。この様にして支線水路ま

での水管理が公共機関によって行われている。農民はこの公共機関により定められた用水配分計画

に従って、サキヤや動力ポンプによってメスカからマルワに揚水し、各自の圃場に導水している。

農家の自由裁量による取水、分水はできない状態にある。

用水配分計画では公共機関管理の支線水路の通水は基本的に輪番制（ローテーションシステム）

をとっており、2交代輪番と3交代輪番とがとられている。これは支線水路から供給されるメスカ

支配地区を2又は3グループに分け、各グループ毎に4日通水4日間断、7日通水7日間断（以上

2交代）、4日通水8日間断、5日通水10日間断（以上3交代）などの輪番（ローテ≠ション）がと

られている。例えば、7口通水7日間断とは14日に1度のかんがいを意味し、5日通水10日間断は

15日に1度のかんがいを意味している。

この様な、輪番制の採用理由としては次のように考えられる。

1．水使用の合理化

2．かんがい水の過剰使用の抑制と地下水位上昇の抑制

3．かんがい水路からの蒸発、浸潤損失の減少

4．かんがい水路の堆砂の減少

5．圃場における蒸発、浸潤損失の減少

6．圃場排水路からの流出排水量の減少とそれに伴う排水路水位の確保

7．水路及び制御施設のための維持管理期間の確保

8．輪番に合わせた地区内の監督、見回りの効率化

9．農作業の日程調整の容易さ

国の輪番制に従った用水配分をうけるため、農民による用水管理組織は存在せず、農民同上の用

水管理に関する取り決め、合意もないとのことであるが、近年実施されているかんがい改善計画

（ⅠIP）において、農民参加、水利組合の設立等が進められている。

これらかんがい施設の維持管理については農民は個人所有のサキヤやポンプの運転経費の負担、

マルワやメスカの水路維持費は負担しているが、用水使用に伴う使用権料及び管理費用については

負担しておらず、国が実施する改善事業等の地元負担もないようである。
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図－819世紀以降における耕地面積と年間延作付面積の増加
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表－19　農地面積の推移（単位：千フェダン、％）

年 農 地 面 積 指　 数

1 8 13 3 ，0 5 4 10 0 ．0

1 83 5 3 ，5 0 0 1 14 ．6

18 7 7 4 ，7 4 3 15 5 ．3

1 90 0 ／0 1 5 ，2 6 7 17 2 ．5

19 2 0 ／2 1 5 ，3 5 2 17 5 ．2

1 9 3 9 5 ，5 18 18 0 ．7

1 9 5 0 5 ，6 7 1 18 5 ．7

1 96 0 5 ，9 18 19 3 ．8

1 97 0 5 ，7 0 0 18 6 ．6

1 98 0 5 ，8 2 0 19 0 ．6

19 9 0 5 ，8 2 9 19 0 ．9

表－20　耕地利用率（作付面積／耕地面積）の推移

年 耕 地 利 用 率 備　　　 考

18 3 5 0 ．5 3 ベ イ ス ンか ん が い 、用 水 不足

18 7 7 1 ．0 0 旧デ ル タバ ラー ジ ュ 18 6 1、 サ キ ヤ利 用

19 0 0／0 1 1 ．3 7 旧デ ル タバ ラー ジ ュ改修 18 6 1

19 10／1 1 1 ．4 3 アス ワンダ ム 19 0 2、 エ ス ナ堰 19 0 8

ナ グハ マ デ ィ堰 1 9 3 0完 成

19 2 0／2 1 1 ．5 1

1 93 0／3 1 1 ．5 6

1 93 8／39 1 ．6 0 新 デ ル タバ ラ ー ジ ュ19 3 9

1 95 0／5 1 1 ．6 5 エ ドヒナ 堰 1 9 5 0

ア ス ワンハ イ ダ ム 1 96 8

1 96 0 1 ．7 5

1 99 5 推定 1 ．9 0

〃ofe．・ノβ35　＆Jβ77，・A．g．Cro祝CんgJッ．・r九g gco′‡0〝Zic（feぴgわ♪me柁£　0／∽0（ゴgr乃　ggツ卯．

J900／0ノ～J950／5ノ′A．尺fc／1αrd∫．・ggツ卯’∫Agric混血rαJdgぴgわタmβ扉，ノ即0～ノ900．

ノ960ノU月々〟f〃～∫けツOJ Agrfc混血rg．・Agrよc〟加rαJgco，‡0，花ツ，J962．
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図一9　ナイルの主要水利施設
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図－10　ナイル川かんがいシステムの概念図
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図－11サキヤ（Sakia）の構造
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（d）ニューバレー開発とオアシスでの農業

ニューバレーはナイルバレーとリビアの間にある西部砂漠に広がる大きな窪地の地域である。こ

れらの窪地の中に大きなオアシスとしては4つ程ある。カルガ、ダクラ、ファラフラ、バハレイア

等のオアシスである。これらのオアシスにはBC2000年頃の古代から人が居住していたが、古くから

比較的安定した農業が営まれてきたナイルバレーに対し、新しく開発される渓谷と言う意味で

ニューバレーとよばれている。これらの窪地は陥没によって形成されたもので、周辺の台地と比べ

200～300m程低くなっている。

ニューバレー開発計画は120万haのかんがい農地の開発を目標に1960年に開始された。しかし、1

982年時点で開発されたかんがい農地は約8．5haに過ぎず、目標の7％である。この遅れの原因は開

発費用の高騰と政府財政の逼迫にある。それでもこの地域のオアシス農地は約2倍に増えている。

ニューバレー開発の目的の一つはナイルバレー等人口が過密な地域からの移住である。

ニューバレーにはヌビア帯水層の地下水が存在し、その水質は良質で、農業、生活用水等への利

用が可能であるが、この地下水は再生不可能なものであるから、過剰かんがいによる湛水害や塩害

の防止、地下水位の低下や井戸枯れを防ぐ・ため、自噴井からの湧水量が不必要に多くならないよう

に管理することが必要である。

ニューバレー内のオアシスは非常に古い歴史をもっており、自噴井、自噴泉をベースにして農業

が展開されてきた。これは大規模ではなく、湧水規模に見合った規模で比較的持続可能な形で、水

盤かんがいがおこなわれてきた。地下水の帯水層はヌビア砂岩である。

オアシスでの栽培作物はナツメヤシ、オリーブ、アプリコット、小麦、オクラ、トマト、ビート、

水稲などかなり幅広く栽培されている。

既存オアシスの水管理は比較的うまく行われ、かなり高い生産を上げている所もあるが、地下水

を強制的に揚水するため、地下水位を低下させたり、既存の伝統的自噴井やフォガラ（カナーり

の流出量が減少するなどの問題が生じてもいる。新規開発地を含めて、オアシスでは持続的に農業

を行うためには、湧水量が必要以上に多くならないように制御することが必要である。また、オア

シスの最低位部では湛水害や塩害が生じるので、排水路の整備や浅層地下水の水質管理に留意する

必要がある。

（2）排水

（a）排水の現状

エジプトでは永い間ナイル川の氾濫水を利用したベイスンかんがいが行われていたが、かんがい

方法が年間を通して水使用が可能な水路体系を持つ近代的な方法に転換されるに従い、通年用水路

の普及にともなう地下水位の上昇と塩害の進行という事態を生じてきた。これに対して排水改良事

業を展開してきており、これは第一次世界大戦直後に始まっているが、特に1970年代後半以降は国

際機関等の援助を受けて大規模に実施してきている。排水改良事業は既耕地の土地生産性向上を目
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指すものである。エジプトの農業にとって湛水害、塩類集積の問題は、かんがい用水の不足ととも

に重要な問題である。

1960年代以来、エジプト政府ほ暗渠排水の効果を強く認識し、地表排水の強化と平行して暗渠排

水を推進してきた。暗渠敷設面積は1992年で約166．5万haに及び、2000年までに231万haの敷設が予

定されている。暗渠排水事業は排水事業庁（EPADP）が維持管理も含め担当している。

（b）排水の再利用

ナイルデルタでの排水の再利用は、排水プロジェクトの実施と併行して、1930年代から行われて

きた。現在までにデルタの南部を中心に約30億d／年の排水がかんがい用に利用されている。現在、

東部デルタのエル・サラーム水路、中部デルタのバティタポンプ場、西部デルタのオモーム排水プ

ロジェクトの3つの大きな排水再利用プロジェクトが進捗中で、約27．5億d／年の排水を新規にか

んがい用に利用することができる。

更に、近い将来デルタの各地で約3億d／年の排水再利用が行われる計画である。既に利用され

ている30億d／年の排水に計画分約30低山／年を加え、総計60億d／年の排水を再利用することに

なる。2000年には75億d／年の再利用を予測している。

エジプトで栽培される主な作物は、耐塩性の強い綿以外は、普通の耐塩性である。そのため、大

半の作物は塩分濃度が1，000唯／ゼを超えると、何らかの悪影響をうける。1，000mg以下であればか

んがい用水として利用が可能である。

表－22　かんがい水の塩分濃度と栽培上の注意事項

塩分濃度　　　　　　　電気伝導度

（mg乃）　　　　　　　四CdS／m）

注意事項

500以下

500～1，000

1，000～2，000

2，000～5，000

0．75以下

0．75－1．50

1．50～3．00

3．00－7．50

作物に有害な影響を及ぼさない。

塩分に弱い作物には有害な影響を及ぼす。

多くの作物に悪影響をおよぼす。注意深い管

理が必要である。

透水性の良い土壌のもとで、注意深く管理を

行えば、耐塩性の作物は栽培可能である。

エジプト排水研究所（DRI）が提案している塩分濃度の高い排水と用水路の真水との混合利用の

基準を表－23に示す。この混合比率ほ用水路の真水の塩分濃度を約250mg／ゼとして求めている。こ

の比率にて混合すれば1，000正信／ゼ以下に塩分濃度を抑えることができ、かんがい用水として使用

可能となる。また、この表によれば、排水の塩分濃度が3，000mg／ゼ以下であれば希釈可能である。
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表－23　排水と真水との混合比基準（DRl）

排水の塩分濃度　　　　　混合比率　　　　　　混合後の塩分濃度

（mg几）　　　　　（排水：用水）

1，000以下　　　　　　混合不要

1，000～1，500　　　　　　1：1　　　　1，500mg几のとき日漂浪庇は　875mg几

1，500～2，000　　　　　　1：2　　　　　2，000m釘1のとき目標濃度は　835mg∧

2，000－3，000　　　　　　1：3　　　　　3，000mg几のとき目標濃度は　938mg几

3，000以上　　　　　使用不可

注：用水の塩分濃度は、250mg几と仮定

ナイルバレー及びデルタにおける塩類収支を考慮して試算した結果からみると、現在地中海へ排

水している水量140低山／年のうち、90億d／年は再利用が可能と推定されている。しかし、このよ

うな排水再利用の土壌及び作物に及ぼす長期的影響については、今後慎重に検討する必要がある。

4－2　かんがい政策

4－2－1基本方針

エジプト政府の農業政策は第3次経済社会開発5ヶ年計画（1992／3～1996／7）において、次の5点

が重要項目としてとりあげられている。

1．農業分野の民営化の推進

2．農産物輸出の促進

3．農地開発の推進

4．学卒者への農地配分

5．かんがい排水施設等の農業用施設の整備推進

第4次経済社会開発5ヶ年計画においても、第3次計画の基本方向に沿った方針で進めることとし

ている。

エジプトの農業は土地よりも水資源に制約されており、しかもその水資源の95％はナイル川に依存

している。水需要については、人口増に伴う都市用水の増大、工業発展に伴う工業用水の増大及び農

地開拓等に伴う農業用水の増大等が見込まれている。一方、水供給は1959年のナイル国際水利協定に

よりアスワンハイダムから555億d／年が供給可能となっているが、現在、既に需給バランスは限界

に達しつつある。このため、上記の重要項目の達成のために、かんがい排水面においては次の5項目

の実施を計画している。

1．1959年に同意したナイル上流での水資源開発事業の共同実施

2．排水の再利用

3．地下水開発

4．かんがいシステムの改良
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5．海への無効放流分の貯留

しかるに、ナイル上流での水資源開発事業の共同実施ほスーダンとの国際関係の悪化、エチオピア

との関係等の面から思うように進んでいない。排水の再利用については、排水自体の塩分濃度が年々

上昇していること及びこれらの排水の再利用が土壌及び作物に及ぼす長期的影響について種々の問題

が懸念されることから、大幅に排水利用を増加させることには十分な注意が必要と考えられている。

地下水の利用についても、砂漠地帯に存在する地下水の大部分は化石水であり、また、ナイルデルタ

下流域では地下水の過剰汲み上げに伴う海水の浸入を回避するため大幅な地下水の利用増は困難と考

えられている。

このような背景から、水需要の増大に対処し、国家近代化のため各種施策を促進するためには、現

在老朽化等により著しく機能が低下し、操作ロスの増大や用水の無効放流、過剰取水の要因となって

いる水利システムと施設の改善及び適正な水管理を実現することにより、水利用効率の向上を図り、

実質的な利用可能な水資源を創出することが実効的対策であるとしている。

このため、エジプト政府は600万フユダン（約250万ha）の既耕地に係る整備計画を策定し、その早

期実現を図ることとしている。

公共事業水資源省では先進諸国等の協力を待つつ、かんがい施設の整備を推進しており、合わせて

施設の操作、維持管理による財政負担の改善を考慮にいれた水管理技術の向上を通じた効率的なかん

がい手法の確立を求めている。

4－2－2　かんがい改善計画　川P）

（り　概論

エジプト政府はUSAIDの協力を得て、1988年から1996年（8年間）の予定で、全国10地区（約

45，000ha）を対象としたかんがい改善計画（ⅠIP）を実施した。IIPはエジプトのかんがい改善に関する

初めての先導的な事業であり、現在の支線用水路とメスカを組み合わせた水配分システムの近代的改

良計画の策定とこれに基づく施設の整備等を実施するものである。

なお、1996年からは世界銀行による改善計画が上記ⅠIPの整備手法を踏襲して実施されている。

（2）かんがい改善計画（ⅠIP）の目標

将来のかんがいシステムを改善するため、ⅠIPは以下のような目的を設定している。

1）事業管理能力及び運営方針策定に必要な職員の資質向上、並びに設備の適正化を目的とした適正

な技術援助によって、将来のⅠIP推進に必要な能力を公共事業水資源省に提供。

2）主要送配水システム（メスカより上位に位置する用水系統の意。）やメスカの改修計画、設計及び

実施など、公共事業水資源省5ヶ年計画に位置づけられたかんがいシステム改善のための手法の開

発。

3）受益農家とは場レベルでの水管理を支援するためのかんがい助言指導業務室（Irrigation
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Advisory Service－IASL）の設立。

4）全てのIIP実施地区で水利用者組合（WaterUsers Association－WUA－）を組織化し、それぞれ

の組合においてかんがい計画の策定、設備の定期的点検補修、情報交換及び水紛争解決を実施する。

5）は場やメスカの改良経費回収の指針策定、WUAの法制化並びに認可手続き及び必要な書類の制

定。

（3）改善計画の内容

IIPの実施に当たり、USAIDの協力は物的改善と制度的改正の両面にわたって行われた。その内容

は以下の通りである。

（a）物的改善

（b）制度的改正

水利施設整備

メスカの改良

ほ場均平

水路装工

水路交差

水路汝深

敷高調整

監視システムの開発

農民参加の促進（WUA）

かんがい改良助言指導室（IAS）

これらに必要な経費は公共事業水資源省予算とUSAIDの援助資金とで賄われ、援助資金の中には研

修、技術支援及び物品の提供も含まれている。

かんがいシステムと水路貯留機能について整備前と整備後の比較を示すと図－12の通りとなる。

ⅠIP事業の概要は以下の通りである。

実　施　期　間：1988～1996（8年間）

対　象　地　域：10県10地区（デルタ4地区、ナイル谷沿岸6地区）

改良メスカ数1，112ヶ所

受　益　面　積：約106，000フェダン（約45，000ha）

（注：F／Sでは11県17地区40万ha）

受　益　人　口　：約46万4千人

水　利　組　合：1，112団体

事　　業　　費：706．7百万US＄

単位当たり事業費：1．主要送配水系統　1フユダン当たり　　390£E

2．メスカ改良　　　　　　　　　　　　　　1，190£E
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全体

※　£E：エジプトポンド

なお、フェダン当たり農業収益は約1，500£E／年と試算されている。

1，580£E

（4）事業効果

事業効果に関する調査や評価の憤向は概して良く、WUAが徴収するかんがい費は、メスカの操作

・維持管理に必要十分な経費を生み出していると報告されており、事業に伴う増加収入は全ての経費

を十分賄っていると言われている。

これほ、予備費やポンプ更新・緊急修理などを除いても十分な収入であり、WUAの満足度の調査

結果を例示すれば以下のとおりである。

a）配水効率ほ30～40％向上

b）1作－フェダン当たりの揚水経費ほ、25～40£E減少

c）かんがいに要する時間は約50～60％低減

d）農業生産量は6～12％向上、さとうきびの場合15％に到達

e）メスカの維持管理に要する1フェダン当たり年閏経費は、従来6～12£Eであったものが改良

後は1～2£剛こ低減

f）メスカの上‾F流間における不公平な水配分の解消

g）WUAにおける自主性・主体性及び新しい技術による運営能力の向上

なお、メスカの改良によって生じた利点は以下の通りである。

①　土地の節約

パイプラインはで通水している間も、その上部では耕作や他の土地利用が可能となる。また、

土地利用の如何を問わず最短距離で土地を横切って配置することができる。開水路から変更し

た場合に生ずる土地はほとんど農地として利用する権利がある。

敷高上昇型メスカもまた、従来の低水位メスカにおける必要以上の拡張による潰れ地発生を

防止することで土地を節約できる。また、線形の直線化も多少なりとも土地を節約している。

もう一つの利点は、水口にゲートを設置したことによる水配分の制御改良で、生産拡大が見

込まれることがある。これはさらに用水が無効に地中へ浸透するのを防ぎ、土地の生産性を向

上させている。

②　水の節約

パイプラインによる通水は、蒸発や地中浸透による損失が無く、また、必要に応じてアル

ファルファバルブによって管路内へ通水することでいつでも利用することができる。

水路を装工することには多くの利点が考えられる。ひとつは、雑草繁茂の抑制であり、用水

損失や維持管理費を低減しつつ、良好な通水機能が維持されることとなり、水路清掃労力の低

減と合わせて、水路の小断面化や支配面積の拡大が可能となる。
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また、装工ほ漏水を低減し用水を節約するとともに、周辺地盤への浸透などによる排水不良

問題を抑制する。

③　労力の節約

改良メスカは雑草繁茂を抑11二し、水路清掃問題を解消するとともに、水路周辺の地盤軟弱化

問題もなく作業性が向上する。また、パイプラインはそのほとんどが地中にあることから、水

路内へのゴミの投げ捨て問題やその括掃手間を回避しうる。

④　エネルギーと水の節約

メスカ始点部の1点汲み上げ方式は、かんがい経費やエネルギーの浪費及び小型ポンプ設備

などの施設を節減する。さらに、利用可能な用水が常に農地の付近にあって目視できることか

ら、従来の輪番で見られたような次回の配水に対する農家の不安は解消され、過剰かんがいが

防止される。

⑤　公平な水配分

各ほ場に対して均等に、必要に応じた十分な用水補給を保証することは重要なことであり、

自然流下メスカの仕組みはWUAによる水利用計画策定を容易にし、公平な水配分の実現に寄

与するなど、かんがい作業における多くの課題を解消している。
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図－1211P事業の実施前と後の比較
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4－2－3　世界銀行によるかんがい改善手業

USAIDの協力によるIIP事業の整備手法を踏襲した水利施設及びメスカの改善を目的として、世界

銀行、USAID、ドイツ（GIB）の3機関によるかんがい改善事業が1996年より開始された。これはデル

タ北西部の約25万フェダンを対象としている。

現在、全受益地の4分の1に相当する約6万フェダンの地域でWUA設立に向けた準備が進められ

ている。

本事業の実施に際しては、かんがい排水法を改正（1994年）し、メスカ改良工事に係る経費につい

て受益者から回収することとしている。これは本事業の実施により農業生産拡大と品質の向上等によ

り農家所得が整備前の180％前後増加するとして、経費負担を農民に求めているものである。こうし

た効果を前面に押し出して、農民の事業参加を促進しているのであるが、今後の成果を見守る必要が

ある。

4－3　かんがい排水施設の維持管理

4－1－2かんがいの項において述べたように、かんがいシステムの内、支線水路までほ公共事業水資

源省及び県、郡によって維持管理されており、農民はメスカとマルワの水路とサキヤまたは動力ポン

プの費用を負担していた。これは水管理を国家によって強制的に管理してゆくために必要な処置と考

えられていたが、現在はエジプト政府は農業分野の民営化を推進することを農業政策の重要項目の一

つとしている。1988年より実施されたかんがい改善計画（ⅠIP）においても、改良費用の負担と合わせ

て、水管理の水利用老組合（WUA）等への移管と費用の負担を進めてきており、1994年にかんがい排

水法を改正して、現在実施されている世界銀行等によるかんがい改善事業では受益者に負担させるこ

ととして、水利用者組合の設立を強く推進している。

以下に、USAID協力によるかんがい改善計画（IIP）における水管理改善ついて述べる。

（1）かんがい改善助言指導業務一肌STと水利用者組合－WUA－の水管理改善

かんがい改良計画に際しては、水利施設とその利用における公共性との関連が高いことに鑑み、農

民組織による主要送配水システム管理の技術的改善も考慮している。

すなわち、施設的な改良のみ推進されても必要な社会的改善が伴わない場合には本事業失敗の危険

性をはらみ、その後のシステムの新・再構築は不可能となるからであり、本事業は広範な社会的理解

を踏まえて進める必要がある。

このため、公共事業水資源省は、かんがい改善の目標達成に必要な新たな行動を実施する団体であ

る「水利用老親合一WUA－」を設立するとともに、これを支援する「かんがい改善助言指導室

－IAS－」を設置している。

1）かんがい改善助言指導室－IAS－

IASは、1989年大臣布告第53号により、水利用者の技術向上と水利用及び管理に関する特別
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な業務を提供するため、IIPの一部として設置されたものであり、当該部門には、総括（Gen－

eralDirector）1、業務（DirectorofOperations）1、研修（DirectorofFormation（Training））1

の各責任者と水利用の専門官が配属されている。

また、各地方管理区には、かんがい改善助言指導責任者（DirectorofIAS）が配属され、水

配分、水利用及び組合組織化を相当する専門技術者を統括している。

ほ場レベルにおいては、700～800フェダン程度を範囲とする地域毎に現地指導員（Field

Agents）が置かれ、さらに現地監督員（Field Supervisors）が8～10の現地指導員を統括して

いる。

なお、これら全職員は一般的な助言指導に関する研修を受けている。

2）水利用老組合－WUA一

水利用老組合は民間組織で、農業所得拡大のための水配分・利用の改善に向けた所有、運営

及び管理はその構成員によって行われる。

なお、IIPの目標は広範にわたるため、WUAの実際の業務遂行は現地指導員を通じて行われ

ていたが、関係法令が1995年に制定され、WUAの組織化と運営はこれからの発展が期待され

ている。

かんがいシステム効率の改善にあたり、IASはWUAと密接な関係にあり、また、他の水利用

に関する業務や指導を提供する軌織とも密接に関係する。これらには、地域の金融機関、共同

体、自治体の技術者、農業改良普及、ポンプ設備・整地に関する民間企業、農地業務部局、排

水事業庁及び諸研究所が含まれる。

3）事業費回収とWUAの認可

ⅠIPの目的のうち、ほじめの4つについては多くの物的事業の完成と合わせて概ね処理され

た。

5つ日の目的である「ほ場やメスカの改良に係る全ての事業費回収の指針策定、WUAの法

制化に必要な手続き及び書類の制定」は、事業推進上最も困難な事項であり、実施に際しても

多くの作業を必要とするが、事業開始に当たって最重点課題として考慮されている。

事業費回収やWUAは、エジプトにおいて新しい基本思想であり、これに関する法的根拠も

存在しなかったが、WUAの認可及びメスカ建設事業費の回収を規定した「かんがい排水法

（1995年法律第213号）」ほ議会と大統領認証を経て成立し、1995年大臣布告第14900号によりそ

の適用が可能となった。

WUAの認可及び事業費回収に必要な手続き実は、PACERコンサルタントによって1995年12

月に完成し配布された。

－73一



IIPにおけるWUAの設立状況は、整備車業着手から現在まで概ね下記のとおりとなっており、組織

化及び管理運用段階への移行が大きなハードルとなっている様子が伺える。

段　 階 導 入期 組合魁織化 計画 ・設計 工 事実施 管理 ・運 用

組織数 1，639 1，242 1，19 1 1，086 930

脱 落率 24％ 4％ 9％ 14％

面　 積 90，806 75，926 70，168 64，552 53，575

脱 落率 16％ 8％ 8％ 17％

（2）施設の操作・管理

USAIDでは、主要水利施設における用水供給状況を遠方監視で把握し、適切にコントロNルするこ

とによって各地の用水不足の解消と過剰供給による損失防止を目的として、Main System

Management Projectを実施した。

しかしながら、現時点においてこれらテレメトリーシステムと実際の施設の操作・管理との間に有

機的な関連性ほなく、それぞれ独立したものとなっているように見受けられる。

すなわち、テレメトリーシステムにおいては、主な水利施設の水位観測データが集積されているも

のの、このデータが実際の操作にフィードバックされるような仕組みには未だなっておらず、旧来の

経験則による操作が先行し、その結果を高度な近代的機器によってただ単に観測しているにすぎない

といった状況にある。

エジプト政府としても将来的にほ両者を関連づけて、集中制御による効率的な水管理を実現したい

意向を有しているが、そのためには現行水利施設のモータライズ化が必要となり、膨大な資金と時間

を必要とする。

したがって、これらは長期的な目標として据えた上で、施設の改修を計画的・段階的に推進するこ

ととし、短期的には既存の設備・施設を十分に活用した効率的な水管理方式を早期に確立する必要が

認められる。

しかしながら、人口増加等により水需要が増大し、近い将来に水需給はさらに悪化する見通しであ

り、適切な水管理が重要となっているものの、こうした問題意識は、農民はもとより公共事業水資源

省職員まで十分浸透しているとは言えない状況にある。

4－4　かんがい開発の問題点

（1）通年取水が可能となるよう、かんがい施設の改善が進められているが、作物栽培上タイムリーな

かんがいが可能となる反面、農業生産拡大に向けた多消費水量型作物の導入等のため、かんがい用
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水量の増加が考えられる。限られた水資源量であることを考えると、全体的にはある程度第3老機

関による用水使用に対する規制、調整等が必要となろう。

（2）北シナイ半島への導水、南部砂漠ニューデルタ構想等の大規模農地開発が計画されているが、国

全体の水資源とのバランスある計画立案が望まれる。

（3）排水の再利川については、排水の塩分濃度の⊥二昇等、水質の悪化が生じていること、また排水の

再利用が、土壌や作物栽培に対する長期的な影響についての問題点、安全性等についての解明調査

が必要と考えられる。

（4）かんがい改善計画等により末端水路がパイプライン化され、これによる生活用水源の減少に対す

る代替対策が必要となろう。

（5）長い間官側主導でかんがいが行われており、自主的な農業経営や水管理のための新たな技術導入

に対しては農民連日身にも不安があろう。農民組織が整い、自主的な経営ができるまで、資金的、

技術的な支援、指導が必要であろう。

（6）現在の用水管理施設は老朽化もあって水管理には不十分である。水量管理ができる施設の整備が

必要である。

（7）支線水路の通年通水、農民による自由裁量による取水等を行なった場合、幹線水路、基幹水路等

の通水能力の検討が必要となろう。

4－5　農地開発

4－5－1農地開発の経過

エジプトの農地開発には長い歴史がある。近年においてほ、エジプト近代化の父と呼ばれるムハマ

ド・アリが、農業生産の増大に力を入れ、このため、デルタ北部の垂粘土地帯を中心として大規模な

農地開発を実施した。19世紀前半までに開発された農地は60万フェダンに上ったと言われる。

その後、農地開発は一時期停滞したが、1952年のナセル革命とともに、再び大規模な農地開発が進

められるようになった。途中、中東戦争による中断の時期があったが、52年から87年までの開発面横

ほ150万フェダンに上っている。この時期、開発が最初に行なわれたのはデルタ西部のタハリール県

においてであった。

87年に始まった第2次5カ年計画でほ75万フェダンの開発が計画されたが、その実績は不明である。

次の97年までの5カ年計画では約87万フェダソの開発が予定されたが、この中には約36万フェダンの

インフラ整備面積が含まれているものと思われる。

－75－



60年から95年までの農地開発の面積は合計254万フェダンとなっている。これを地域別、年代別に

示すと次表の通りである。

（単位：フェダソ）

地　 域 6 0／7 1 7 1／8 2 8 2 ／8 7 8 7／9 2 9 2 ／9 5 合　 計

東　 デ　 ル　 タ 10 1 ，7 6 1 6 0 ，0 1 0 3 5 ，3 3 0 9 7 ，6 0 0 2 4 9 ，1 0 0 5 4 3 ，8 0 1

中 央 デ ル　 タ 1 7 2 ，9 9 0 1 ，6 0 0 1 2 ，7 7 0 4 8 ，6 8 5 2 3 ，0 0 0 2 5 9 ，0 4 5

西　 デ　 ル　 タ 4 1 0 ，5 4 0 4 6 ，9 2 0 1 1 1 ，3 8 3 3 8 2 ，7 7 5 1 3 3 ，0 0 0 1 ，0 8 4 ，6 1 8

中　 エ　 ジ　 プ ト 8 9 ，4 6 5
－

4 ，90 0 3 9 ，6 5 0 2 1 ，0 0 0 1 5 5 ，0 1 5

上　 エ　 ジ　 プ ト 7 8 ，9 4 4 3 ，8 5 0 9 ，6 9 7 2 3 ，9 0 0 3 5 ，3 0 0 1 5 1 ，6 9 1

ニ　 ュ ー バ　 レ ー 4 5 ，9 0 0 2 ，9 0 0 4 ，6 7 0 2 6 ，0 4 0 4 ，0 0 0 8 4 ，5 1 0

シナ イ 及 び運 河 東 部 1 2 ，4 0 0 7 ，0 0 0 1 1 ，0 5 0 2 3 2 ，1 0 0 4 ，5 0 0 2 6 7 ，0 5 0

合　 計 9 1 2 ，0 0 0 1 2 3 ，2 8 0 1 8 9 ，8 0 0 8 5 0 ，7 5 0 4 6 9 ，9 0 0 2 ，5 4 5 ，7 3 0

97年から2002年までの第4次5カ年計画では、農地開発の分野でも民間投資を積極的に導入するこ

ととしている。従って、国が行なう事業は主として75万フユダンについて道路、幹線用排水施設、送

電線などのインフラ整備を行なうことであり、圃場レベルの営農基盤は投資家が整備することとなっ

ている。例外的に、新規学卒者を対象とした地区（ムバラク・プログラム地区）においては末端まで

の営農基盤の整備及び住宅整備事業まで国自ら行なうこととなっている。

農地開発の主管庁としては、農業・土地開拓庁（GARPAD）が最も大きいが、開発省、公共事業水

資源省（北シナイ開発機構）の担当するプロジェクトもある。その外、県、会社、個人にも相当大規

模な開発を行なっているものもあり、国との事業調整がどのように行なわれているのか明らかでない。

4－5－2　農地開発の目的と長期戦略

エジプトにおける農地開発ほ2つの面で捉えられている。1つほ既存の農地の生産性を向上させる、

いわゆる垂直的開発であり、もう1つは耕地の拡張で、水平的開発と称されるものである。

水平的開発には3つの目的が挙げられている。第1は社会的目的であり、人口の急速な増加にかん

がみ、農地を拡大してデルタ及びバレー地域の高人口密度から生ずる問題を緩和しようとするもので

ある。たとえば、西ヌバリアにおける甜菜プロジェクトでは新しい農村の建設を予定している。

第2ほ経済的目的であり、雇用の機会を拡大して学卒者の失業問題を解決し、農場労働者の収入を

増加させ、その生活水準を向上させようとするものである。第2次開発5カ年計画（1987－92）の中

にはムバラク・プロジェクトが含まれており、3万5千人の学卒者に17万5千フェダンの農地の配分
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が計画された。第3次5カ年計画では、毎年1万人の学卒者に5万フェダン（5年間で5万人に対し

25万フユダン）の農地の配分を予定している。

第3の目的は政治的目的とされる。政府は入植者に対して、インフラや諸設備の費用を負担し、適

当な生活を維持するための各種のサービスを行い、その将来の安全を確保する。

1996年から2017年までの20年間の長期戦略においては、次に示した通り、合計432万フェダンに上

る農地の水平的開発が計画されている。

シナイ

東デルタ

中央デルタ

西デルタ

中エジプト

上エジプト

ナセル湖岸

西部砂漠

紅海（ハライブ及びシャラテーン）

合　　計

413，300フェダソ

647，730

108，820

1，052，900

99，150

947，900

50，000

948，500

60，000

4，328，300フェダソ

これは、ナイル川、地下水、排水、処理済み下水等すべての水資源を利用するとともに、水利用を

合理化し、近代的なかんがい技術を応用することによって実現しようとするものである。
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第5章　関係諸機関の意向

5－1エジプト国関係機関

5－1－1公共事業水資源省計画局－Dr．Bayoumi B．Attia，Senior Undersecretary for Water

Resources Plannlng

エジプトにおける水資源の95％以上はナイル川から来る。1959年のスーダンとの協定に基づき、エ

ジプト側の利用可能量は年555億トンとなっている。その他ほ、デルタ北部で年10億トン程度のの降

雨があるが、冬季に降るのであまり利用価値がない。西部砂漠には約5億トンの地下水があるがまだ

十分に利用されていない。

水に関する基本的な政策は、良質の水を適時に農業、都市、工業、漁業、レクリエーション等の諸

目的に供給することである。

エジプトの耕地面積は約780万エーカーとされているが、実際には800万エーカーに達している。農

業の水使用量は約500億トンであり、工業50億トン、都市用水100億トンと会わせ650億トンの需要が

ある。ナイル川からの供給量555億トンとの差は排水の再利用と地下水によっている。排水は直接に

もしくは浄水と混合して使用しており、モニターシステムによってその質の維持に努めている。

2017年までの20ヵ年計画においては、340万エーカーの土地を開拓することとなっていて、この新

規の耕地のための水を確保しなければならない。このため水消費量の多い米、小麦、さとうきびを他

の作物に転換する必要がある。米の水消費量は年8トンで、他の作物の2－3倍に相当する。米の作

付面積は現在150万エーカーであるが、これを70ないし90万エーカーに減らす計画がある。これによ

り30ないし40億トンの水を節減できる。西部砂漠の地下水の利用によって同じく30ないし40億トン、

排水再利用の増加によってさらに30ないし40億トンを生み出し、これらの方策によって新規開拓地の

水需要を賄うことができる。

ェル・サラーム水路による北シナイの開拓予定地は40万エーカー、スエズ運河西部が22万エーカー、

ニューバレーの第1期が50万エーカーであり、このほかデルタの西部及び東部、中央及び上エジプト

にも開発計画がある。このために水の節約は極めて重要であり、米の減反ができなければ問題である。

米は農民に有利な作物であり、土壌を肥沃にし塩害を防ぐなどのメリットがあるが、新規開発地のた

めの水を確保するためには犠牲にしなければならない。食糧の自給率を上げるために減反しないとい

う考えには私は反対である。たとえば、サウジアラビアでは小麦を栽培して、小麦に関しては自給の

状態にあるが、これは他の国に比べ10倍ものコストをかけてのことである。

5－l－2　公共事業水資源省かんがい局TEng．Yehia AbdelAziz．Chaiman，lrrigation Department

エジプトの水資源の95％はナイル川に由来しており、スーダンとの取り決めによりその量は年555
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億トンとなっている。実際の需要量との差を埋めるためには諸種の方策を取らなければならない。

第1は地下水の利用である。その多くは補充不可能なものであるが、砂漠でこれ智活用する必要が

ある。第2はかんがいシステムの改良である。エジプトの耕地の99％はかんがいに頼っており、その

改良によって水を節約する。第3ほ排水の再利用で、浄水との混合等によって質の維持に留意しつつ

行なう。下水処理プラント建設の計画もある。

かんがい用水の節約のためには、閑水路・うね開かんがいからパイプライン・スプリンクラーかん

がいへ転換するなどの処置が考えられる。しかし、主水路ほ4万血，三次水路は8万hに及び、戸当

たり所有農地面積は小さく、システムは複雑であるから、そのすべてを変えることは困難である。か

んがいに関しては法律が存在する。

水の使用量の多い米については、その作付面積を100万フユダン以下に減らすこととしているが、

生育期間が短く収量の多い品種を採用することによって、生産量の落ち込みを抑えることができる。

かんがいについては非常に多くのプロジェクトがあり、USAIDをはじめオランダ、日本、ドイツ、

世銀その他多くの国及び国際機閑から援助を受けている。約束額ベースで45倍ドルというのは世界最

大であろう。

この省はエジプトで最も古くからある省であり、長い経験を通して水の配分を効率的に行なってい

るのであるが、今や新しい技術と新しい組織を必要としている。水利用のコントロールを最新の技術

をもって行なうために日本などからの援助が必要である。

水利組合は、大規模にではないが10年はど前から存在している。その普及を図り、組織や運営を改

善する必要がある。最近、水利組合の所掌範囲を三次水路から二次水路にまで拡張する提案がオラン

ダからなされた。

ニューバレーの計画ほ北シナイと並ぶ大国家プロジェクトであり、ポンプ場建設のための契約がす

でに行なわれ、一部運河の掘削が始まっている。今後さらに技術面、資金面での援助が待たれるとこ

ろである。

5－1－3　農業・土地開拓省農業開発部qMohamed M．FatahalIah．Undersecretary for Agricultural

Projects，GARPAD

農業開発局の任務は、農業生産を増大させるために土地を開拓することである。農地の開拓を行

なっているのほエジプトでは当局のみであり、当局はこの業務を過去40年間実施してきた。

すでに、次の20年間（1997－2017）の農地開拓の戦略が決定されている。この戦略にほ過去の実績

も記載されている。また、最近、計画省から最近承認された1997年から2002年までの第4次5ヵ年計

画について通知があった。

農地開発には垂直的拡大の面と水平的拡大の面とがあるが、後者について言えば、次の20年間にエ

ジプト全体で430万フユダンの開発を目指している。これはナイル川の水、地下水、排水、処理済み下

水等のすべての水資源の利用、水利用の合理化及びかんがい方法の改良を前提とするものである。そ
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の約70％は上エジプト及び西部砂漠での開発である。

1984／85年度における農地面積は599万フェダソであったが、その後92年までに200万フェダンが開

拓され、さらに水の利用可能状況に応じて280万フェダソの開拓が可能である。

農地開発には、新しい村を作って人口の都市集中を緩和し、農家の収入を増加させて生活水準の向

上を図り、仕事のない学卒者に職を与えるという目的もある。学卒者には5フェダソの開拓地を与え

ることとし、88年以来毎年5万フェダンを1万人に分与してきた。また、これら学卒者には30年間の

ソフトローンを阻んでやっている。開拓地はまた、土地なしの農民や大小の投資家にも分譲している。

5－2　国際機関

5－2－1FAO事務所－Ibrahim AliAbulZahab，Programme Officer

最近のエジプトの農業生産については次のような事実がある。

一米のフェダン当たり3．4トンという収量は世界最高であり、その生産量は急速に伸びている。

一品種改良と営農方法の改善により小麦の収量はフェダン当たり7アルダブ（1アルダブは小麦の場

合0．15トン）から17アルダブに上昇し、自給率は57％となっている。政府の小麦奨励策に基づく20

0万フェダンへの作付により、自給率は2年後には75％に達すると見込まれる。

－さとうきびの生産はフェダン当たり45トンと世界最高となり、その生産量は1100万トンに達した。

エジプトは2000年には砂糖を自給できよう。

－95／96年度の農産品の輸出額は14億エジプトポンドで、82年の4億7千万ポンドに比べ3倍に増加

している。この数字は2000年には50億ポンドに達するものと期待される。

一収穫面積は82年の1120万フユダンが95年には1420万フユダンに増加した。

－穀物の生産は82年の800万トンが96年には1800万トンとなった。

1977年からの第4次5ヵ年計画における農業開発戦略は、その重点を引き続き高収量品種を通して

の穀物生産の増加に置いている。米の植付けは90万フェダン以上に増やさないという目標を立ててい

る。

FAOのプロジェクトはエジプト政府の必要に応えることを基本としており、プロジェクトに持続

性を持たせることが重要と考えている。政府の重点は農地を拡大して農業生産の増加を図ることにあ

り、このための協力を行なっている。この国の問題は水であり、水を賢明かつ効率的に利用しなけれ

ばならない。このために近代的なかんがい技術の導入を目的とする事業を実施している。

FAOはまた、食糧の安全保障についてイニシアティブを取っている。たとえば、小麦の自給率は現

在57％であるが、2年後にほ75％に達するであろう。これは人口の増加ということを考えれば著しい

成果である。農地を拡大し、生産性を高めることで食糧の自給率を上げて行かなければならない。

エジプトは野菜や果物の生産が潤沢であるが、そのマーケッティングに問題がある。国内市場向け

にも輸出向けにも困難な点が多く、無駄にしており、この面での援助が望まれる。

米については政府はその作付を減らすと言っているが、実際には逆に増えている。これは経済の問
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題であり、農民は利益を求めて米の生産に走っている。一方、政府側では自由化路線を取り、かつて

のような作付強制の制度に戻ることはない。米の生産が増えること自体には問題はないのではないか。

5－2－2　USAID事務所－Eng．Mahmoud A．Mabrouk，Office of　暮rrigation；

Wadie Fahim Mankarious，Water Resources Management SpeciaIist

USAIDは過去十数年にわたって2つの大きなプロジェクトに関わってきた。1つはかんがい管理シ

ステム（IMS）であり、もう1つは農業研究国家プログラム（NARP）である。

IMSの目的は、ナイル川の水を効果的に管理し、特にその農業に対する配分及び農業部門内での配

分を最適にすることによって、農業の生産性を高めることである。この事業は1981年に始められ、当

初は3つの事業から成っていたが、87年に拡大されて次の10のプロジェクトを含むこととなった。

かんがい改良プロジェクト（ⅠIP）

施設整備（SR）

予防的施設管理（PM）

主要システムマネジメント（MSM）

調査及びモデル計画（PSM）

専門家養成（PD）

水利研究センター（WRC）

プロジェクト準備部（PPD）

調査及び地図作成（SM）

その他（MISC）

これらのプロジェクトは1986年末をもってすべて終了したが、この間のUSAIDの拠出額は336百万

ドル、エジプト政府の負担額は164百万ドル（換算率＄1＝E£2．9）に達した。

このうち、かんがい改良プロジェクトは10地域の10万6千フェダソについて実施され、約6千万ド

ルを費やして支線水路の改良、近代的な制御装置の設置、取水システムの改良、水利用者組合の組織

等が行なわれた。このかんがいシステムの改良プロジェクトの有効性にかんがみ、世銀ではさらに25

万フユダンについて同じ方式を用いて改良事業を行なうことに同意した。

これらの事業を通して、公共事業水資源省の組織が強化され、関係者の研修が行なわれて、同省の

プロジェクト実施能力は大幅に向上したと見られる。

上記の10プロジェクトの詳細については、それぞれについての小冊子を参照されたい。

5－2－3　世界銀行事務所－Rouchdy Saleh，Senior Natural Resources and Environment

Specialist

世銀のエジプトに対する貸付けは、1970年から97年までの間に45億400万ドルに達しており、その

うち環境及び農業に対するものは10億7300万ドルで、全体の24％を占めている。
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1997年から始まった第4次5ヵ年計画は、民間部門ができるだけ農業に参入するよう奨励し、2002

年までに食糧の自給を達成することを目指している。エジプトは食糧生産について比較的恵まれた地

位にあり、果物や野菜についてはその生産を増加させ輸出に向けることができる。

計画の一環として南部にトシュカという新規の大プロジェクトがある。これは3つの事業から成っ

ている。1つはアルアラメイン地区の開発で、1村落当たり150フェダン程度、全体で1万2千ないし

3千フェダンを地下水を利用して開拓する。第2はトシュカ水路で、これにより50万フェダンの肥沃

な土地を開拓できる。第1期の10万フェダンはすでにサウディの投資家に割り当てられている。この

事業のために50億トンの水をナイル川から引く必要があるが、これは調査の結果可能と考えられる。

第3は東オワイナットというスーダン及びリビア国境に近い地域で、20万フェダソを地下水を用いて

開発する。さらにオアシスの水の管理を改善すれば農地及び農産物を増加させることができよう。

北部では、シナイ半島の東側に40万フユダソの開拓計画がある。また、デルタ東部23万フェダンの

開発はすでに進捗しており、世銀がイスラエルとの協調融資によって事業を実施している。

農業の生産性を上げるための方策としては、良質の種子を生産すること、新種の開発に努めること、

新しいかんがい技術を採用すること、水管理を効率的に行なうことなどが考えられる。

世銀としては日本の信託基金を数多く使っていることもあり、日本との協力関係を継続して行きた

い。世銀との協調融資によるプロジェクトの提案を歓迎する。

5－3　日本の現地機関

5－3－1日本国大使館

エジプトにとって農業分野・農業生産は国内消費を賄う面と輸出産業の両面から極めて重要である。

エジプト政府は、今迄4回の経済開発5ヵ年計画を策定し、産業の振興、経済の発展に努めてきてい

るが、その中で広い意味での農業開発は重要な柱の1つとなっている。

従来から我国も農業関係の援助を行ってきたが、今後、我国のODA予算の制約が強まる中で、どの

ようにエジプトへの援助を展開していくかということになるが、

第1点は、優良案件を厳選して対応せざるを得なくなる。

第2点は、我国の経済協力のスキームである技術協力・無償資金協力・有償資金協力の3老を組合せ、

稗益効果・費用対効果を大きくすると共に援助の質の向上を因って行きたい。

第3点ほ、地域的に農業開発をどう考えるかということになるが、これは従来からの農業地帯の農業

開発と新しい農業地域の開発でニューバレー等の砂漠の農地開発の2つに分けられる。

後者の新規農地開発は、フィージブルかどうかということ、土地問題及び農業人口の移動等政治問

題となりやすい傾向にあること、何兆円という膨大な資金が必要な大規模な計画の中に位置付けられ

た1部分となることから慎重に取組む必要があると考えている。北シナイで円借款を行い会計検査院

に指摘されている事例もある。

北シナイの話としては、スエズ架橋プロジェクトという超大型無償が動いている。北シナイの農業
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だけでなく、地域全体の開発につながるこの橋への期待は大きい。

第4次5ヵ年計画では、農業生産の成長率の目標を年率3．8％、新規開拓地10．5万ha（25万フェダ

ン）、新卒者の入植5万人（1万人／年）とし、若い人の就業機会の増大、貧困対策を推進することと

しているが、いかにしてこの目標を達成していくかが重要である。

また、我国・大使館等とエジプト政府との関係は良い関係にあり、エジプト政府の我国への期待も

大きい。特にユーセフ農業大臣は与党の幹事長をされ、大統領に近い方で、親日的な方であり、農業

開発で日本への期待も大きく、大使館としても出来る限りこれに応えて行きたいと考えている。

最後に、我国ODAを今後更に効果的に進め、質の向上を因っていくためには、関係者の横の連携を

更に強め、協力していくことが重要であり、よろしくお願いしたい。

5－3－2」lCA事務所

農業開発・かんがい等の分野における3人の専門家の皆様のご尽力に敬意を表すると共にADCAの

ご協力に対しても感謝している。

エジプトは中近東地域において我国にとって1番重要な国であり、我国の最大の援助対象国である。

例えば、無償資金協力についていえば、平成7年度84億円、平成8年度70億円となっている。我国協

力の重点項目をあげると①農業・かんがい②工業振興・輸出振興③教育・職業訓練・人的資源開発④

医療・人口計画⑤環境（上下水道を含む）となっており、エジプトの場合は無償資金協力の金額が多

い傾向にある。

そういう中で農業・かんがいは重要な柱の1つであり、とくにかんがいのウエイトは高い。かんが

いでは、バハルヨセフ用水路の堰を無償資金協力で改修したが、今後も他の堰を改修する計画がある。

開発調査については、北シナイで協力した実績があり、エジプト政府は北シナイにナイル河の水を導

水し、農地開発を行い、2017年迄に300万人の移住を計画しており、今後も開発調査で協力する可能性

がある。技術協力については、水管理・かんがいの分野でプロジェクト方式技術協力が検討されてい

る。このように開発調査・無償資金協力・プロ技協・専門家派遣・研修員受入と幅広い協力を行って

いるが、関係する2つの機関のうち公共事業水資源省の方が実績が多く、農業省の方が少なく、過去

に無償及びプロ技協で米作機械化プロジェクトの実績のみであり、優良案件があれば農業省関係のプ

ロジェクトも実施したいと考えている。なお、円借款でかんがいのポンプのプロジェクトがあったと

記憶している。1993年以降円借款は停止されていたが今年再開の方向で動いていると聞いている。

ニューバレー大規模農地開発プロジェクトには現在協力していないが、要請はきている。スーダン

との協定で定められたアスワンハイダムの550億トンの水の内50億トンを導水し開発を行うもので20

年という長期間の開発戦略の中に位置付けられており、今年1部工事に着手したと聞いている。エジ

プトの人口は現在6，000万人で人口増加率は2．1％であり、2017年には7，000万人以上になると推定さ

れる。耕地は4％にすぎず、現在食糧を輸入している状況にあり、人口増加に対して耕地の拡大は必

要である。それに加え、湾岸諸国に先生や医者として200万人が出稼ぎに行っているが、近年自国民徴
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用の憤向にあり帰国者が増加しており、その受入も必要である。また、若い人の就職先が少ないこと、

都市と農村・北部と南部地域の格差が大きいことも問題である。

北シナイの開発はエジプト政府の重要政策で悲願であり、他の国はあまり協力していない状況の中

で日本は協力している。スエズ架橋のプロジェクトの総事業費は200億円でその60％、120億円を日本

が負担し、残り40％をエジプトが負担する。この他、農地開発・水資源開発のプロジェクトの工事も

実施されており、これらの開発事業にはクエート関連の資金も入っていると聞いている。

なお、農村開発庁は農業より社会開発に関係がありJOCVが対応している。

今後の農業農村開発事業の展開については、我国ODAが10％削減のなかで農業分野もその影響を

受けることは避けられない。特に新規プロジェクトの採択は更に敵しくなる可能性があり、優良案件

の発掘が益々重要となりADCAの役割は重大である。エジプト事務所としてほ、我国の経済協力がア

ジア地域中心になっているのに対し中近東地域の重要性を関係機関にピーアールして行きたいと考え

ている。

5－3－3　0ECF事務所

エジプトは今円借款は止まっている。1990年頃大規模な債務削減、理論的に66％の債務削減を行い、

その対象国には新規の貸付は実施しないことになっており、エジプトもその1つで、80年代後半から

約10年間新規案件はない。但し、湾岸戦争の時には例外的に商品借款等を周辺諸国に行った。

昨年11月エジプトのパーフォーマンスも良くなったということで日本政府から新規借款もありうべ

しとの発言があり、新規案件を採択出来るようになった。

エジプトについて10年前迄ほ毎年借款を取り上げ一時は500億円になった時もあり、その中で農業

案件も取り上げていたが、多くの案件がENまで結んでいながらキャンセルされ、その中に農業案件

が多かった。その理由としては80年代後半以降経済状況が悪かったため、公共投資縮小の中で不要不

急ということで先送りになったと考えられる。そういう経鮫をしたOECFとしては、国家の重要案件

として必ずやるのですねということを確認せざるをえない。農業について悪い印象を持っているわけ

でなく、エジプトにとって、食糧の確保及び地方における雇用の確保のためにも、農業は大切である

と思っている。

会計検査院に指摘されたェルサラームの案件は北シナイに水を導水するプロジェクトであるが、そ

の時採択したプロジェクトほスエズ運河の西側の地域迄導水し、その地域の新規農地開発を行うもの

であった。用水路やポンプ場等を建設し、5～10年で線の農地に変わるというエジプト政府の説明を

会計検査院にもしてきたが、10年たっても完全にそうなっておらず効果が十分発現していない。エジ

プト政府がやりますといえば、それを否定することほ出来ないが、コンサルタント等がそうはいって

も1つ1つつめていけば相当期間がかかるといってもらえばOECFとしてもいいやり方があったかも

しれない。

確かに塩害等もあり条件が悪いかもしれないが、元々、エジプトと我々とでは時間のタームの取り
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方が違う。エジプトは50年～100年で見ている。我々は5年のタームで会計検査院に効果を出さなけ

ればならない。国家100年の計画で、100年後には効果が出ますというのであれば我々も覚悟のしよう

がある。5～10年でなく、30年、100年かかりますというのであればよい。その場合、円借款するかど

うかは別の問題となる。エルサラームについて、個人的にあの水路は意味がないとは考えていないが、

審査が甘かったと今はいえる。

以上2点から、今後案件があがってきた時は相当シビア一に審査せざるを得ない。

過去の経験からいえば、農業案件ほ全て失敗しているかというとそうではなく、成功している例も

ある。エジプト政府が進めている砂漠の新規農地開発・移住は大変難しいストーリイと思う。エジプ

トで水平的農地開発はどこまでやれるのか。水はあるのか。何年計画か。OECFが協力できるプロ

ジェクトか。見極める必要がある。このため新規農地開発でなく、既耕地の生産性の低い所の開発・

改善やかんがい施設の改修等を行い生産性を向上させる取り組み易いプロジェクトを新規採択してい

きたい。都市への人口集中を避けるためにも農村の開発は必要である。公共事業水資源省でも水路の

改修等考えている。

未だ具体的な新規プロジェクトは出ていない。優良案件を期待したい。
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第6章　経済協力

6－1外国援助

エジプトは中東地域の平和と安定の維持に重要な役割を果たしていること、また開発需要が大きい

ことから、西側先進国からの2国間援助は、エジプトのソ連離れに伴い74年以降増加し、中でも米国

が最大の援助国となっている。90年には、湾岸危機に伴ってDAC諸国からの2国間援助が増大し、支

出純額で19億6900万ドルとなったが、このうち58％に当たる11億ドルが米国から供与された。最近の

DAC諸国のODA実績は次表の通りで、米国の援助の比率は低下傾向にある。

DAC諸国、ODA NET　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（支出純額、単位：百万ドル）

暦年 1　 位 2　 位 3　 位 4　 位 5　 位 うち 日本 合　 計

93 米国　　 939 ．0 日本　　 275 ．1 フランス　 260 ，7 イタ リア 145 ．4 ドイツ　 110 ．9 275 ．1 1 ，823 ．8

94 米国　　 685 ．0 イタ リア　 616 ．7 フランス　 409 ．6 ドイツ　　 29 1．6 日本　　 189 ．0 18 9 ．0 2 ，3 10 ．7

95 米国　　　 626 ．0 フランス　 449 ．1 日本　　　 242 ．8 カナダ　　 63 ．2 デンマ ーク93 ．3 242 ．8 1 ，689 ．4

96 米国　　　 725 ．0 ドイ ツ　　 442 ．4 フランス　 3 01．2 日本　　 201 ．3 カナダ　 114 ．0 20 1 ．3 1 ，93 3．3

国際機関によるODAの近年の実績は次の通りである。

国際機関、ODA NET　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（支出純額、単位：百万ドル）

暦 年 1　 位 2　 位 3　 位 4　 位 5　 位 そ の他 合　 計

9 3 O P E C T O T A L　75 ．3 C E C　　　 5 7 ．4 U N D P　 16 ．2 W F P　　 l O ．5 A f D F　　 9．4 2 8 ．8 19 7 ．5

9 4 C E C　 1 36 ．5 O P E C T O T A L　6 6 ．2 I D A　　 3 7 ．7 W F P　　 1 4 ．0 U N D P　 l l．7 2 3 ．8 2 8 9 ．9

95 C E C　　 94 ．3 I D A　　 6 9 ．0 U N D P　 12 ．3 A f D F　　 9 ．2 W F P　　　 7．5 2 3 ．6 2 15 ．9

96 C E C　　 97 ．9 I D A　　 6 7．4 A f D F　 14 ．5 U N D P　 1 2 ．6 3 2 ．8 2 2 5 ．2

6－2　わが国の対エジプト経済協力

エジプトは我が国の対中近東地域援助の重点国の一つであり、各種の分野について援助を実施して

いる。農業に関しては、食糧の自給率改善のために、生産性を向上させ、農産物の保管・流通面の改

善を図ることが援助の重点とされている。

96年度までの援助累計額ほ、有償資金協力が6，551億円（交換公文ベース）、無償資金協力が961億円
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（同上）、技術協力が353億円（JICA経費実蹟ベース）で、それぞれ域内第1位となっている。

有償資金協力は、債務削減に伴い93年以降は新鋭円借款を供与していないが、96年10月に経済改革

プログラムについてIMFとの合意が成立したこと及び債務削減の最終段階に移行したことを踏まえ、

再開される見通しである。過去の円借款のうち農業関係の案件ほ次に示した通りである。

交換公文 件　　　　 名 内　　　　　　　　　　　　 容 金　　　 額

8 1．1．5

8 1．11．24

83．3．24

83．11．17

85．4．28

85．4．28

85．4．28

／／

アス ワン州砂糖 きび生 23，000haを対象 に農業機械の導入、 トレー

百方 円

2，840

4，600

7，300

350

7，26 0

3，60 0

6，270

7，920

産改善計画 ニングセ ンターの設立

サ ラーム運河計画

ア ドレア土地改良計画

テ ンス・オブ・ラマダン

スエズ運 河西部 の 8 万haのかんがい用水路

建 設

シャルキヤ州 ア ドレア地区の土漠約 2 ，70 0

haをかんがい し、耕地化す る。

イスマイ リア州 の砂漠地約 9，00 0h aをか ん

農業開発計画 （E ／ S ）

テ ンス ・オブ ・ラマダ

がい し、農地開発す るための事業計 画の詳

細 調査及び設計等

イスマイ リア州 の砂漠地約 800haの農地の

ン農業開発計画 造成及び施設建設

ケナ州 さ とうきび生産 ケナ州58 ，000haの既存 さ とうきび栽培の機

改善計画 械 化

カ ッターラ地区土地改 カ ッターラ地 区約 2，000haのかんがい及び

良計画 農 用地 開発

砂糖工場 リハ ビ リ計画 砂糖工場 2 ヵ所 の設備更新

計 8　　　 件 40，140
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無償資金協力は、食糧・農業、保健・医療、水道、運輸・交通等、幅広く実施されている。農業関

係の一般無償案件は次表に示した通りである。

交換公文 件　　　　 名 内　　　　　　　　　　　 容 金　　　 額

79．11 ．24 栄養改善計画 ま ぐろ、かつお缶
百万円

400

80 ．6．8 漁業訓練計画 漁業訓練船　 1 隻 500

82 ．8．1

／／

米作幾械セ ンター建設 セ ンター棟、研修生用宿舎、機械 修理棟 及 1，400

878

計画 び機材

優良種子生産計画 温室、種 子選包装施設資機 材

83．8．22

84 ．8．28

85 ．10 ．1

88 ．1．12

9 1．1．2 1

91 ．1．21

91 ．9．26

9 2 ．1．14

92 ．6．8

9 2 ．8．15

93 ．3．13

93 ．11 ．18

95 ．1．10

95 ．5．16

96 ．

精米技術訓練セ ンター

建設計画

農業機械貸出 しセ ンタ

ー設立計画

農業機械貸出 しセ ンタ

セ ンター棟建設、叛摺精米装置棟 の供 与

セ ンター建設、大型修理工場建設

ワー クシ ョップ、倉庫等の建 設及 び機械 の

1，550

1，303

1，256

939

979

624

898

15 1

1 ，328

680

1，34 1

6 19

94

2 ，387

1 ，404

ー設立計画 供与

地中海及び紅海水産資

源探査計画

アタカ漁港再整備計画

水産資源調査、訓練船 2 隻の供 与

漁業の振興を 図るため、陸揚岸壁 、防波堤

（1 期） 等の建 設及 び改修、関連設備の機 材供 与

米貯蔵セ ンター改善計 食糧供給料を増大 させ るための、米貯蔵 セ

画 ンター改善の資機材を供与

アタカ漁港 再整備 計画 漁業 の振興を図 るため、陸 揚岸壁 、防波堤

（2 期） 等 の建設及び改修、関連設備 の機材供与

ナイルバ レー小麦機械 農地 の均平化を行 うために必要な 自動測 量

化増産 計画 装置 の供与

米貯蔵 センター改善計

画 （1 期）

上エ ジプ トかんがい施

設改修計画 （1 期）

米貯蔵セ ンター改善計

画 （2 期）

上エ ジプ トかんがい施

設改修計画 （2 期）

バハル ・ヨセ フかんが

い用水路整備計画 （詳
細設計分）

バ ハル ・ヨセフかんが

い用水路整備計画

第 2 次上 エジプ トかん

が い施設改修計画

米貯蔵 用サイ ロ建設、整備

ポ ンプ等 の機材 の供与

米貯蔵 サイ ロ建設、整備

ポ ンプ等 の機材 の供与

かんがい施設 の改修、整備

かんがい施設 の改修、整備

計 19　　　　 件 18 ，73 1
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また、食糧増産援助は、81年以降毎年、農業機械、農薬、肥料等について実施されていて、その累

計ほ96年度までに101億円となっている。

技術協力については、農業、保健・医療、工業等、広範囲の分野に対して、プロジェクト方式技術

協力、開発調査等を実施している。プロジェクト方式技術協力の案件の中には米作機械化（協力期間

81年8月－92年3月）のプロジェクトがある。また、95年度及び96年度実施の開発調査案件の中には、

オモウム農村地域排水改良計画、北東シナイ地区総合農業開発計画等がある。従前の開発調査案件は

次に示した通りである。

案　　　　　 件　　　　　 名 1 次 調 査 2　次 調 査 3　次 調 査

南部総 合開発 M ／ P

F ／ S

78～ 79

南 部ホサイニア ・バ レイ開発 計画 F ／ S 79～ 80

（経済技術 協力調査） P ／ F 80

テ ンス ・オブ ・ラマダ ン地 区農業 開発計画 F ／ S 8 1′－82

食 肉冷凍供給 開発計画 F ／ S 8 1～ 83

北部ホサイニアバ レー及びポー トサイ ド南部農業開発計画 F ／ S 82′－83

フ ァユー ム農 業開発 計画 F ／ S 82′－8 4

南 部ホサイ ニアバ レー農業 開発計 画　 P h ase I F ／ S 83へ′84

北 シナイ農村総 合開発計画 M ／ P 87～ 8 8

バ ノ、ル ヨセ フ地 区かんがい整備計 画 F ／ S 90′、ノ92
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第7章　ADCAとしての今後の対応

1．エジプトの現状

現在、エジプトは年率2％前後の人口増加率による人口の増大、更に、都市への人口の集中による

諸問題が生じている。また、食料自給率の低下による食糧輸入の増大が問題となっている。これに対

して、ナイル川に沿ったナイル谷及びデルタ地域の周辺砂漠地域の農地開発、北シナイ地域総合農地

開発及びニューバレー地域の総合開発により、新規農地の確保による食糧生産の増大、都市への人口

集中の緩和及び就業機会の確保を図ることとして大規模プロジェクトを進めてきている。

これらの大規模プロジェクトは、1970年のアスワンハイダムの完成による豊富な水資源の確保を背

景として進められてきている。

一方、工業化による工場排水の農業用水への混入、人口の増大に伴う生活難排水による水質汚濁が

懸念されつつある。

また、水質と合わせて水資源についても、近年の大規模プロジェクトの進展により、今後、15～20

年後には、水資源が不足すると推測されている。

この水資源の不足に対しては、エジプトの水資源の95％を占めるナイル河の水はアスワンハイダム

の建設により全て開発し尽くされており、今後は上流に位置するスーダン国内での共同開発による計

画ほあるものの、現状から判断して非常に困難な状況にあるといえる。

このようにエジプトの現状は、各種問題の打開策を順次講じつつあるものの、これらの問題を解決

し、経済発展を行なっていくためには、限られた資源であり、逼迫しつつある水資源の有効利用を考

慮せざるを得ない状況下におかれていると言える。

更に、現在進められている経済改革では、農業分野においても公的企業の民営化が図られているほ

か、農産物の統制がほぼ撤廃されている。

2，今後の対応

（り　総合的なシステムの構築

エジプトには、現在、社会経済5カ年計画をはじめ、水マスタープラン、土地マスタープラン等

があるが、これらは相互に密接に関連していることから、その実施内容の具体性及びその実施した

内容の評価を行なうシステムの構築が必要であると考えられる。

特にエジプトにおいては水資源は全ての根幹をなすものであり、また、各種施策の実施から完了

までには長期間を要することから、各種対策の具体性についての検討及びその実効性を可能とする

システムの構築が必要と考えられる。

更に、将来的な水資源の逼迫の懸念と相まって、水資源はナイル河上流部での降雨量により変化
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することから、長期的渇水時の対応を含めた危機管理計画の構築が必要と考えられる。

（2）モデル事業の実施

経済改革及び水資源の逼迫を受け、現在、農産物の統制の撤廃に伴う市場の自由化の推進、かん

がいシステムの改善及び維持管理及び運転経費の農家負担等が進められつつあるが、これらは、こ

れまでの長いかんがいの歴史の間に農家及び住民の間に構築されてきたシステムの再構築を意味す

るものであり、実施に当たっては農家の同意、協力が不可欠であると考えられる。

このため、具体的な実施に当たってはモデル地域を選定し、実施した上で、更に、他地域への普

及性についての検討が必要であると考えられる。

この点については、日本はこれまでかんがいシステムの改善を行なってきた経験を有しており、

十分な対応が可能であると考えられる。

（3）段階的事業の実施展開

エジプトのかんがいシステムは、アスワンハイダムを貯水池としてナイル河から各種取水された

水を基幹用水路、幹線用水路、支線用水路、メスカ、マルワをへて圃場に運ぶシステムを取ってお

り、地区内を網の目のように水路が走っている状況である。このため、水としては全て繋がってい

るものの、事業の実施に当たっては、総合的対策を踏まえ、各段階（規模等）の位置付けを十分に

認識した上で、実施する必要がある。

例えば、ある基幹水路の受益面積は約40万haあり、全ての調査及び全体の事業化は困難であるこ

とから、モデル事業の結果又は地域特性等を踏まえた事業の展開が必要と考える。

更に、事業化に当たっては現状の技術力、維持管理体制を踏まえた上で、計画をたてる必要があ

ると考える。特に、エジプトは3月～5月にかけてハムシーソといわれる砂嵐が吹くため、精密機

器の採用に当たっては十分な配慮が必要である。

（4）ソフト面の充実（農民、地域住民の参加）

経済改革の推進方向として、公的企業の民営化、農家負担の実施の流れで進められてきており、

事業の実施に当たっては、今後、益々農家及び地域住民との繋がりが大きくなるとともに、この面

への具体的な改善方策が必要となってくると考えられる。

現在、エジプトにおける具体的な改善必要対策のひとつである、かんがいシステムの改善にあ

たっては、農民による水利組織の構築及び新たな水利用のルールの構築が必要ある。

このため、ソフト面を中心とした具体的改善方策の策定について検討が必要であると考えられる。

（5）事業主体の統括と事業の一元的実施

他の開発途上国と同様にエジプトにおいても縦割り横割り行政システムであり、総合的な事業で
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は、各関係省庁及び関係局庁との調整を必要とするが、細部については円滑な調整が困難な状況に

ある。なお、基本的な内容については、関係機関からなるステアリングコミッティを作り対応して

おり、例外的に、大規模プロジェクトである北シナイ総合開発に関しては出先事務所は関係機関か

らの出向者で組織されている。

このため事業実施に当たっては、内容が関係機関に十分に周知されるシステムを作り、手戻りが

生じないよう、事業内容が関係者に十分把捉されるように配慮する必要があると考えられる。

（6）基礎資料の充実

エジプトでは近年正確な悉皆調査等による統計データが収集されておらず、事業実施及び各種予

測、評価において、大変な労力を必要としている。また、過去の社会情勢のため資料収集に多大な

労力を必要としているのが現状である。

このため農業に関する統計データの収集整理、データベース化のため、組織も含めプログラム又

はプロジェクトの実施を検討する必要があると考えられる。

（7）わが国の協力の推進

エジプトにおいて、これまで約50件のプロジェクトファインデイングを約20年間に実施してきて

おり、エジプト全土に広がっている現状である。これらを活用すると共に、今後、効率的なP／F

を実施するため、これまでの実施済地区の評価及びエジプトの基本政策の変更を踏まえた対策を検

討し、より効果的な援助を行なう必要があると考えられる。
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第8章　面会者及び収集資料

8－1面会者リスト（第1次及び第2次調査）

在エジプト日本国大使館

坂場　三男　　公使

三宅　光一　　一等書記官

中野　明久　　一等書記官

」lCAエジプト事務所

鈴木　信一　　所長（第1次調査当時）

竹内喜久男　　所長

海外経済協力基金カイロ駐在見事務所

野村　　徹　　首席駐在員

高橋　志行　　駐在員

公共事業水資源省

Dr. Bayoumi B. Attia

En& Yehia Abdel Aziz

Eng. Ahmed Mazen

Mohamed N. Salem

Amr Diab

Eng. Abd-Elwahsh Kinguj

Eng. Nabil Fawzy Nashed

Eng. Wael Mahmoud El-Gad

Eng. Abd-Elhafiez Shalaby

Eng. Ayman Amin Abd-Elsalam

Senior Undersecretary for Water Resources Planning

Chairman, Irrigation Department

Minister's Counselor, General Supervisor on Arab

Funded Projects

General Director for Studies Sector, North Sinai

Development Organization

Assistant Director, Planning Sector, North Sinai

Development Organization

Construction Supervisor, North Sinai Development

Organization

Director, Irrigation Improvement Sector (IIP)

Civil Engineer, Irrigation Improvement Sector

General Director of Delta Barrage

Head of Water Distribution for Delta Barrage

En＆Mohamed AbdelRahman M．Hassan Aswan Pump Stations Directorate Manager
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Elsyed Morsy

Eng. Shaved Mashady

Eng. Adel Mohamed Saleh

木村　　充

Ol:.∫ (II ';

Manager of Public Relations, Aswan High Dam

Authority

Inspector of IIP at Beni-Suef

Director of work at Beni-Suef

JICA Expert

JICA Expert

農業･土地開拓省

Eng. Abdel Rahman Abdel Mageed Aly Deputy Chairman of General Authority for

Mohamed M. Fatahallah

Rehabilitation Projects and Agricultural Development

(GARPAD)

Undersecretary for Agricultural Projects, GARPAD

Eng. Abd El-Monim Farrag Kenawy Head of the Central Administration for Agricultural

Dr. Elham El Khoully

Eng. Atef Taha

Eng. Kamal Abd EI Rahim

桜庭　光一

シェルケヤ県営カッターラ農場

Eng. Abd EトMaksad Teama

Eng. Saied Abd Alia Abass

国際協力省

Ahmed Ragaei

Mohsm M. Sadek

FAOカイロ事務所

Ibrahim Ali Abul Zahab

世界銀行カイロ事務所

Rouchdy Saleh

Department

Head of Socio-economic Department, GARPAD

Director of Breeding and Fattening Department,

GARPAD

Director of Soil Department, GARPAD

JICA Expert

General Manager

Assistant General Manager

First Undersecretary

Director of Japan Department

Programme Officer

Senior Natural Resources and Environment Specialist
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USA旧カイロ事務所

Dr. D. Craig Anderson

Eng. Mahmoud A. Mabrouk

Wadie Fahim Mankarious

ADCA会員

大久保売文

足立　英二

:I.!1']; 0､-i

Dr. Nabil Abdel Fattah Sehsah

相馬　隆一

佐藤　達也

その他

長峰　宏光

8－2　収集資料リスト

Agricultural Officer, Agricultural Policy Division

Office of Irrigation

Water Resources Management Specialist

株式会社三砧コンサルタンツ取締役

技術第3部長

海外企画管理部

Chief Representative, Cairo Office,

パシッフィ　ックコンサルタンツ･インターナショナル

General Manager,株式会社クボタ･カイロ連絡事務所

日商岩井株式会社カイロ駐在員事務所

大日本土木株式会社カイロ営業所長

エジプト一般

1.エジプト情勢:日本国大使館1993年4月

2.エジプト･アラブ共和国:

3.任国情報-エジプト: JICA国際協力総合研修所1997年

4. EIU Country Reporト3rd and 4th quarters 1997

5. Summary out of the Annual Economic Report: Cabinet Data Centre 1997年1月

6. The Economic and Social Development Plan 1997/98 and the Fourth Five Year Plan

1997/98 to 2001/2002

7.エジプトと21世紀-Vision 2017概要

8. Statistical Year Book: Central Agency for Public Mobilisation and Statistics 1997年6月

農林水産業

9.農林水産業協力便覧-エジプト･アラブ共和国:国際農林業協力協会1996年3月

10.エジプトの農業･水産業(第2版) :エジプト農業･水産業研究会1996年3月

ll.エジプトの農業一義とグラフによる農業統計:エジプト農業研究会1992年4月

12. The Third Five-Year Plan - The Agriculture Sector (1996 Addendum)
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13. Agricultural Development in Egypt: Challenges, Achievements and Future

Prospects: Dr. Saad Nassar 1997年

14. The Agriculture Sector in Egypt :出典不明

農地開発及び農耕

15.エジプトの農業(初版)第2章　農地開発編:エジプト農業研究会1990年

16. Executive Summary for the Strategy of Land Reclamation in Egypt from 1997 to 2017:

GARPAD, Ministry of Agriculture and Land Reclamation 1997年1月

17.第4次農地開発5ヵ年計画の概要について: 1997年10月

18.エジプト･ナイルデルタの水田耕作:渡辺/新保/丸山　農業土木学会誌1994年2月

水資源及びかんがい

19.エジプトの水資源(未定稿) :島崎和夫JICA専門家1997年10月

20.エジプトの年間水収支(1989/90年)

21.エジプトの准慨改善計画(未定稿) :公共事業水資源省かんがい局1997年2月

22.先行整備事業の現状と今後の整備計画:

23. Water Resources and Demand Management in Egypt - Present and Future

Perspectives: M. B. A. Saad/M. S. M. Farid 1996年

24. Irrigation Advisory Service Strategy for Sustainable Private Water User Associations :

1995年

25.エジプトの水資源とかんがい排水:北村/渡辺/新保　農業工学研究所技報1994年3月

26.エジプト一種概制度改革の新段階:長沢栄治　新評論1996年3月

27. Products and Services of the Egyptian Survey Authority : 1996年7月

28. Monitoring, Forecasting and Simulation Project: Nile Forecasting Center

国際協力

29.世銀融資事業の概要: 1997年

30. The World Bank Group- Egypt : 1997年10月

31. FAO Technical Cooperation Programme : 1996年8月

32. USAID Reports - Irrigation Management Systems
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第9章　現地視察報告

9－1北シナイ土地開拓事業

9－ト1エルサラーム（EL－SaIam）用水路建設事業について

1．シナイ開発の目的

エジプトにおいてほ、イスラエルから返還されたシナイ半島の開発が最重要プロジェクトとして

位置づけられており、1982年の返還以来その開発が着実に実施されている。特に、シナイ半島北部

においてはエルサラーム用水路の建設、40万fedの農地開発及び新農村の建設が公共事業省北シナ

イ開発機構により進められており、エルサラーム用水路はシナイ開発の要と言える施設である。

開発の目的としては、食料増産、人口分散及び雇用対策等、現在エジプトの抱える経済・社会的

要請に応えるのはもちろんのこと、国土保全（領土確保）という軍事・政治上の狙いが込められて

いる。

2．エルサラーム用水路建設事業の概要

ユルサラーム用水路は、スエズ運河西部22万fedとスエズ運河東部40万fedの農地開発地域に係る

農業用水を供給するため、ダミエッタから北シナイまで約252加（スエズ運河西部87血、スエズ運河

東部165km）を導水するものである。

導水計画は、ナイル川の分流であるダミエッタ川（Damietta）から最大109汀董／sを取水し、途中

ロワーセルー排水路（LowerSerw）から23Id／s及びバハルハドゥス排水路（BahrHadous）から

86Id／sが取水され、ナイル川の水と混合利用される。混合比は、作物の作付け及び生育状況等に

応じて期別毎に設定されているが、概ね1：1となっている。総取水量は、年間44．50低山（142Id

／s）で最大月別取水量は6月の5．7億dである。

また、事業の実施は、スエズ運河西部87血を1期として先行し、スエズ運河東部87血を2期とし

て実施している。

3．事業計画

（1）1期事業

・ファラスコー堰（ナイル川分岐から222km地点）

・エルサラーム取水工（ナイル川分岐から219l皿地点）

・幹線用水路87km

・ポンプ場3箇所他（ポンプ15台は円借款）

（2）2期事業
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・スエズ運河横断サイホン工（Q＝maX160Ⅰ戎／s、トンネル4連、L＝750m）

・幹線用水路87血

・ポンプ場4箇所他

4．　進捗状況

（1）1期事業は完成し、関連農地開発の完了を待って本格通水。

（2）2期事業は、スエズ運河横断トンネル4連のうち2つが貫通、横断工完成は1997年予定。幹線

用水路、ポンプ場は、鋭意施工中。
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9－ト2　大規模よ地開発・かんがい排水の事例（北シナイ総合農村開発）

1．事例事業の概要

本章では水資源開発、かんがい、農地開発の具体的事例として、シナイ半島北部で実施中の農村

総合開発（ェル・サラーム用水路の建設、40万フェダンの農地開拓及び新農村の建設）を、公共事

業水資源省資料から見ることとする。

本事業はイスラエル、パレスチナ（ガザ地区）と境界を接するシナイ半島における一種の植民事

業であり、日本では考えられないような、戦略的意図も含む高度に政策的な判断に基づき実施され

ている面がある。

事業の主な構成要素ほ、幹線用水路155h、スエズ運河横断サイホン、幹線上のポンプ場4ヵ所、

支線及び末端用排水路一式、農道一式、居住区（農村）及び付帯施設の建設となっている。圃場の

整備については一部地区の除塩以外、特に記述されていない。

事業目的としては大きく3つが挙げられている。1．食糧増産、2．人口分散及び雇用対策、

3．国土保全であるが、多少説明が必要と思われる。

食糧増産については本書中に何度も書かれているとおり、自給率向上のため当然必要とされる目

標である。

人口分散は二つの意味を持つ。1つは都市（＝カイロ）の過密対策であり、辛辣な見方をすれば

一種の棄民策と言えよう。2つ目はデルタ等の農民の新規開拓地への移民であり、旧農地での過密

対策と新農地での労働力確保が目的である。

国土保全、と表現したが、領土確保という意味が相当部分ある。すなわち、無人に近いフロン

ティアを国境地帯に残したくない、という国家意志が反映しているものと思われる。

2．計画を理解するための留意点及び計画上の問題点

以下ほ、エジプト側の構想・計画を日本人が理解するための視点及び問題と思われる点を参考ま

でに記した。

（1）構想

本計画の構想は、本章冒頭にも述べたとおり国家目標とも関連する大局的、政治的判断が出発

点となっており、通常の開発計画とは趣を異にする部分をもっている。

従って、日本で行われているような投資効果に応じた事業規模策定よりは、自然条件的に可能

な限りの開発を追及する姿勢が強く感じられる。エジプト側の説明姿勢には、当初設定された40

万フェダソの開拓を達成することが至上課題であるような態度がしばしば見られる。また、大統

領を始め指導者層もこれを強く指示している。

このことほ、目標先行で計画をそれに合わせたような一面がある可能性を示しており、実施に

伴って問題点が表面化することも有り得る。
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（2）かんがい計画

40万フェダソに対する総用水量は年間4．45億dとされており、これは142Ⅰ戒／s、7．3皿／日に

相当する。このうちナイル川からの取水量は約47％に当たる年間2．11億出であり、53％に当たる

残りの水源はデルタからの排水である。

このこと自体は水資源の有効利用と言えるものであるが、混合比などつじつまが合わない部分

があり水質的には不安が残る。また、土壌塩分の特に高いティナ工区の洗脱用水が十分に見込ま

れているかどうかは、再検討する必要があるように思われる。

なお、完成後の用水管理計画は定かでないが、地区間の調整を慎重に行わないと広大な地区内

での水配分に問題が生じる可能性がある。エジプト側でもこの点については不安があるためか、

JICAに要請された開発調査の実施に当たって高度な水管理システムの導入を検討することが要

望されている。

（3）排水計画

当計画の排水は主にティナ地区の塩分洗脱のために設定されており、排水路が相当な密度で配

置されている。しかし、他の事業地区の例から類推すると団場内の暗渠配置は必ずしも十分で無

い可能性があり、計画に言う2年で脱塩が終了しないことが考えられる。

一方、一部の標高の高い地区では「排水の必要はない」とされているが、既存の開拓地ではこ

のような部位でも不適切なかんがいにより湛水を引き起こしている例が見られる。

（4）圃場計画

土質調査に基づき計画されているが、実際には土壌改良などの工事は無く、畦畔と園内道路の

造成が行われるだけであり、園内の整備は圃場内かんがい設備も含め入植者が行うこととなる。

（5）入植計画及び営農計画

開発予定地域ほ全くの砂漠又は湿地帯である。ここに新たな農村を建設し、デルタ農民及び高

学歴の農業経営者を入植させることとなっている。

既存の砂漠開拓地などでは、入植者の定着に問題があると言われており、その理由は、1．経

験不足、2．指導及びアフターケア不足、3．環境不適応と、されている。

これらに対応するため、本計画では農村環境のレベルを向上させ、営農指導については事業経

営公社というような組織を設立して、入植後のバックアップを図ることとしているが、組織化、

ソフト　サービスといった分野はエジプトの最も苦手とする事柄であり、実際にうまく機能させ

るためには相当の意識変革と行動のマニュアル化などの対策が必要と思われる。

営農の成否は栽培技術のみならず、出荷計画・流通経路の整備などにも影響されるが、これら

についても資料からは明確な方針が読み取れず、不安が残る。既存開拓地ではかんがい方法をデ

ルタ同様の水盤法として、過剰かんがいや塩類集積を起こした例も見られる。
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3．公共事業水資源省　北シナイ開発庁策定　北シナイ開発計画

［農地開発40万フェダン及びェル・サラーム用水路フェーズ2（スエズ運河東岸部）］

（1）事業の構想と理念

・年間555億dの限られたナイル川水利用可能量を考慮する。

・年間7億dに上る農地排水の再利用基本方針を当省として立てている。

・既に新規開拓農地においてナイル川水と農地排水の混用を開始している。

・エル・サラーム用水事業はこの方針に沿って年間2．3億dの再利用を見込むこととしている。

・北シナイ開発によって新農業工業集落の創設を図る。

（2）エル・サラーム用水事業の概要

・エル・サラーム用水の計画総受益は約62万フェダソである。（これは土壌調査結果により定め

られた）

・エル・サラーム用水路はダミニッタ、ダカリフ、シェルキ7、ポートサイド、イスマイリア、

北シナイの各州にまたがって建設される。

・エル・サラーム用水に係る新規開発農地はスエズ運河西岸に22万フユダン（ダミニッタ、ダカ

リア、シェルキア、ポートサイド、イスマイリア各州）、東岸のシナイ半島に40万フェダン

（ポートサイド、イスマイリア、北シナイ各州）である。

・エル・サラーム用水は、ナイル川ダミニッタ分流右岸219km地点でダミエッタ頭首工により取

水される。

取水口は最大取水時に呑口上流部でELl．70m取水後ELl．60mの水位が設定されている。

・ロワーセルー（LowerSerw）及びバハルハドゥス（BahrHadous）の両排水路の水が再利用さ

れナイルからの水と混合使用される。

混合比は最大1：1までで、状況に応じ設定される。

・年毎の作付けに応じた水質監視と、水質・土質の特性及び作目とその成育段階に応じた混合比

の設定が必要である。

水源計画

1　ナイル川ダミニッタ分流　2．11

2　ロワーセルー排水路　　　0．435

3　バハルハドゥス排水路　1．905

計　　　　　　　　4．45億d（年間）

（3）事業目的

・農業生産を増加させ、食糧輸入依存の減少と果物・野菜の輸出を図ることによりエジプト農政

の振興に資する。

・無効放流されている農地排水の有効利用を図る。

・ナイル谷の人口過密解消のため、住民の再配分を図る。
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・シナイ地方と東デルタ地方との接続を図り、当該地域を従前（スエズ運河開削以前の意味

か？）同様中央地方からの自然な外縁地域として再整備して、中央に連なる地区としてその資

源の有効利用を図る。

・広範な雇用機会の創出を図る。

（4）事業実施フェーズ（期分け）

事業は2期に分けて実施される。

1　エル・サラーム用水1期　スエズ運河西岸（22方フェダン）を実施する。

2　　　　／′　　　　　2期　　／′　　東岸（40万フェダン）を実施するが、事業名を「北シ

ナイ開発≠40万フェダソの開拓」として行う。

（5）1期事業（スエズ運河西岸側…既実施済）の地区概要

地区はデルタの一部からなり、北はマンザラ湖、南はシェルキアとイスマイリア州の既存農地、

東はスエズ運河に面している。地勢は近年干陸化した湖面であり、南北に憤斜しており、数メー

トルの標高である。

この地区でのェル・サラーム用水の受益は以下の22万フェダンである。

ダミェッタ州　　3万フェダン　　　　ダカリア州　　　1万3千フェダン

シェルキ7州　　6万4千フェダソ　　イスマイリア州　2万2千フェダン

ボートサイド州　8万1千フユダン

1期事業の事業概要

・ナイル川ダミエッタ分流222k山地点（分岐から）にファラスコー堰を建設する。

・219km地点にェル・サラーム取水工を建設する。

・用水路（延長87km）を建設する。

区間　ダミエッタ、ダカリア、シェルキア、ポートサイドの各州に亙るナイル川取水地点から

イスマイリアーポートサイド道路までの区間

・幹線上にポンプ場3ヵ所を建設する。

・基幹施設（サイホン等）の建設と用水路に伴うドレインの設置を行う。

・支線水路を建設する。

＊1期は既に当省により施工済みとなっており、実施済総額は160百万£Eであった。ただしこ

の費用には77．15kn地点のバノ、ルエルバカール（BahrELBakar）排水路との交差サイホンー

式（94年12月未完成）は含まれていない。

（6）2期事業の実施機関

当省の北シナイ開発機構（NSDO）が現在かんがい施設整備を実施中である。NSDOほ関係各

省庁の代表からなる最高運営委員会を通して各事業要素に対応する。

（7）2期事業地域概要

40万フェダンの事業地区は、北は地中海・バラダウィル湖、西はスエズ運河、東はェル・アリ
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シュ谷、南は砂丘地帯に面している。地区は次の5地域に分けられる。

1　ティナ平原（6万フェダソ　うちポートサイド州5万、イスマイリア州1万）

・古代のナイル（バロウズィ分流）デルタの一部であり黒色垂粘土の堆積地である。地勢は平

坦で、平均海抜1m程度である。

2　南東カンタラ（6．5万フェダン　全てイスマイリア州）

・東上がりに5mから35mの標高をもつ砂質土地帯である。

3　ラバァ（7万フェダン　全て北シナイ州）

・標高20～30mの砂質土地帯である。

4　ベィア・エルアブド（7万フェダン　全て北シナイ州）

・標高20～30mの砂質土地帯である。

5　アルセァ＆アルカヮレーア（13万5千フェダソ　全て北シナイ州）

・標高50～100m、ローム質土地帯で一連の丘陵に囲まれており、このため移動砂丘の害を免

れている。

（8）2期事業内容

北シナイ開発の内容は大きく、1．インフラ整備、2．面内整備に2分される。

1．インフラ整備　　　　　　　　　　2．面内整備

・かんがい排水施設（幹線）＊　　　・圃場内かんがい排水路網

・発電施設及び送電系統

・幹線道路

・住居地域整備

・公共施設建設

・下水整備

・面内電力網、道路網、通信網

＊かんがい排水施設（幹線）に含まれる内容

・エル・サラームサイホン（スエズ運河下、南ポートサイド27．8km地点）

・スエズ運河東部の幹線用水路　約155km

（シナイ半島ではシェイクガベール・エルサバハ（SheikhGaberELSabbah）用水路と称さ

れる。

・東部ポンプ場へ14基のポンプ据え付け

・かんがい排水支線水路

・揚水機場7ヵ所、排水機場3ヵ所

・支線の機場

・スエズ運河東部3kmの地区境界保護帯

・水路に付帯する橋梁その他施設

（9）ェル・サラーム用水路サイホン（スエズ運河横断部）

最重要基幹施設の一であり、スエズ運河を挟み、西岸のエルサラーム用水路から東岸のェル
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シェイクガベール・エルサバハ用水路へ送水する。

当サイホンはスエズ運河を始め、多くの施設の下を通過する。これらを挙げるとポートサイド

ーイスマイリア道路、同鉄道、上水道のポートサイド水路及びパイプライン、スエズ運河道路、

また、将来のスエズ運河拡張にも留意されている。

水理諸元

・最大通水量　　160Ⅰ戎／s

・最小通水量　　　40Ⅰ戎／s

・最大流速　　　　　2m／s

・呑。側水位　　ELl．5m

・吐出側水位　　ELO．6m

設計諸元

・サイホンほ4本のトンネルから構成される。

・各トンネルの延長は750m

・トンネル内径は5．1m

・将来拡張後の運河底に対する最小土被り10m

・トンネル外被は30cm厚コンクリートセグメント（pre－fabricated concrete segments）

・塩ビ防水コーティング2Ⅲm厚

・内側　通常コンクリートライニング32cm厚

㈹　ェル・サラーム用水路スエズ運河東岸部（シェイク・ガベール・エル・サバハ用水路）

エル・サラーム用水路スエズ運河東岸部はエジプトとクウェートの緊密な関係を象徴するため、

シェイク・ガベール・エル・サバハ用水路と呼ばれている。当該用水路はスエズ運河東岸サイホ

ン出口からェル・アリシュ市南部エル・アリシュ谷の終点部まで、ポートサイド、北シナイ両州

を通過し155kmに亙っている。

幹線及び支線水路の一部（砂漠部全部）は浸透ロス防止のため、ライニング（コンクリート20

cm）される。

ティナ平原での用水の用途には古代ナイルによる沖積地帯の農地開発があり、当該地域でほ水

路水位は底高で海抜0．5m以下にならないよう設定されている。（塩分を多量に含む低湿地帯を通

過するための配慮と思われる。）

国道両側の住居地域及び主要施設、また道路沿いの著名史跡を避けるため、バロウザ地点での

1ヵ所以外はカンタラーアリッシュ国道との交差を避けている。

水路はベィア・エルアブド・エルマガラ国道の東では圧力管路となる。これはエルセァ＆アル

カヮレーア地域にポンプアップするためと共にこの地域での移動砂丘の害を避けるためでもある。

これらの諸条件を勘案し次の各機場の設置が決定された。

・ティナ平原（恥4）機場　保護帯の直東　容量160Ⅰ戎／s、揚程2m
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・バロウザ（恥5）機場　　24．7加地点　　容量102Id／s、揚程12m

・カティア（m6）機場　　46．75km地点　容量92Ⅰ通／s、揚程9．5m

・ベィアニルアブド枚場　　86．1加地点　　容量53Id／s、揚程40m

・エルセァ＆エルカワレーア地区内に3機場

・同3排水機場

㈹　地区内土壌区分と選定作物

・粘質土　粘質土地帯の総面積は東カンタラのティナ平原に6万フユダンである。

当地域での推奨作付パターンは以下のとおりであり、高度なかんがいシステムによる

かんがいが必要である。

穀物　　　地域の42％

野菜　　　　　　42％

牧草　　　　　　16％

・砂質土　総面積は34万フェダンであり、地域毎の状況に応じドリップ又はスプリンクラーかん

がいが計画されている。推奨作付パターンは以下のとおり。

穀物　　　地域の27％

牧草　　　　　　22％

果樹　　　　　　15％

野菜　　　　　　14％

オリーブ　　　　　6％

油脂作物　　　　　6％

㈹　農地排水計画

ティナ平原地域

排水はエルファラマとバロウザの2機場から、ポートサイド起点21．4加及び34k血地点のスエズ

運河に排水される。当地域では2ヵ年以上に亙る塩類洗脱のために、念入りな排水システムが必

要であり、現在開水路ネットワークを地区南北両側に建設中である。

南東カンタラ地域

海抜が比較的高いのでティナ平原のような排水システムは必要無い。当地域からの排水ほティ

ナ地域同様スエズ運河に排除されるが、ポンプは必要無い。

ラバァ及びベィア・エルアブド地域

バラダウィル湖の水質性状を適正に維持するため、排水を湖に流入させない、及び両地域の開

発は湖岸から最低1km離すという配慮が払われている。

また、両地域の北端にカットオフを設け、排水を直接バロウザ付近の海に排除する計画が立て

られている。

エルセァ＆エルカワレーア地域
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アリシュ谷南部の農地排水をポンプを用いず開水路で排除することが計画されている。北部に

ついてはその排水を当該地域北部及びマスファク、アリシュ間の移動砂丘防砂林で利用すること

ができる。

全般的に、当地域全体においてかんがいされ地中に浸透した農地排水は、井戸への供給と言う

観点から見れば、エルアリシュ市西部において、地下水を増加させ水質を向上させる好影響を与

えると思われる。

㈹　北シナイ開発計画の資金手当

国内手当

国家投資銀行（NationalInvestment Bank）による。

国外手当

1クウェート開発俵

かんがい排水インフラ整備に係る計655百万£E相当の全外貨分はクウェートファンドのソ

フトローンにより予算手当されている。

2　サウジ開発債

電力供給に係る83百万£E相当の外貨分の一部がサウジファンドのソフトローン月こより予算

手当されている。

㈹　事業の調査・設計・施工機関

調査・検討ほNSDOがそれぞれの事項について、以下の機関の協力の下に行った。

排水研究所（DRI）　　ティナ平原における地下水流動、実験圃場及び作付パターン

用水配分研究所（WDI）南東カンタラ地区の計画設計

水理研究所（HI）　　　サイホンの水理モデル

土質研究所（SMI）　　施設設計に係る土質調査・試験

ウイリアム・ハークローコンサルタント　サイホンに係るコンサル業務

参照調査

・ティナ平原開発計画［GARPAD（農業省土地開拓庁）、Atkins Co．］

・北シナイ総合農村開発計画［JICA（1989年）］

・北シナイ農業開発計画［GARPAD，Atkins Co．（1991年）］

・北シナイ農業開発計画［世銀］

・シナイ40万フェダンF／S事前調査［MPWWR（北シナイ開発機構）］

施工機関・企業

1　ARAB CONTRACTORS Co．“OSMAN AHMED OSMAN”

・保護帯（スエズ運河分離帯）の施工

・エル・ファラマ及びバロウザ排水路排出口の施工

2　EGYPTIAN DREDGING COMPANY
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・幹線用水路及び付帯構造物（ェル・サラームサイホン出口から24加地点まで）

・バロウザ排水路（起点から保護帯まで）

・南部ティナ平原の支線用水路、排水路及び付帯構造物

3　BEHEIRA Co．

・幹線用水路（34．5km～46．75lⅧ）

4　EGYPTIAN AKARIA Co．

・北部ティナ平原の支線用水路、排水路及び付帯構造物

5　陸軍」二作部隊

・残存地雷の掃討撤去、安全確認

6　CMC（ITALY）／BESIX（BELGIUM）JOINT VENTURE

・エル・サラームキャナルサイホンの施7二

7　VOITH Co．

・スエズ運河西ポンプ場への追加ポンプ製作・据え付け
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9－2　アスワンダム及びアスワンハイダム

（り　アスワンダム

形　　式：重力式コンクリートダム

堤　　高：53m

堤頂長：2，142m（堤頂：EL123．00m）

満水位：EL121．00m

総貯水量：50億d

当初の建設は、1898年～1902年にかけてイギリスの融資を受け完成（貯水量10億d）されたが、

貯水量不足から第1次嵩上げ（1907年～1912年、貯水量24億d）及び第2次嵩上げ（1934年完成、

貯水量50倍戒）を行い現在に至る。

（2）アスワンハイダム

形　　式：ロックフィルダム（中心コア型）

堤　　高：111m

堤頂長：3，830m

堤　　頂：EL196．00m

サーチャージ水位：EL183．00m

最大満水位：EL178．00m（洪水吐水位）

堤体積：43百万d

総貯水量：1，640億d

年間堆砂量：300億d

年間計画流入量：840億ポ

エジプト利用可能量：555億d

スーダン利用可能量：185低山

蒸発散量　　　　：100億d

貯水池満水面積：5，600kd

貯水池延長：500加（うちエジプト領内約350km、スーダン領内150km）

洪水吐：アスワンハイダムの堤体より上流約250km地点（Tushka）にあり、水路（延長20kn、流下

能力250百万d／日）で砂漠地帯の低地（貯水能力1，200億d）に放流する仕組みになっ

ている。

なお、この洪水吐は建設（1968年）後1995年まで一度も利用されたことがなく、（洪水吐

水位EL178．00m、これまでの最高水位は1978年のEL177．47m）、1996年10月に初めてこ

の洪水吐に水が流下した。

建設工事は、第1期（1958年～63年）と第2細工事（1964年～70年）の2期に分け、ソ連の援助
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により実施された。

このアスワンハイダムの完成により、エジプト全土で通年かんがい農業の実施が可能となり、ま

た、大規模な新規農地開拓が可能となった。

9－3　フローティングポンプ

9－3－1上エジプトかんがい施設改修計画

（第1／2期、第2／2期、第2期）

1．事業背景

上エジプト地域では、小麦、トウモロコシ、サトウキビ、豆類等が栽培されており、農業用水は

ナイル川に全面的に依存している。ナイル川の水位は季節により変動が大きいことから、通常の据

付型ポンプでは対応できず、フローティソグポンプ（ポンプ機材一式を台船に搭載したもの）を使

用しているが、同地域のポンプ機材の多くは、設置後40年以上を経過しており、機材の老朽化によ

る揚水能力の低下が著しく、必要なかんがい用水を揚水することができないため、機材の更新が緊

急の課題となっていた。

この様な状況の下、エジプト政府は、同地域のかんがい用水不足を解消し、農業生産性を向上さ

せることを目的として、日本政府に同ポンプの更新に係る無償資金協力を要請し、これを受けて我

が国は、これまでに第1／2期事業及び第2／2期事業としてフローティングポンプ場10ヶ所の更

新を実施してきた。

更に、平成7年度には第2期事業として、フローティングポンプ場9ヶ所を更新することとなり、

現在事業実施中である。

2．事業概要

第1／2期事業　E／N署名　平成4年8月

据付　　　　平成5年6月

（内容）

フローティングポンプ　5台、事業費　6．80億円

第2／2期事業　E／N署名　平成5年3月

据付　　　　平成7年1月

内容）

フローティングポンプ　5台、事業費　6．19億円

第2期事業　　　E／N署名　平成8年3月

据付　　　　平成9年3月（予定）

内容）

フローティソグポンプ　9台、事業費10．50億円
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9－3－2　フローティングポンプについて（未定稿）

平成9年10月　公共事業水資源省　島崎　和夫作成

はじめに

現在エジプトで利用されているフローティングポンプは、アスワン州で約30ヶ所、ルクソールでは

数ヶ所、その他に1ヶ所（ミニア州）しかなく、エジプト全土で公的管理がなされているポンプ場約

500ヶ所から比べるとフローティソグポンプ台数の占める割合及びかんがい面積の割合は少ないもの

の、その地域にとってはなくてはならないものとなっている。また、このフローティソグポンプほ、

長い間、上エジプトのかんがいシステムとして位置付けられてきており、今日においてなお、重要な

役割を果たしている。

このフローティングポンプの更新を、エジプト政府は5年前から日本に要請し、これまで全体の約

7割程度（合計21ヶ所。ただし、据付はH9年10月時点で19ヶ所）の供与が決定している。

この資料は、フローティングポンプの持つ意義について取りまとめるとともに、これまで実施した

フローティングポンプの評価を取りまとめたものである。

Ⅰ　歴史的背景

1．フローティングポンプの考案

アスワンにフローティングポンプが伝わってきたのは1930年頃、ヌビア地方（アスワンより南

方地域）からとされている。一方、フローティングポンプの考案ほヌビア地方でアングロサクソ

ン系のイギリス人（エジプトは当時イギリスの支配下であった。）によってなされたとされてい

る。（上エジプト事務所（MED）職員より聞き取り）

（ポンプの歴史）

近代的ポンプが発明されたのは、今から約100年前の19世紀末とされている。当時のポンプは

横軸式であり、吸い込み揚程は最大でも2～3m程度しかなかった。このため、ポンプは出来る

だけ水面近くに設置する必要があった。しかし、当時の遮水技術は十分ではなく、ポンプは洪水

時にも浸水しない高い位置に設置する必要があった。その後、ポンプの改良がなされ吸い込み揚

程の大きい縦軸型のポンプが1930～40年代に考案された。

2．エジプトの当時の状況

エジプトは1861年に旧モデル堰を設置（設置後、まもなく洪水により破損し、海外の技術者の

援助を受け実際に完成したのは　　年）し、この堰の完成を契機に、エジプト全土でのナイル川

にかかる堰の建設がなされた。

この背景としては、当時のエジプトの統治者モハメドアリによる綿花とサトウキビの換金作物

の栽培を行うために、ナイル川低水期（夏期）の水利用を可能にする必要から、堰上げによるナ

イル川からの取水を行うためであった。
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しかし、この当時のかんがい方法の資料によると1930年代当時、デルタ地域では堰上げによる

夏期の水利用が可能となっており、大部分の地域では通年かんがいが行われていたものの、上エ

ジプトでは、まだ大部分がベイスンかんがいに依存していた。

更に、地形的な条件として、アスワンからルクソールにかけては地形的にナイル川両岸が切り

立っており谷幅が狭く、また、水面と耕地面の高低差が大きいため堰上げ方法による用水路への

取水は困難な状況にあったと考えられる。

また、エジプトでフローティングポンプが考案されたとされるヌビア地方ほ現在のアスワンハ

イダムの上流部である。このヌビア地方は、現在のスーダン国領土内に上ヌビアがあり、エジプ

ト国領土内（アスワンハイダムの建設により全て水没した）を下ヌビアといわれている。

このヌビア地域でフローティングポンプが考案されたときの状況は、1902年にアスワンダムが

建設されたことにより、夏期は下ヌビア下流部の一部のナイル川は水が湛水さた状況であり、み

お筋が安定し、ポンプ取水に適した状況であったといえる。一方、アスワンダムでほ、貯水容量

が十分ではなかったことから、洪水ははとんど全量流下させており、年間の水位変動幅はベイス

ンかんがい当時とほとんど変わらない変動幅であったと考えられる。（当時のナイル川の最高水

位と最低水位は約10mの差があった。）

このような状況の下で、川底に浮かべた舟にポンプを乗せた形のフローティングポンプが考案

されたものと考えられる。

Ⅱ．フローティングポンプと固定式ポンプの比較

1．経済的比較（上エジプトかんがい施設改修計画報告書より）

2．エジプト政府の区分

現在、区分は河岸の侵食、堆砂、舟運航路（波の関係）の影響、かんがい面積及びポンプ揚程、

経済性により決定しており、一概に説明することは困難で、現場条件によって決まっている。（こ

の他、予算の関係からエジプト独自でポンプを更新することは困難な状況にあるため、海外の援

助機関の意向がある程度影響していると感じられた。）

Ⅱ．フローティングポンプの意義（MED（機械電気局）アスカー長官より聞き取り）

1．アスワンハイダムの建設により、ヌビア人（下ヌビア）は移転を余儀なくされ、大部分はコモ

ンボの東約70血の所に従前と同じ集落（新たにナイル川より水を持ってきて農地開発も実施）を

作り、移住したが、他の地域にも移住したものがおり、彼らの民生の安定のためにも必要である。

2．アスワンダムの建設に伴い、洪水時（増水時）の水位が低下し、島では水が供給されなくなり、

定住（特に住民は先祖より受け継いだ土地を離れることを嫌う）のため、かんがい水を与え、仕

事、食料を確保する必要がある。特に、島でほかんがい面積が比較的小さくフローティングボン

－114－



プの方が有利である。

3．ルクソールからアスワンにかけてはエジプトの観光産業にとっては重要な位置にあり、この地

の民生を安定させ、また、観光客にも政治的に安定した感じを与えることほ国家としても重要で

ある。（観光の拠点であるこの地域で、ナイルクルーズの観光客がフローティングポンプと青々

とした農地を見て、エジプトの民生が安定していることを感じてもらい、また、それをPRしても

らうことはエジプト国家にとっても重要なことである。）このためには、そこに住む住民の生活

基盤が安定（仕事、食料、収入）している必要があり、このためにもフローティングポンプによ

り小面積の農地に対してもかんがい水を供給することは重要な意味を持つものである。

4．ヌビア人は男女とも働き者である。（スーダンの女性ほ働き者であるが、男性はあまり働かな

い。）

Ⅳ　フローティングポンプの管理状況

Ⅴ　フローティングポンプ供与の効果及びその評価

工　事業効果（アスワン事務所所長から現地で聞き取り）

・事業（フローティソグポンプ供与後）実施後、水要求に対して、十分な供給が可能となった。

計画かんがい地域における水不足の苦情はほとんどなくなった。ただし、日本の援助はリハビ

リであることから、現状かんがい地域以上の規模のポンプを供与できないことから、独自に農

家が開拓した農地は計画対象外となっており、この地域からの水不足に対する苦情はある。

（従って、農家に水の供給状況を尋ねようとしたが、計画地域とそれ以外の農家の開拓地（計

画として認められていない）が存在することから正確な回答は得られないとして、農家への質

問は控えた。）

フローティングポンプ更新前は、かんがい局事務所へ毎日のように農家からの苦情があったが

激減した。

ポンプの運転時間は、かんがい局の出先事務所と農家が話し合い、導入作物によって決められ、

MED事務所に連絡され、MED事務所はそれに基づいてポンプの運転を行っている。

・多消費型作物（サトウキビ、野菜等）への転換が自由に出来るようになり、農家所得が向上し

た。（アスワン州は農地面積がそれほど大きくないこと及びヌビア人対策から、デルタのよう

な導入作物の制限はなく、農家が自由に作物を導入できる。）

・水草は7～8月（5～6月は問題なし）が大変であり、1日1回水草の除去を行う必要がある。

（フローティングポンプはポンプ場から、取っ手のついた棒でかき揚げているが、固定式は水

に潜って人力で除去しているとのことであった。）
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フローティングポンプリスト（1／3）
H9．5作成

番号
第 1次 第 2 次 第 3次 かんがい

面積（Fed）
（実施前）

ポンプ能力
揚程

m

製造年 備　　　　 考
1期 2期 1期 2 期 対応予定

1 Sahel A b u ■R ish 4
（590）

590
0．50Ⅰ戒　 ＊2 台 12 未定

ただしかんがい面債には、

宅地30redを含む

2 G harb A sw an B aharia 8
（350）

660
0．50Ⅰ戎　 ＊2 台 12 1993

3 G ezirat B ehrif 10
（550）

475
0．50d　 ＊2 台 12 1993

4 W adi E l－k ubania 6
（540）

710
0．60Id　 ＊2 台 14 1997

ただしかんがい面積にほ、

宅地100fedを含む

5 A lhatara ○ （1，480）

6 G ezirat A lkobarlia A Ikeblia ○ （80）

7 Sahel A lakaba K ebli ○ （250）

8 G ezirat K obania 3
（110）

110
0．15d　 ＊ 2 台 12 1997

9 Sahel E l－kubania 4
（350）

400
0．35H董　＊ 2 台 12 1994

10 Sahel A lakab B ahari ○ （300）

11 B aklous 9
（60）

150
0．15d　 ＊ 2 台 12 1997



フローティングポンプリスト（2／3）

番号 P ／ S 名
第 1次 第 2 次 第 3次 かんがい

面積（Fed）
（実施前）

ポンプ能力
揚程

m

製造年 備　　　　 考
1期 2 期 1 期 2期 対応予定

12 E lrS heikh F adl 1
（320）

310
0．25Id　 ＊ 2 台 12 1993

13 E l－T w isa 7
（290）

290
0．25Id　 ＊2 台 12 1993

14 G ezirat B allola 1
（270）

270
0．25Ⅰ戎　 ＊2 台 12 1997

15 G ezirat A lrA rab 2
（110）

110
0．15Ⅱ宝　＊ 2 台 12 1997

16 N ew Sahel F ares 10
（270）

940
0．80rd／s＊ 2 台 23 未定

17 G ezirat F ares 9
（250）

620
0．50Id　 ＊2 台 12 1993

18 S ahel F ares 5
（800）

630
0．50Id　 ＊2 台 12 1993

19 S ahel EトH am am 2
（200）

200
0．15Id　 ＊2 台 12 1993

20 A I R akikin Sahel ○ （75）

21 EトK arabla 11
（510）

510
0．50Id　 ＊2 台 10 1997

ただしかんがい面積には、

宅地10fedを含む

22 E l－F oza E l－B aharia 3
（150）

150
0．15Ⅰぜ　 ＊2 台 12

l
1993

‡



フローティングポンプリスト（3／3）

番号 P ／S 名
第 1次 第 2 次 第 3 次 l詣 ‰

（実施前）
ポンプ能力

揚程

m

製造年 備　　　　 考
1期 2 期 1期 2 期 対応予定

23 B low kher △ （2，850） ポンプ場 2 ヶ所あり

24 G ezirat A I K al h （D om aria） △ （500） 取 り替え必要なしとのこと

25 Sahel EトK elh 5
（440）

670
0．60Id　 ＊ 2 台 10 1997

ただしかんがい面積には、

宅地70redを含む

26 A l－hege E l－M ostag eda ○

27 E l－O w enia 8
（610）

770
0．70ni ＊ 2 台 10 1997

ただしかんがい面積には、

宅地20fedを含む

28 E l－S harunia 7
（740）

1，300
1．00Id　 ＊ 2 台 10 1997

ただしかんがい面積には、

宅地100fedを含む

29 E I G horera （ルクソール） △

30 R eizicat （ルクソール） ○

31 E I B iadiea E l O 11ia （ルクソール） 6
（4，700）

3，800
1．30Id／s＊ 2 台 28 1993

ただ L この他に既存ポンプ

（1．30Ⅰ戒／s＊ 1 台）がある。

注1：順番は上流より。
2：この他、ミニア州に1台フローティングポンプがあるとのことであった。



9－4　バハルヨセフ地区かんがい整備計画

The Project for the Rehabilitation andImprovement of Bahr Yusef Canal

l．地区概要

バノ、ルヨセフ用水路はエジプト中央部のアシェート市北部でナイルから分水された後、本川と並

行して北流し、ファユーム盆地北縁のカルーソ湖に至る総延長約313kmに及ぶ長大な水路であり、

中エジプト4州にまたがる約32万haの農地を潤している。

本水路にほ、始点のダイリュート堰から下流方向に、マンシャツトニルダノ、ブ堰、サコーラ堰、

マゾーラ堰及びラフーン堰の5つの制水堰があり、それぞれの取水工から支線用水路を経て、周辺

農地へのかんがいが行われている。また、各制水堰は道路橋としても利用されており、地域農村の

生産・社会活動上の動脈の一部ともなっている。

しかしながら、これら施設は建設以来100年以上経過しているため老朽化が著しく、また、その後

の社会情勢等の変化に伴う設備の陳腐化とも相侯って効率的な水管理が困難となっているとともに

操作や通行に危険が伴う状態となっている。

こうした現状を踏まえ、我が国の技術的・経済的協力によって当該施設群を改修し、地域の水利

用の適正化と農業生産の拡大を図るとともに逼迫しつつある水資源の効率的利用を実現し、これら

を通じて大規模開発計画の促進と国家経済の発展に寄与しようとするものである。

2．開発調査

名　　称：『バハルヨセフ地区かんがい整備計画調査』

実施年度：P／F1989（Hl）．3　協力要請1989（Hl）．12

S／W1990（H2）．10現地調査1991（H3）．4～1992（H4）．3

F／R1992（H4）．12

概　　要：バハルヨセフ用水路受益地における農業生産の適正化と生産性の向上を目的として、

現状分析と用水利用効率の改善・向上に必要な施設整備計画、実施計画及び農業生産

計画を策定。

3．無償資金援助

名　　称：『バハルヨセフかんがい用水路整備事業』

経　　線：援助要請1992（H4）．9　　基本設計1994（H6）．6

詳細設計1995（H7）．2　　公文交換1995（H7）．5

援助額：2，387百万円（E／N額）

工　　期：1995（H7）．9～1997（H9）．3

工事内容：ラフーソ堰及び関連2取水工の改修
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4．その他

かねてからの無償資金協力要請が出されていたマゾーラ堰（ラフーン堰の上流約50hに位置）の

改修に関する基本設計について、平成7年12月にJICA本部より関心表明照会が公示されている。
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〈参考〉

′くハルヨセフ水系平面配置図
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睾）各地点に記載された数値の下段は「激高J、上段は「天端高」、

中段はr下流側水位」を表す。
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Figure F－2－11Alternative Plan of Proposed Site（Mazoura ReguIator）
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9－5　シェルキヤ県営カッターラ農場

当プロジェクトはカイロから北東80キロメートルの半乾燥地帯に施工され、かんがい計画面着

6，000フェダン（2，510ヘクタール）が開拓され、麦、牧草、野菜等が栽培されている。

施工はシェルキヤ県政府の手で行われたが、日本からは円借款供与、設計、機材供給、施工指導を

行った。

散水式かんがいシステムほ、自然の雨だけでは農作物が育たず放置されている半乾換地帯に河川や

地下水などを導きスプリンクラー、エミッター等で散水するシステムで、水を有効に利用出来る点並

びに工期が短い点に特色がある。

シェルキア県政府は1976年より従来形、畝立てかんがい方式により1，500フユダン（630ヘクター

ル）のかんがいを行い、野菜、牧草等、栽培が軌道に乗っていた散水式かんがいシステムによる水の

有効利用性に着目し、1980年より同方式を採用して砂漠の線化に取り組んでいる。

当プロジェクトにより導入された砂漠緑化方式、機械化かんがい方式及び営農方式はエジプト・ア

ラブ共和国内のみならず、国外の農業関係者からも注目され、内外からの見学希望者が絶えない状態

が現在まで続いている。

なお、当プロジェクトは肉牛、乳牛4，500頭を飼育しており、将来は6，000頭に増やす計画である。

1．プロジェクト名：SHERKEYA PROJECT FOR RECLAIMING AND DEVELOPING

DESERT LAND

2．実　施　機　関：シェルキア州政府（州直営農場）

3．栽　培　作　物：小麦

牧草

豆ピーナツ

野菜

1，400フユダソ

1，000フェダン

300フェダソ

200フェダソ

果樹（レモン・オレンジ・オリーブ・ぶどう）3，000フユダソ

A
ロ 計 6，000フェダソ
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4．輸　入　機　材

1 9 8 1 ～ 1 9 8 2 年 5 3 0 へ〃－ルス7ルタラーかん がい

（サイドホトル式）及び揚水設 備

建設根城

4 0 へ州－ルスアリンタラーかんがい 1 9 7 9 年庇商品借款

（ハンドムーブ式）及び揚水設備 ￥ 1 ／ 8 1 5 百万

5 0 ヘクトルスアリ〃ラーかんがい

（ソリブド式）及 び揚水設 肺

5 0 へ〃－ル点滴かんがい

非常用電源装置（15台）

及 び揚水設備 ・

1 0 5 へ州一ルルフラ及 び付属設備

（実績ベース）

1 9 8 2 ～ 1 9 8 3 年 8 0 0 ヘクトルスアリソタラーかんがい

（ハンドムイ及川即）及び

揚水設鵬

トラクト ： 81馬力、 4輪駆動型

90台 1 9 8 0 年庇商品借款

同上 トラクト用 作業インルメソト： ￥ 1 ． 4 5 6 百万

19種類一式

同」ニスベ7Jトツ5ケ年分 ：一式

1 0 5 へ州－ルルフラ及び付属設備

（実耕ベース）
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96年カッターラブロジェクト生産物

Name of production aCra9e tonage average production

（feddan ） （ton ） （ton ／feddan）

Summer Vegetables

Pumpkin 20 feddan 160 ton 人vera9e　　 8

Pep匹r 2 4 2

Eggp Iant 2 12 6

Potatoes 20 30q 15

Tomato 10 120 12

Waterme lon 6 48 8

Cantaloup 4 16 4

Cabba9e

Surnmer Fruits

Dates

2

300 trees

10．000 匹aCeS

75 ton

5．000

250Kg

Figs 100 feddan 600 6

Grapes 210 1，680

・36

6

6

Mango 10

Pear 6

Pomegranate

SullⅥ把r Products

Corn

2

500

8

1．000

4

2

Sesame 300 1．200 4

Peanuts 200 300 1．5

ー129－



Name o f p「oduc tion ∂Cra9e tona9e a ve ra9e P rOduc tion

（feddan ） （ton ） （ton ／feddan）

W in te r Ve9e tab les

Peas 6 feddan 24 ton Åve rage　　 4

T omatos 4 80 20

Cab bage 2 【ユ・00 0 搾aCeS ら′ロ0 0

仇1io n 40 320 8

8

Le ttuce

椚nte r F ru its

Nav e】oran9 e

1．5

60

30．000 搾aCeS

480

Swee t o「an9e 12 96 8

L ime 12 96 8

Ha nda rine 600 4．800 8

LelI旧n 107 856 8

Summe r o range

W inte r P roducts

m leat

550

480

4．400

960

8

2

8ea ns 12 18 1．5

8a r ley 1．000 l．000 1

Len t ils 6 12 2
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ADCAプロファイ実施案件一覧

国　 名 プ　 ロ　 ジ　 ェ　 ク　 ト　 名 年度 関係 コンサルタン ト

エジプ ト シナイ半島かんがい施設改修計画 52 三拓

〈53案件〉 ニューサウスバ レー地域開発計画 52 三砧

ブラルス湖農業開発事業 53 三結

サウスニューバ レー地域開発計画 53 三拓

エジプ トかんがいプロジェクト 54 A D C A 、三祐

ナイル河水利用計画調査 54 三拓

農業総合開発計画 54 三示右

イスマ リア他 3地区農業開発計画 54 P C I

第10ラマダン地区他 l かんがい計画 55 太陽、クボタ

北ホサイニア、南ポーサイ ド地区農業開発計画 55 三着右

エル ・ファイェム州農業開発計画 56 工営

ダミニ ッタ州ダ ミニッタ地区農業開発プロジェク ト 56 太陽

かんがい近代化プロジェクト 56 太陽

農地拡大地区マスタープラン 56 太陽

ェル ・ファイェム州K A R O U M K O T T A 地区他農業開発計画 57 工営

農業機械貸出しサービス ・ステーション計画 57 工営

野菜 （畑作物）生産機械化センター計画 57 工営

ェルサラム トンネル並びにシナイ半島北部農業開発計画 57 三柘

スエズ州農業総合開発計画 57 太陽

N E W V A L L E Y 農業開発計画 58 工営

北シナイ州ダイカ地区かんがい開発計画 58 工営

ギザ州農業開発計画 58 太陽

シナイ半島ワジ ・エル ・アリシュ流域水源及び農業開発計画 58 三示右

スエズ ・アタカ周辺地域農漁業開発及び施設改修拡張計画 58 P C I

サンユルハガール農業開発計画 59 太陽

ギザ第 2地区農業開発計画 59 太陽

ワジ、サイダ農業開発計画 59 三結

砂漠農業開発研究センター建設計画 60 A D C A 、クボタ

ナイル河口ダム小水力計画F／S 60 中開

カッターラ地下水かんがい計画 60 中開

全国地下水開発マスタープラン 60 中開

ニューバレー（バハリア ・オアシス）地区農業用広域地下水開発計画 60 三示右

デルタ ・バラージ低落差水力発電計画 61 中開
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国　 名 プ　 ロ　 ジ　 ェ　 ク　 ト　 名 年度 関係コンサルタント

エル ・アリシュ市下水処理水農業再利用計画 61 日水コソ

イスマイ リア州畑作農業機械化センター 61 太陽

北シナイ地域農業総合開発計画 61 三祐

北西沿岸地区農業開発計画 62 三砧

スエズ運河南部地区農業総合開発計画 62 三拓

精米副産物有効活用計画 63 三砧

幹線用水路維持管理 ・改修事業計画 63 三示右

オモウム農業環境改善計画 3 三祐

西ヌバ リア、ブスタン農業総合開発計画 3 三結

ナイル川水系農業用水管理計画調査 4 三柘

スエズ運河東岸農村総合開発計画 5 工営

マハムディーア ・エ ドコ地域総合農業環境改善計画 5 三柘

バハルシュビン地区及びエルボへイア地区水管理及び農業環境改 7

7

三示右

P C I

善事業計画

中央農業研究所整備強化計画

アスワン導水ニューバレー地域農業総合開発計画 8 三祐

カイロ市処理済下水利用農業開発計画 8 三柘

東ルクソール失業者対策土地開発計画 8 三示右

ニューバ レー州農地整備計画 8 建企、三井

ムバラク農業機械化センター強化計画 9 三示右

シェルキア州カッターラ地区農産加工施設整備計画 9 三示右
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統計資料

表－1

表－2

表－3

表－4

表－5

表－6

表ニ7

表－8

国勢調査年別・地域別人口

県別・性別人口

季節別・年別作付面積

農作物に関するエジプト独自の単位

作物別・年別収穫量

食糧自給率

主要農産物の1996／97年度生産目標

主要農産物の1996／97年度目標作付面積



表－1国勢調査年別・地域別人口

（2）

国勢調査年　　　　　　　　1937　　1947　　1960　　1966　　1976　　1986　　1996

全人口（千人）（1）

都会県における主要都市数

主要都市の人口比率

下エジプトの町数

上エジプトの町数

上下エジプトの町人口比率

下エジプトの村数

上エジプトの村数

15921　　18967

6　　　　　6

14．1　　18

46　　　　　51

38　　　　　44

10．2　　　12．1

2237　　　2248

1684　　　1709

上下エジプトの農村人口比率　　　75　　　　69

辺境県における町数　　　　　　　16　　　　25

辺境県における町人口比率　　　　0．7　　　0．9

エジプト全面積（千k釦　　　　1002　　1002

26085　　　30076　　　36626　　　48254　　　59272

5　　　　　4　　　　　4

21．5　　　21．8　　　21．4

61　　　　68　　　　　79

56　　　　　56　　　　　63

15．1　　　18　　　　　22

2361　　　2369　　　2400

1682　　　1664　　　1666

62．3　　　59　　　　　55．9

Z5　　　　　26　　　　　23

1．1　　　1．2　　　　0．7

1002　　　1002　　　1002

4　　　　　4

20．2　　　18．5

90　　　　　NA

70　　　　　NA

23．1　　　23．6

2467　　　　　NA

1662　　　　　NA

55．5　　　56．5

31　　　　NA

l．2　　　　1．4

1002　　　1002

（1）外国居住のエジプト人を除く。

（2）1996年国勢調査の仮の結果。
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表一2　県別・性別人口（1996年国勢調査の仮数値）

GOVERNORATE TOTAL MALES FEMALES Sex

No－　　　Percent No．　　Perccnt No．　　Percent Ratio

TOTAL

Total Egyptians Abroad

TOTAL POPULATION

Urban Gov.

Cairo

Alexandria

Port-Said

Suez

Lower Egypt Gov.

Damietta

Dakahlia

Sharkia

Kalyoubia

Kafr-El-Sheikh

Gharbia

Menoufia

Behera

Ismailia

Upper Egypt Gov.

Giza

Beni-suef

Fayoum

Menia

Asyout

Suhag

Qena

Aswan

Luxur

Frontier Gov.

Red Sea

El-Wadi El-Gidid

Matrouh

North Sinai

South Sinai

61452382

2180000

59272382　　100　　30330804　　100　　28941578

11004818　　　18.6　5638260

6789479　　　11.5　3480998

3328196　　　　5.6　1702152

469533　　　　0. 8　　240819

417610　　　　0.7　　214291

25811441　　　43.5　13186877

914614　　　　1.5　　467479

4223655　　　　7. 1　2153600

4287848　　　　7. 2　　2205675

3302860　　　　5. 6　1707T65

2222920　　　　. 8　1117841

3404827　　　　5.7　1720231

2758499　　　　4. 7　1420111

3981209　　　　6.7　2029410

715009　　　1. 2　　364765

21639580　　　36.5　11069587

4779865　　　　8.1　2470195

1860180　　　　3. 1　947792

1989881　　　3.4　1030444

3308875　　　　5. 6　1689885

2802185　　　　4.7　1435868

3123000　　　　5. 3　1595255

2441420　　　　4. 1　1227503

973671　　　1. 6　　488062

360503　　　　0. 6　184583

816543　　　1. 4　　436080

155695　　　　0. 3　　　89272

141737　　　　.　　　73124

211866　　　　.　　111033

252750　　　　.　　1 28985

54495　　　　0. 1　　33666

18．6　5366558

11．5　　3308481

5．6　1626044

0．8　　228714

0．7　　203319

43．5　12624564

1．5　　447135

7．1　2070055

7．3　　2082173

5．6　1595095

3．7　1105079

5．7　1684596

4．7　1338388

6．7　1951799

1．2　　350244

36．5　10569993

8．1　2309670

3．1　　912388

3．4　　959437

5．6　1618990

4．7　1366317

5．3　1527745

4．0　1213917

1．6　　485609

0．6　　175920

1．4　　380463

0．3　　　66423

0．2　　　68613

0．4　　100833

0，4　　123765

0．1　　20829
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表－3　季節別・年別作付面積
（単位：千フェダソ）

年 19 9 1 1 9 9 2 19 9 3 19 9 4 1 9 9 5 1 9 9 6

冬 季 作 物 （1） 5 7 5 9 5 8 5 2 5 8 1 7 5 9 3 2 6 3 2 2 6 0 3 2

夏 季 作 物 （2） 5 13 9 5 1 7 1 5 4 3 2 5 6 3 3 5 6 7 7 5 9 4 5

ナ イ ル作 物 （3） 7 7 2 6 7 6 6 4 6 6 3 6 7 4 1 6 8 9

果　 樹　 園 8 9 6 9 0 7 9 12 9 4 0 9 5 4 n．a．

合　 計 12 5 6 6 12 6 0 6 1 2 80 7 13 14 1 13 6 9 4 n．a．

（1）11月から5月まで

（2）3月／4月から9月まで

（3）5月から10月まで
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表－4　農作物に関するエジプト独自の単位

作　　 物　　 名 エ ジ プ ト　単 位 トン換算 備　　　　 考

冬 作 物

小 麦 A rdab 0．150

大　 麦 A rd ab 0．120

そ らまめ A rd ab 0．155

コ　ロ　ノヽ A rd ab 0．155

レンズマ メ A rd ab 0 ．160

ヒヨコマ メ A rda b 0 ．150

ル ービン′ A rda b 0．150

玉ネギ Q an tar 0．045

亜麻 （種） A rdab 0．122

クローバー （種）

夏 作 物

トウモ ロコシ

A rdab

A rd ab

0．157

0．140

米 D ariba 0 ．945

ソル ガム A rd ab 0 ．140

ピーナ ッツ A rda b 0．075

綿花 （原綿） S eed Q a ntar 0．1575

綿花 （繰綿） M etric Q antar 0．050

綿花 （綿実） A rdab 0．120

サ トウキ ビ Q an tar 0．045

ゴマ

そ の 他

もみが ら

A rd ab

A rd ab

0．120

0 ．0675

わ　 ら H e lm 0 ．250

干 し草 H e lm 0 ．250

面積　1Feddan＝0．42ha
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表－5　作物別・年別収穫量

種　類 単　位

年

1991199219931994199519肘逼讐妄謂謁

大　麦

そらまめ

てんさい

ひよこまめ

クローバー（種）

綿花（綿実）

綿花（繰綿）

綿花（原綿）

フェヌグリーク

にんにく

レンズ豆

亜麻（種）

亜麻

ルービン

とうもろこし

きび

玉ねぎ

ピーナツ

じゃがいも

米

ごま

大豆

000Ardeb

OOO Ardeb

T．M．T．

000Ardeb

OOO Ardeb

OOO Ardeb

OOO M．Qantar

OOO M．Qantar

OOO Ardeb

T．M，T．

000Ardeb

OOO Ardeb

T．M．T．

000Ardeb

OOO Ardeb

OOO Ardeb

OOO Qantar

OOO Ardeb

T．M．T．

000Dariba

OOO Ardeb

T．M．T．

919　　1778　　1107　　1079　　3070

3012　　2460　　2831　　2299　　2788

1106　　　744　　　795　　　825　　　920

75　　　67　　104　　　72　　　79

291　　301　　252　　　289　　　272

4025　　4759　　5407　　3423　　N．A．

5755　　7148　　8226　　5095　　6157

5023　　6006　　6878　　4317　　5163

41　　　58　　　71　　101　　121

220　　186　　　261　　150　　174

76　　　66

181　　131

119　　　　81

37　　　37

36588　36211

4831　　5468

12857　13467

365　　　405

1786　　1619

3649　　4137

88　　　　56　　　　38

146　　136　　185

85　　　86　　114

42　　　49　　　49

35993　39641　36987

5447　　5223　　4848

16495　10678　15380

1414　　2589　　1742

995　　1325　　1765

4403　　4850　　5041

247　　　236　　　281　　244　　　272

120　　　59　　　50　　　68　　　64

996　　　－44．0

3149　　　28．0

842　　　13．2

74　　　10．4

260　　　－13．6

N．A．

6914　　　－3．3

5761　　－4．1

71　　　22．4

346　　　86．0

35　　　▼47．0

124　　　－　5．3

71　　－12．3

56　　　51．4

41605　　　14．9

4450　　　－18．6

18018　　　33．8

1672　　　312．8

1939　　　19．8

5185　　　25．3

313　　　32．6

40　　　－32．2

さとうきび　　　　　000Qantar　　　　246546　258301260178　275822　307157　313438　　　21．3

いちご　　　　　　　　T．M，T．　　　　　　　30　　　25　　　25　　　28　　　31　　37　　　48．0

野菜　　　　　　　　T．M．T．　　　　　8378　　8960　　9640　　9955　10567　11858　　　32．3

小麦　　　　　　　　000Ardeb　　　　　29883　30787　32217　29580　38150　38236　　　24．2
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表－6　食糧自給率
（90）

年度　　90／91　　　91／92　　　　92／93　　　　93／94　　　　94／95

43．8　　　　　　48．2

76．1　　　　　　74．8

103．8　　　　　106．1

98．3　　　　　　48．4

17．1　　　　　10．3

113．3　　　　　113．5

100．6　　　　　100．6

105．1　　　　105．2

100．2　　　　　100．2

89．1　　　　　　89．5

100．2　　　　　　99．6

79．1　　　　　73．1

100．0　　　　　100．0

99．9　　　　　　99．9

19．6　　　　　　14．4

102．6　　　　　　99．0

55．5　　　　　　68．2

45．9　　　　　　48．1

76．0　　　　　　72．1

102．8　　　　　107．1

83．5　　　　　　69．7

9．6　　　　　　　9．4

107．4　　　　　116．4

100．7　　　　　100．4

102．0　　　　　102．5

100．1　　　　100．8

83．2　　　　　　85．7

99．5　　　　　　99．5

72．2　　　　　　73．2

100．0　　　　　100．0

99．9　　　　　100．0

14．7　　　　　　14．0

100．6　　　　　　96．9

72．7　　　　　　82．9
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小麦

とうもろこし

米

そらまめ

レンズ豆

じゃがいも

野菜

かんきつ頬

果物

赤肉

鶏肉

魚

ミ′レク

卵

油

マーガリン

砂糖



表－7　主要農産物の1996／97年度生産目標
（千トン）

1 9 9 5／9 6 見 込 19 9 6 ／9 7 目標 増 減 率 （％ ）

小 麦 5 8 13 5 9 4 0 2 ．2

大 麦 2 2 0 2 3 1 5 ．0

と う も ろ こ し 5 1 15 5 9 9 9 1 7 ．3

ソ ル ガ ム 7 6 9 8 3 4 8 ．5

き び 13 7 2 4 6 7 9 ．6

米 4 88 8 3 4 5 2 （2 9 ．4）

そ ら ま め 4 16 4 4 5 10 ．6

レ ン ズ 豆 2 0 2 2 10 ．0

綿 花 6 8 1 1 03 0 5 1 ．2

亜 麻 8 7 10 9 2 5 ．3

ピ ー ナ ッ ツ 6 7 7 7 1 4 ．9

ご ま 3 4 4 6 3 5 ．3

大 豆 6 5 1 2 8 9 7 ．0

ひ ま わ り 3 0 1 1 0 2 6 6 ．7

さ と う き び 1 16 4 8 1 1 9 2 5 2 ．4

て ん さ い 18 7 6 1 9 2 0 2 ．3

野 菜 15 2 2 5 1 5 7 5 8 3 ．5

玉 ね ぎ 1 18 4 1 3 9 0 17 ．4

に ん に く 2 0 0 2 5 5 2 7 ．5

果 物 6 17 0 6 2 6 9 1 ．6

赤 肉 45 7 4 6 7 2 ．2

鶏 肉 2 02 2 0 7 2 ．5

乳 製 品 2 83 6 2 9 0 0 2 ．3

卵 13 0 1 3 3 2 ．3

魚 39 0 4 0 0 2 ．6
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表－8　主要農産物の1996／97年度目襟作付面積
（千フェダン）

19 9 5／9 6 見 込 19 9 6／9 7　目標 増 減率 （％）

小 麦 25 0 0 2 5 0 0

2 ．3大 麦 22 0 2 2 5

と うもろ こ し 20 5 1 2 3 15 12 ．9

ソル ガ ム 35 3 3 7 5 6 ．2

きび 62 1 1 0 7 7 ．4

米 14 0 1 10 0 1 （2 8 ．5）

そ らまめ 36 0 3 7 0 2 ．8

レ ンズ豆 25 2 6 4 ．0

綿 花 71 0 8 7 0 2 2 ．5

亜 麻 30 3 5 16 ．7

ピー ナ ッ ツ 10 6 1 2 0 13 ．2

ご ま 72 9 0 2 5 ．0

大 豆 61 1 0 7 7 5 ．4

ひ まわ り 34 1 2 5 2 6 7 ．6

さ と うきび 26 0 2 6 5 1．9

0 ．9

て ん さい 90 9 0

野 菜 16 4 5 1 6 6 0

玉 ね ぎ 55 8 0 4 5 ．5

に ん に く 20 2 5 2 5 ．0

3 ．7

果 物 90 0 9 0 0

ク ローバ ー （永 年 ） 189 0 1 8 2 0

ク ローバ ー （季 作 ） 70 0 6 2 0 （1 1．4）

薬 草 60 5 7 （ 5 ．0）

わ ら 18 0 2 1 5 19 ．4

そ の 他 20 2 4 2 0 ．0

一144－



参考資料

1．公共事業水資源省組織概要図

2．農業省土地開拓庁機構図

3．エジプトの歴史的港漑

4．デルタバラージュ及びかんがい博物館

5．エジプトの水資源と港漑排水



参考資料1

エジプト･アラブ共和国　公共事業水資源省　組織概要図
Organization Chart [Summarize】
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Reservoirs and Grand Barrages Sector

New lisna Barrage and Power Project Office
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a West/

EEVDtian Public Authority for Drainage Projects
Technical Office

Planning. Following UD and Evaluation Department

Central Directorate of Research and Desi

Administration and Finance

Implementation Nile Delta
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Headq uar ters West Delta/. South East Delta/

North East Delta/ South Middle Delta/
North Middle Delta/

Implementation Unoer liKvnt
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Chairman Sectot
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参考資料3

エジプトの歴史的潅漑

エジプトの水利技術は大きく3段階に分けられる。

1、ペイスン港漑

ナイル川はアビシニア地方（エチオピア）のTana湖に発する青ナイルと、Victoria湖

（ウガンダ、ケニア、タンザニア）に発する自ナイルが、スーダンの首都ハルツームで合

流して北流する。青ナイルは水と肥沃な石灰質シルトの無機物を流下させ、白ナイルは水

と沼沢密林からの腐植土の有棟物を流下させる。水は双方に同じであるが内容物が異なる。

青ナイルの水源近くのB8hordarでは年雨量が1，316d）Jnあって、1月、2月は無雨なのに
対して7月は　722mmも降るほどの月別変化が甚だしい。一方、白ナイルの水源である　Vic

toria湖の西側には年雨量2，032mm以上の所があり、この地域にある　Entebbeでは1，574tb

mに達すし、月別分布は比較的均一で、最小は7月の　73mm、最高は5月の　279皿mである。

従って、白ナイルの流量変化は1年を通して比較的均一であるが、青ナイルの流量変化

は大きく、ハルツームでの合流彼のナイル川の流量変化は青ナイルの流量変化によるもの

である。このナイル川の上流域（水源地城）での1年を通した規則的な流量変化が、長い

ナイル川を時間をかけて流下するうちに洪水としてではなく、規則的な増水（水位変化）
としてエジプトにもたらされることとなる。

ナイル河畔に農耕が定着したのはBC6000年以前といわれている。

（過去の農耕について）

紀元前3200年、メラネス王（第1王朝）によってナイル川左岸の開発が進められた。

そのやり方は、まず、増水（徐々に水位が上昇するため洪水とは異なる）を防ぐために川

と平行して低い自然堤防の上に堤（LeYee）を築く。そして、これと直角方向に砂浜段丘

（ナイル川沿いに川から数キロから10キロ程度の所に一段高い丘かある）の基部に至る

まで築堤して農地を囲い込む。こうした堤に囲われた農地をベイスンと呼ぶが、その大き
さは平均して川沿い方向に約10kn、将4knの4千k程度である。ベイスン内部は人力で

もって完全に均平化されており、川の勾配にしたがって大きなテラスが構築された状態で
あった。

ナイル上流部で洪水が起こるのは毎年8月12日頃であるが、アスワンのそれはほぼ4

5日遅れである。洪水の到達した地域では平均7～8佃設けられているベイスンへの導水

路を開いてベイスン内に水を湛える。その水深は0．3～3止で、平均して1再温度であった。

最大水深に達したとき導水路の入り口を閉ざして、釣45日間たっぷりと水を農地にしみ

こませる。やがて、増水が去るとベイスン内の水はナイルに放水する。このことを予測し
て、導水路の敷高は耕地面の高さとナイルの渇水位の中間に設定されていた。その後、放

水が終わった農地に種まきをするのである。こめベイスン漕漑は紀元前3200年から1

9世紀初頭までの約5000年もの間継続されてきたのである。

この継続性の秘密は、肥えた石灰質シルトと腐植土を含んだ水が、毎年規則的にエジプ

トにもたらされ、この養分を含んだ水を利用して、ペイスン濯漑という手法により虐政が

なされてきたことである考えられる。つまり、肥沃な浮遊軟質（粘土分55－64％、シ

ルト25～30％、細砂6－17％、粗砂微量、有機物2．3～4．5％）を含んだ水を農地に

約45日間貯えることにより、これらがほとんど沈澱し、農地に堆積することにより、肥

沃な地力を維持できたこと及び45日間の湛水及び放水により土壌中の塩類が洗脱され得

たことである。

メラネス王のナイル川左岸の開発以降、人口増加により、さらに右岸側にもベイスンを
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作った。この両岸築堤により洪水位は高まり災害を招くに至った。そこで対策として第1

2王朝アメンホテプロ世はファユーム盆地に洪水を引き入れ世界初の人造湖舶eresをつ

くった。すなわちナイル川左岸から盆地までユセフ水路をほり、転年の淡水を取り入れて

貯留し、低水時に川に逆に放水し、渇水期の下流デルタ地域の用水補給に当てたもので、

洪水調整と用水補給の2つの目的を持っている。これはBC2000年頃といわれている。

ギリシアの史家ヘロドトスはBC440年頃エジプトを旅して、Moeres湖の面積は平水時

に約l，920km2、低水時に1，600km2、満水時に2，000km！になると記している。周臥ま710km

あったという。またユセフ水路は建設時には長さ約19k∬、幅約15Dであったといわれる。

これは近代的輪中技術の先駆として古代エジプト人の英知をたたえるに値するものである。

いま1つBC1500年頃Sesostoris王の治下で、推漑と舟運をかねた水路網の工事が注

目される。特に下流部のデルタ地域が特徴的である。

2、深い水路組織による周年濯漑（1826年～1902年）

鮨とサトウキビが導入されるに及んで、1826年、統治者モハメッド　アリは深い水

路組経をナイル川下流のデルタ部につくって面の＃鼓を行った。いわゆる夏水路（Su…er
canal）と呼ばれるものである。すなわち夏期、ナイノレ川の低水時に播種、耕作が必要で

あるので、水路を深く梱って河水を引き入れるようにした。水面が耕地南下にあるので、

在来の揚水機を用いた。夏が過ぎて増水期には、その水路からの漕漑が可能となる。計画

は成功し、エジプトの人口と富は増大した。しかし、統治者のビイジョンの方が当時の水

理知識に先行した結果となって、深く掘られた水路には年々シルトが堆積し、その清掃に

多くの、そして当時不足がちな強制労力を必要とした。そこで彼は本来の目的である周年
取水と、それに関連する労力不足の悩みを解消するために、カイロ北方23k山こあたるナイ

ル分流起点にデルタ堰（Delt8B8rrage）をつくって事態の改善を図った。1861年には堪

はできたけれども、計画取水に耐え得ないほどの強度しかなかったので失敗し、当時類似

の仕事を行？ていたインドから技術者の応援を得てようやく完成し、改築した後・使用し
うるようになった。その後デルタ地域における周年濯敦の要望は増大し、新しい塔が1938

年にも完成している。

3、貯水池による周年漕漑（1902年以降）

1902年までは豊水期の冬作も、渇水期の夏作ももっばらナイル川の自然流量に依存した。
周年耕地の拡張に伴い真水の要望が強まってきたので、補給水渡として貯水池を設けた。
これがアスワンダムであり、1902年に完成している。その後2皮のダムの嵩上げが行われ

貯水量は最初の10億㌔から50億mさに増加した。更に、その後1968年にアスワンハイダ

ムが完成し、エジプトにおけるナイル川の水資源は完全に人的コントロール下におかれ、

エジプト全土で通年漕漑が可能となった。

しかし、一方ではこれまでナイル川の増水により運ばれていた肥えた石灰質シルトと腐

植土はダムによる貯水池の中に沈積することとなり、人々は化学肥料等の施用によって土

壌に養分を補給しなければならなくなった。

更に、アスワンハイダムにより美大な水資源を一度に確保したことにより、アスワンハ
イダムの完成以降、急ピッチに周辺砂漠の農地開発が進められてきたが、近年にいたり、

アスワンハイダムで開発した水資源がほとんど利用し尽くされ状況になってきている。し

かしながら、アスワンハイダムの建設によりエジプトのナイル川にかかる水資源を全て開

発し尽くされており、一方では人口増に伴う水帯要尊から、今後、益々、水需要の増大が

予想されており、エジプトにおいては新たな水資源対策の検討に迫られていると言える。
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（ナイロメ一夕ー）

ナイロメ一夕ーはナイル川の水位を計測するためのもので、ナイルJltの島や河岸、神殿

内部などに設けられた。

毎年夏に起こるナイル川の氾濫（増水）は、古代エジプト人にとって最大の関心事の一

つであった。ナイル川の上流の青ナイル川とアトバラ河は、エチオピアのアビシニア高原

の夏期モンスーン降雨を水源としている。この氾濫により巣色の肥沃な腐植土（ナイルシ

ルト）が運ばれ、耕地を毎年再生させることにより地味豊かな状態に保っていた。

ナイル川の氾濫は、極めてゆっくり、かつ徐々に起こったため、川の上流の地域に観測

所を設置することによって、その年の氾濫の規模や時期などを前もって知ることが可能と
なった。

そのため、中王国時代や新王国時代になって、エジプトの努力範囲が、ナイル川上流の地
域にまで広がるようになると、第3急流瑞や第4急流端付近にも設置されたと思われる。

ナイロメ一夕ーのうち、非常に古くから設置されていたものに、アスワンのエレファン

ティネぁとカイロのローダ島のものがある。エレフアンチイネ島は、古代の上エジプト第
1ノモスがおかれており、エジプト南柵の有力な地域であった。ローダ島のものは、メン

フィスの都の近くで重要な位置にあった。

ナイル川の氾濫水位は、一定ではなく、水位が低過ぎれば飢健が生じたし、反対に高過
ぎれば洪水の被賓を受け、農作業にも影響を与えたのであった。

1968年にアスワンハイダムが完成し、ナイル川の氾濫を人為的に完全に管理するまで、

氾濫は続いたので、近代に至るまでナイロメ一夕ーは極めて重要な意味を持っていた。

（キヤクラクト・・急流端）

キャタラクトは急　とも呼ばれる。ナイル川上流地域の高低差が大きく急流となってい

る場所を指す◆。岩の上を急流が洗う場所で、舟の航行の妨げとなっている。

アスワンからナイル川の上流のスーダンの首都カルトームに至る地域にかけて主なもの

だけで6ケ所のキヤクラクトが存在しており、アスワンダム付近にある弟1キヤクラクト

から上流に向かって第6キヤクラクトまで、順に番号が付けられている。

これは、岩質が柔らかいヌビア砂岩層と硬質の赤色花崗岩の地域が、ナイル川に沿って

存在していることが、一つの原因になっている。ナイルの浸食により砂岩層が花崗岩眉に
比べて大きく削られるからである。

アスワンの第1キヤクラクト付近には、石切場が多く存在している。特に、北に、ジャ

バル・シルシラの砂岩の石切場やキヤタラクト付近の赤色花崗岩の石切場が名高い。

（ヌビア）

ヌビアとは、アスワンの第1キヤクラクトから周4キヤクラクト付近までの地域を指す
名称で、下ヌビアと上ヌビアとに2分されている。アスワンハイダムの建設により、下ヌ

ビア全体が水没してしまった。

ヌビアに人類が住み着いたのは旧石器時代前期からで、先史時代のヌビア文化は、他の

ナイル地域の文化と同じようなものであったと考えられる。人々は農耕、狩猟、漁業など

で生活を営んでいた。

初期王朝時代からヌビアはエジプトに服属し、エジプトに対して朝貢を続け、黄金や象

牙などが運ばれていた。王朝時代を通して、エジプト王家の支配下に組み込まれ、徴兵な

ど搾取を受けていた。

1899年のエジプトと英領スーダンとの分割でヌビアは政治的にも分断された。アス

ワンハイダム建設による移住などヌビア人は多くの困難に直面した。
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（参考）

エジプトの歴史的経緯

（1）上エジプト

古王国が出現する以前（BC5000～4000年）、人々は洪水の氾濫しない高台か

砂漠の縁に生活の居を構え、洪水に侵される平地に自生する食物の採取や魚、鳥の狩猟を
主として生活していたと考えられる。この当時は川や沼地に魚が豊富で亀やカバも住んで

おり、群をなしてわたってくるかもやアヒル、クジャク等も食用していた。（サイや象、

キリンもおり、またライオンやヒョウも狩猟の対象であった。）したがって、この時代の

農業活動は非常に限られたもので、広い可耕地（80万haと推定されている・・・なお、

現在の上エジプトの農地面積は約100万h8（？））で粗放でかつ分散した農業が営まれ

ていたに過ぎなかった。
その後、徐々に人口が増加すると共に野生の動植物が減少し、一方小麦やトウモロコシ

が主食となるに従って農業が次第に盛んになって、ベイスン農業が発達することになる。

農地面積としては、ベイスン准紋がこれに適した川沿いの台地と砂漠に挟まれた平地に

限定して発達していったため古王国、中王国時代を通して変化が見られないが、新王国の

第18王朝（ラムセス大王の時代でBC1300年頃）にシヤヂクーフが出現したことに
よって既耕地周辺部で約10万ha程度の農地が新たに加わり、更にプトレマイオス王朝の

初期（BC300年頃）にサキアが使用され始めたことによってまた10万ha程度の農地

開発が行われ、この時代にほぼ100万haほどの農地規模になったと推定されており、そ

の後は現代における動力ポンプの導入まで農地面積は変化していない。

（2）デルタ

古王国以前のデルタ地帯は、ほとんど低平な湿地で、広い地域に疎らに住居が散在して

いた。古王国の時代になってもデルタの1／3を占める北部の地域には人が住んでおらず、

残りの地域も上流エジプトに比べ人口密度はかなり低かったものと推定されている。

デルタの開発は上流エジプトに遅れ、古王国時代に入ってデルタ南卸から中央部へ向か

って進められ、更にラムセス王の時代に入って砂漠周辺へと広がり、この時代の農地は約

130万血税度に上っていたものと考えられる。ただ、湿地帯及び洪水による被音が大き

かったことから、このうちの大きな面積は粗放な採草地として利用していたようで、ヂ′レ

タでは家畜飼養が盛んであった。

上記の開発に引き続き、北部の湖沼周辺及び地中梅沿岸の地域の開発が紀元前1000

年位から始められ、プトレマイオス王朝の時代には、デルタ全域の農地面積は160万ha

程度にまで拡大したと考えられている？しかし・これらの農地もAD4世紀から15世紀
にかけて海水位の上昇と地盤沈下によって、北部地域は耕作できなくなり、また頻発する

洪水とマラリアの発生、重税等の社会的要因が重なって農地面積と人口の減少が顕著にな

る。

1910年代のエジプトの州別及び虐政方式別農地面積は以下の通りで、これによると

エジプト全土の農地面積は、5，351千redで、このうちデルタが約6割を占めている。また、

ペイスン潅漑の実施地域は上エジプトのファユームを除く各州に残っているだけで、既に

デルタは全て通年潅漑のうちとなっていた。（なお、上エジプトにおけるペイスン港漑1，

287千fedのうちには、それに隣接する高台やベイスン内で堤に囲まれて洪水の侵入を防ぎ、

主に井戸を用水源として夏期の粟の栽培による2期作の農地が240red含まれている。）
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州別、維漑方式別農地面積　　　　（単位：千red）

州　　 名 ペ イ ス ン 通　 年 計 州　　 名 ペ イ ス ン 通　 年 計

上 エ ジ プ ト

ア ス ワ ン 8 7 － 8 7

デ ル タ

カ リ ビ ア ー 18 1 18 1

ケ ナ 3 5 3 － 3 5 3 シ ヤ ル キ ア ー 53 5 5 3 5

ギ ィ ル ガ 3 13 ー 3 1 3 ダ カ リ ア ー 49 5 4 9 5

ア シ ェ ー ト 3 48 6 2 4 1 0 メ ム フ ィ ア ー 346 3 4 6

ミ ニ ア 9 6 2 8 7 3 8 3 ガ ル ピ ア ー 95 4 9 5 4

ベ ニ ス エ フ 3 8 1 8 6 2 2 4 べ へ イ ラ ー 58 7 5 8 7

フ ァ ユ ー ム

ギ ザ 5 2

3 0 4

1 2 5

3 0 4

1 7 7

そ の 他 ー 2 2

計 l，28 7 9 6 4 2 2 5 1 計 － 3，10 0 3 1 0 0
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Ⅰ　緒　　言

エジフ’トにおける雇漑排水の歴史は古〈，少くとも紀

元前3200年にまでさかのぼる。エジプトは典型的な乾燥

気候下にあり，年平均降雨量は地中海沿岸で約200mnl，

南部においては2mm（アスワン）に過ぎない。したがっ

て，ナイル河の水を中心とした潅漑を抜きにしては，エ

ソ70トの農業は存在し得ない。現在の農耕地はナイル河

沿岸のナイルバレーとデルタ，およびその周辺の612万

フエデン（約257万ha）で，国土両横の約3％にすぎない。

それ以外は砂漠であー），ところどころに点在するオアシ

スで湧水を利用した農業が細々と甘まれている程度であ

る。また，古来より，ナイルバレー，ナイルデルタ地域

は世界でも有数の肥沃な農地を形成してきた。これは，

晋ナイル上流域のエチオピア山出血肺こ分和する肥沃な

．水二1二部水利システム研究※

●■　京都大て：畏ギ：部

＝■椎造改作り総叔謀施設符理ホ（／亡エジプト公jlこ・ド黒木

資源省派iい出1家）

平成5丁仁9Jl二川廿せ理

キーワード：エソ7】トい水資源，濯漑排水・塩打沈帆・排

水再々り川，・砂漠開発

パーティゾル土壌（VertisoIs）をナイル河がその沿岸に

供給し続けたためである。「エジプトはナイルの賜物」と

いわれる所以である。

エジプトの農業は∵1965年にアスワンハイダム（以下，

ハイタム）の第1期工事が完成し，ダムからの放流が開

始されてから新時代に入ったといえよう。それ以前は，

1年周期の洪水に依存する「Basin濯漑」により，年1回

の作付けが行われていた。この潅漑法は，洪水を耕地に

1－2mの深さで1－2ヵ月間貯留し，その後落水して

土壌が耕作できる状態になるまで乾かして作付けする方

法である1）。この友法では．毎年洪水に含まれる肥沃な

パーティゾルを耕地に補給できるため，耕地が疲弊する

ことはなかった。また，洪水の貯留過程て塩類の溶脱が

できるため，土壌表面あるいは根群城に塩類が騒碩する

という乾燥地城特有の田】題も生じなかった。

ハイタムの完成により．ナイルバレー，ナイルデルタ

のBasin酵漑は完全に姿を消し．「周年（Perennial）灘

漑」へと移行した。このため作付集約度は飛躍的に伸び，

税イモミでは約192％となっている。反面，Ⅰまasin溝概が嬰を

消したことに付い，ウォーターロギング（lVa亡er王ogg什g，

以下ここでは湛水二lチと呼∴）や比二Iごが顕〟化しているこ

とい巨某である。そのたれ　漸晰二む増して排水には桁
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別の軋櫨がな㌢圧．幣備が遡められている。

本鞘では，現れエジプトで進められている湘漑排水の

改良に関わる車用の別状と問題点について紹介する。な　　1　地表水

1Ⅰ．水資源

お，本鞘で述べることの多くは，署‥話らが国際協力串業　　　エジプトで持続的に利川吋能な水資源は，ナイル河の

川のk・餌期卑l‖】家としてわった－－一旭の現地調由二むと　　州Il水とその流域の油養可能な地下水に限定される。ナ

づいている。

地中渦

I

l

1

1

1

リビア　1

1

1

I

1

1

ヽ

I

J

ヽ ヽ

し、

′

－

／

l

■

J∴ソ7【ト

スーダン

中火アフリカl

＿′一－′‾、－′＼

サイーJレ　　　　　∧

7‘ルンジ

巨骨木用地設

q）ェト‾ブイ・・胆

（参ジフタ朋

③デルタ朋

（㊤アシェ．ート朋

（9ナ〝．ハマンデ川胴

（砂エスナ朋

（かアスワングム

サウジアラビア　⑧アスワンハイダム

¢）ナセル棚

⑲ジュペルオー－リアグム

⑪セナ】ルタム

⑲ハシムエルキルバータム

（珍ロゼイルスタム

⑲′、ログム（計車中Iり

⑬オ叫エンフォ】ルスタム

津ナイル

エチオピア

一三〕－＿、
＿ベ　　　　ヽ、＿＿
1

lく　り〝ング

I′′　　ヵプラ川

ケニア

、
、
、
＼
ヽ

タ1サニ7

Fig．1ナイル河流域と水f耶発‖
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北日沌月・拙作．一・．ソー′守の木■紆源と川・拙仰木

イル盲目Jはビクトリァ溝‖二水源をもつlてナイルtエチオ

ピア高脱を水源とする了l’テナイル，およびアトバラ河が

ス一一ダン河内で合流したl町別種昆（GI7nnlく111）のIl；‖祭河

川である「淀城は約2つりけkm2にノとび．ウかングIケニァ，

タンザニア、ル「ノング、プルンソ，－りごイー岬JL，エナオビ

ア，ス一一ダン．エジ7号の9ヶL畑二またがる。f瓶．1に

ナイル河流域と水川開発の状況を′lこす1㌧3支川が本川

にもたlらす・隼聞流1－との比率は・l●fナイル6椚‰l′‡ナイル

27％，アトバラ河13％であるっしかしながら，洪水期（7

日～川月）においては、瀧F一汁と率は－i一子ナイル68％，アト

バラi・tJ22％，l’1ナイル川％である。F厄．Zは．アスワン

地点における本川および主要友線の期別t、ドJ加允；li：

（191．2－1！）88年）を示すZl。この図からら明らかであるが，

晋ナイル，ァトパラ河はナイル河の洪水の＿主要因で凍り，

1′Jナイルは供水期の流；－；：碓†某に17赦している。したがっ

て、ハイダムの機能はtl一子ナイルとアトバラ河の洪水の

平準化，朋隼にはかならないo

ナイル河の水資源の配分に閲しては，1959年に締結さ

れた協定が二呪在も効力を持っている。すなわち，アスワ

ン地点の叶・平均流出；la′lり仏m‥I々〃ミ叩J二して，＿Lノー／」

にで閏55億日1：－、久一∵グンに隼1椚億111＝－がそれぞれ告Ilリ、tl

てlt，れていろり代り、Ⅰ州債11日．t，ダム湖（十一Iリし神棚か

l■，の燕発描失昔新井・lr川／に†半一川井均損ソ二である‥二の

l甘定で日，隼1り1涼．＝；I；．が八・川借111‥一十頼廿日’ろ場合，心拍●ち

分日刊・l川で均等にlll分れる二日こな一ノていろ‖J州えて，

エジプトとス一一グンはけイルのサ・．ドrSL1（1rl）混帰

にJjけるソコングレイ計Illlけど．・川の・甘桐■嗣仙設計両

に止って，牛みいせる水和11比，そノ＝二骨する付目（ノ）分

れリノ一江についていlり意をllkりかわしていろり

この計illliが晰朋に進めLr＼今l叶紀小にエジプトのナイ

ル河の水溌源の細面1分：I；二日約5捌）侵：111：リ三で井川目し．最終

的には65∩億111㌦巨で骨相須さ山ノ目．上すfJ・）一Jl∴しかしん・

がlニ），この一一・地の．汁両日、溌全面の＝吊，明二加え、漁牒≠

るいは放牧との利一．1この問題．さい二南北1一タン川粗几

か■1んで，建．昔は現／叫一断されている．Iこの′二両，匪来

米に1；ける耕たな水溌源の11日発Ltかなりl付址であるハ

ナイル河の水性川は，現≠のとこ′ノエジプトと八一一グ

ンに限定されている。他の7′，－トー三lとLtわrrこかにrソガンデ

とのオMエンフォーールスダムに性H‾る協定が成、HJてい

るだけである㌔また，ナセル湖への流人：量の釣洲％（ム

エナオピァに降った雨水に伴う塩川である：‖ことを考え

れば，エジプトは完全にエチオピアの降雨によって支え

らfLているといっても過言ではないnLかしながl：，Jエ

ナオビアは上述の協1日こけ宗全に同意しているわけで（．・【

なく，ナイル河の水利椎をエジ■7【卜と1－－－グンで■liイl’し

ていることに刃■して，かくl・ll強い不満を大明していろニl〉

今後エナオビァで，人肌頼な水聴聞発が牒めげ，亘1両

から＿卜述の協定と射光することになり，ナイル河の水仲

川をめぐって繋．廻した車悪の起る危険作をI．トらんでい

る。

2地下水

（1）ナイル河沼岸

ナイル河打†いのナイルバレー一一」やデルタでLt，中日小甘能

な地‾卜水がかなlH〃liする．、しかし，これはもともと／′二

flこする資源ではなく，ナイルバレーーとデルタで行われて

いる榔概の結果，地‾’卜●に満載され／こものである‖したか一l

て，厳密な意味では地’卜守上透川失分封l●；＝用する一・伸の．刈

整地としての機能存イl－していろハ二かl’）〝）地卜水（一日㌍砦

および．牛清川に串日日され，現／l二26ノl億111＝ソ叶・が釣！）．（）（汀）の

廿日から揚水されている（TiIl）k廿，」ル′l二項術性システ

ムからの油赤さ■tから．刑酢れ仙某約5∩億111ソ隼まで増や

すことがり能とされている（T訂）le2）：り〔Fig．2ナイル河の流況（アスワン地一一．MZl

（1り12－198糾二のγ均）
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（2）砂漠地域の地下水

エジプトの砂漠地域における三トな地‾卜水資源は，ヌビ

ア．常永桐（NしIl）iil11aq11irel・）の小にイ川三する。ヌビア1if

木帖はチャト化部からスーダン，エジプトの大部分，お

よびリビア如吾いこ広がる広人な地下水システムである。

これは砂，妙計．粘二L　頁ほどからなる。粘」瀾は横

ノル＝こ不連続に有イl三し，砂，砂岩†と互屑を形成する。そ

の下ノバこは，不透水件の北鰭岩がイJ：在する。この帯水層

のゾさは，i…りでは数‾lrl－111であるが，北側では3，5（）O111を

超える，）

Fig．3はヌビア備州捌こおける地下水の流動方向をホ

すS－。rl’al）1e：∃に，エジプトにおけるヌビア帯水層からの

地卜水は据の」礼状と将来．汁両をホす6）。

L西部砂漠］

l佃l；砂漠の地下水は，2ソ川ミ～：iル隼前のもので，南

西の〟向から14～27111／年の速度で移動してきた水で油

養されたものである3）。この他下水は，かつての祐lと洞な気

帳の嶋イ℃に吾Ii分的に油韮されたもので，現在でもチャド

の湿潤なティベステイ山とエンネデイ山の流域からの繭

光が少しあると言われている4）。地1．水は一般に北およ

び北卿こ向って流れる（Fig．3）。水質は一般に良好で，

人口りや家諮の飲料水，確耽川水として過している。南側

で（．土J加ナ浪度は1，000111g／e以下で，北部に向って徐々に

高くなる．、

仰潤I；砂漠には，ところどころに窪地が存在し，その低

付淋こオアシスが形成されてきた．，オアシスでは，鵜川

抜き状態で地‾卜水の利川が可能であり，‾古代から消夏漑農

業が営まれてきた。オアシス農業の詳細については後述

する。1、al）1e3にホすように．この地域での現在の地‾】ご

水採掘紬ま，約5伯111ソ咋である。ニューバレーとは西部

砂漠にイJ二在する錐地僻を指す。

［火部紗弘　シナイ・、l㌧山］

ヌビア満水仙上　火部砂漠，シナイ、卜鳥へも分和する

が，札／l三あまり抹据されてし、ない。火部妙技の批分漉度

は1，∩㈹一川，∩…hlg／gの純刷こあるりシナイ・Tl鳩では，

地卜水上く川1部シナイから北にl「りって流れる（、中部と南部

シナイの地目卜水の臨分潰皮は，1，5∩加1g／gのオーダーで

あり，北および西にIJ・】って高くなI），5，00加1g／βまで達

する．りn

なJj，1、ab】c‘1は，エジプトにおける主要苗水屑とその

水質の1．抑1三を収りまとめたものである4）．，

1、～1l）le】ナイルバレーーJ∴よびデルタにJjける地下水

利川の】北況4）

（†凱113／叶）

地　　 域 場　　　　 所
現 在 の 指 水

；i；：（1 9 ！）（）隼 ）

ナ イ ル バ レ ー 氾 濫 掠 ム よ び 砂 漠 と の 境 淋 部 9 ．6 5

ナ イ ル デ ル タ 氾 濫 原 9 ．8 5

西 部 デ ル タ お よ び 砂 漠 と の 境 界 部 4 ．9 0

東 部 デ ル ＝ j よ び 砂 漠 と の 境 界 部 2 ．什∩

計 2 6 ．一1（）

1rablc2ナイルバレーおよびデルタにおける地目卜水の

新規開発－＝川紬l二一〉

（仏11ソ牛）

地　　 域
耕 規 開 発 用 伽

分 （計 画 ）

ナ イ ル バ レ ー 管 外 に よ る 排 水 （垂 1鯛 排 水 ） 0 ．6 5

開 拓 0 ．朋

複 合 酵 漑 お よ び 生 活 用 水 1 2．1 1

ナ イ ル デ ル タ 開 拓 5．1 0

校 合 濯 漑 お よ び 生 活 汀】水 ‘】．9 5

計 2 3 ．3 0

Tal）le3ヌビア肺水屑からの地下水採掘の現状と将来計l岬

地　域
1984　現才H1990）将来計l呵鞘論的総二星l；1rl川音

（位1113／咋）（倍111ソ咋）（倍111ソ年）（1113）（l川12）

ニューノヾレー

ElIく11al・gal．20　　1．20　　1・2n

EI Dalくhla　2．43　　　　2．80　　　‘1．8（）

EI Fat－a什a O．6（）　　1．00　　　　3．60

Ⅰこ11！atlaI－1）′aO．3n　　（】．朝　　　2・10

′ト．汁　　4．5ニi　　　5．′川　　11．7∩

SiⅥra n．3（）　　（lJiO LJ州

U＼VeilてIt　（l．On　　　（＝）1　　15．00

東部砂漠　　0．（10　　　（）．01　　1．9（）

′、イデム川辺　什仰　　　【）．n1　　　2．57

シナ日用　　0．㈹　　　什nO　　　2．0∩

2×川－ユ　ニ削l，0州

65．0（椚

31．（1仰

lXlO】t　・肌〔州

介　計　　．椚　　　5．73　　　3れ47
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北トト推辺・耕作∴Lシ′ナトの水溌源と碑軌排水

ヌビア常永屑

∈≡ヨ人目け㌻

匡ヨ・・－…
こ、、こ＼、i

E≡ヨ

l了l然淀川地域

ヌビア．浩水JTイへの偏光地域

ー●一　泊浦ソJ向

■‾‾■‾ニー．－ー地下水位（渥抜：Ⅰ¶）

－－－－一丁－－－－－　ヌビア披＝三地‾F水城

＿⊥」」し塩水と基水との境界

Fig．3　ヌビア帯水帖こおける地．卜水の流勅．ノ川中－
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7リ



三
■

Table4主要帯水層とその水質の特性4）

地

墟
帯 水 層 名 地 区

帯 水 層上 端

まで の 深 さ

（m ）．

帯 水 層

の 厚 さ

（m ）

飽 和厚 さ

（m ）

地 下 水 位

までの 深 さ

（m ）

透 水係 数

（m ／d ）

透 水 鼠 係 数 1〉

（m 2／d ）

間 隊 牢

（％ ）

貯 留 係 数 ：－ 塩 分 濃度

（m g ／色）

ナ

イ

／レ
河

哲

′亭

粒状 岩 ・砂 礫 ナ イルバ レー 0－　20 10 －　2 00 0 －　5 5 0－　70 50 0－200 00 2 5 －30 ＜ 1500

ナ イル デ ル タ

（南 部 ）

ナ イル デ ル タ

（血 部 ）

0－ 20

20 －10 0

100 － 5 00

500 －1000

0 － 5

0 － 2

5 0 －10 0

＜ 50

50 00 －25 00 0 2 5 －30

＞ 30

＞ 100 0

＞ 50 00

ヌ ビア 砂岩 Q e n a 100 －2 50 一 50 0 自噴 1－　2 500 －　 8 00 一 2 00 0 －　25 00

L a k ita 10 0－5 00 － 2 00 － 4 00 自噴 ト　 3 10 0－　 5 00 ー
15 00 －　20 00

西

ヌ ビア 砂 岩 K ムa rg a 5 0－2 00 128 0 5 00 －　7 00 0 －　3 0 2 －　4 50 0 － 1500 20 3 × 10 ‾4■ ＜ 1 000

D a k h la 20 0 18 50 5 00 －10 00 0 －　2 0 5 －　6 25 00－　4 000 20 －　25 6 × 10 ‾4 ， ＜ 100 0

B a h a ri ・ヽa 150 －30 0 18 80 10 00 －1 500 0 －　2 0 5 －10 9 00 －　6 000 2 0 －45 8 × 10 ‾5 ＜ 100 0

部

砂
A b u l■Iu n g a r 2 00 －50 0 26 ¢0 1500 －2 000 自噴 2 －　5 50 00 －10000 2 0 －30 4 × 10 ‾3 ＜ 100 0

漠 a n d F a ra fra

E a st U w ein at 10 －　20 700 10 0－　30 0 20 －　30 10 －2 0 10 00 －　250 0 2 0 －　3 0 7 × 10 ‾ヰ ＜10 00

M og h ra N atrun ／Q atta ra 0 －2 00 － 50 0－ 90 0 10 0 4 ．8 25 00 －　450 0 2 0 I 100 0 －1200 0

火
吾β
＃少
壬集

ヌビ ア砂 岩 B h ．hね Ila h a 0－ 30 一 20 0 自噴 － － ー ー
3 00 0 －　40 00

M o g h ra W a d i A ra b a 0 －10 0 － 50 0 自噴 － － － － 100 0 －120 00

シ
ナ

イ

ヌ ビア 砂岩 N a k h l 1000 ー 20 00 2 00 ー
15 00 －　20 00

A y o u n M u sa 10 0 －50 0 一 1500 自噴
－

10 00 －　4 00 0

M o g h ra 南 シナ イ 0－　5 0
ー

50 ー － 一 ー ー
10 0（卜　2 00 0

注1）透水係数に透水屑の厚さまたは断面横を掛けた胤　現場での地下水調査などの場合，これに水頭勾配を乗ずることにより，通過税前を求めること

ができる。

2）帯水層の中に考えた単位面碩の底面をもつ鉛麗杜で，それにかかる水圧が単位圧力だけ減少したときにそれから流出する水弘
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北ト・渡辺・附1：：エソゾトの水で潮と抑鶴川水

1Il　潅漑排水および水管理の現状と問題点

1ナイル′くレー，ナイルデルタ

＝）概　要

ナイルバレー，ムよびデルタの漸漑排水はハい雅史を

持ち，漸肘†j水路と排水路のネットワークが㍍密度に†J二

在する。

現在行われている周年濯漑においては，川水供給はハ

イタムからの計画放流によって賄われる。放流された水

は，ナイル河に築かれた酢首コニ（堰：barrage）により幹

線水路に導水される。以下，支線水吼　二次水路（ノス

カ：Meslくa）へと導かれる【頭．汀二l二は公共串業水資源れ

の碇轄管理下にあるが，・獅泉水路以下の管理は朋Dil・eC－

tol・ate），郡（District）レベルで行われる。メスク以下は

股民の管理に委わられるっ

（2）潅漑方法と水管王里

一般に，末端水路水仙ま圃場耐より0．50－0．70111程度

以上低く設定されているため，各段民あるいは農民l＿州本

は揚水作業を余儀なくされる。描水は普通都力によるサ

キアが用いられるが，黄近では電力ポンプ，ディーゼル

ポンプが多く用いられるようになっている。この末紬こ

おける水頭を低く抑える設計力式は，農民による過剰湘

漑を抑制し，かつ二1二填東和への塩類粟横を防止するとい

う効果が期待できる。

農民によるメスカからの描水作業は，牛津川りこ射－いす

るため，下流部では午前中は取水不能となる。午後およ

び夜間はメスカからの取水があまり行われず，川水は無

駄に排水路に流出するため，用水の利川効率は著しく‾F

がる7）。

揚水された水は，値Ⅰ場川水溝（マルワ：Marwa）を油

じ，主に2つのプア法で潮漑される。1つは水盤酢漑（basin

irl－igatio11）で，稲やエジプトクローバーのような作物に

対し，川場を2－151が程度の′トさな区画（bzISin）に分冊

して給水するノ川こである．，しうlつ‡ニ【，畝I紬邪漑（rし11・I・（）＼V

il・l・i脚tio‖）で，囲場を約22nm2の榊11iに分冊して，畝を

作って給水する方法であり，抑や多くの畑作物の酢漑に

川いられる。

i）輪番沸漑システム

附帯酢概システムは，メスカ・仙二，設定された通水期1iり

（wol・Ⅰくingl）el・io（l）の所定のIlにのみ，農民は相場に潮

水でき、その後の限られたIL水相＝；u（closureperiod）に

ほ仝〈酢水できないというシステムである。旭水川＝Ⅲと

止水期問の合計を，ローーテーション（輪番）糊l川という。

封

これわ輪推彿漑シスナムの札小∴として，h】（J川）叩トl

次の点を挙げている㌦

①　水仲川の合∫一汗‖ニ

②　沸漑水の過剰仙川の川胴は地卜水位＝車′）抑制

③　酢漑水路力・J，の基凪，け綱川失の沌少

（釘．肺配水路のJt輔少の減少

⑤　刑場にJ；けるノー≒発，卓二川．川け火の純少

⑥　川場排水路か左の沈川排水；l；：の純少とそj＝ニ什う排

水路水位の確保

⑦　水路およびrl瞞Il地．昔のための維持伴理期問の碓朕

⑧　輪番に合わせた地lズニl人lの監悍，比廻りの効や化

（勤　一粒作業の＝川1町隼の器易さ

エジプトにおける輪番沸耽システムu，人さく以卜の

2つにⅠメ二分されるハ

［2－交代輪番］

幹線あるいは支線汀】水路から供給されるメスカは，2

つのグループに分けられ，各グループは別々の期I‡りに離

漑を行う。すなわち，1つのグループの通水相川批L　別

のグループの止水期問である。エジプトで行われている

2交代の輪番沸漑は以下のとおりである∩

①水稲耕作地城，およびデルタの夏作では4日通水，

4日問断の2交代輪番がとられている。水‾不足の咋

には，4巨Ⅰ泊水，61川り断の輪番がとられることも

ある。

（診アシェート，ソハグ，クエナ，アスワン裾政lメニなど

の上エジプト細作地城では，・隼問適して71一泊水，

7＝…断の2交代輪番が裾われている”）。

③ファユーム地域では，地形勾配が急なため，通水，

間断ノノンじの輪番の代わりに，高供給，仇供給ノノ∫℃の

輪番が行われている円〉。愉裾よ仲川池して．711高供

給，71用い供給の2交代で‘ケ）る．，

711通水，7＝珊瑚の2交代輪肺の場合，末端の糾吊

J－ま鉦ヒl引17りこに1回酢漑されろことになる‖

［3交代輪刷

枠線あるいはよ細川水路から供給されるメスカ・u，3

つのグループに分けられる（クリレープA～C）。グループ

Aが酢漑Itlは，グル…ブlうとCのノスカへの通水いlトリ）

られるnグループIうのメスカに通水されるjU川l】は，グルー

プAとCはl卜水される．，3交代輪番H，デルタやギーり1

ベニスエフ，アル・ミニア行政区などの冬作でと左れて

いる㌦・般に5＝通水，1り＝闘机の：交イし帖酢で√ト）ろ．，

“－・伽の冬作で」l＝鳳水，81＝刷晰のこう交代輪番が．リ）れ
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る．，ただし，川水量がピークとなる5月16l－ト9月15l－】

の期問は，例外的に711通水，7日脚‖噺の2交代輪番と

なるRl。

しかしながら．川水配分・酢性技術研究所の現地調査

によれ（∫，相こデルタ地域では冬作期間に5「l通水，10

I川m机の3交代輪番に従う段艮は少〈，ほとんどの圃場

では：週間、あるいは4週l那加こ酢概している8｝。この埋

山として，次の点を挙げることができる。

の　畏尺は週刺な酢附二より、満水宮の起こることを恐

れている（

②　い川野柑伸川りこ降雨があり得る。

③　蒸発故妄．とに兄合うぅー1二以上の水が，代かきや溶悦，措

帥のために回場へ供給されることにより，地下水イ1tが

上汁し．地‾卜水からの毛管補給カくあり得る。

経かにデルタの二卜填はナイルバレーに比べ，精留で†某

水力が掛、ことから，⊥言…己のようなことい十分あり得る。

二♂）点を踏まえ，師IlのEトQuosyは，デルタの全ての冬

†隼物の問附潮跡ま，現行の511迎九1nr川1断から，7

11通水，14日I珊断の3交代とすることを提案している㌔

このシステムを抹川すれば，濯漑供給窮が約30％節約で

きる。

2）∴次水路（メスカ：Meslくa）の改良と管理

的凍のメスカとその符昭

従来からメスカは素胡い）の闇水路で計画され，」二述の

ように2～3交代の輪番〃式による門己水形態がとられて

さた∩　しかしながら，メスカの肌遣およびその管理ノノ式

には，次のような問題∴●王カぐ挙げられる。これらは輪番稚

拙システムの欠点とほほ∬－・致する。

①）‖冊狛冊軌を行うため，水路1附面が大きくなり，しか

し基地用であるたれ　基基発損失．混洞損失が大きい。

三ヒた，＝＝判川・に水路庇が十＿卜るため浸潤棋失群が高く

ん・る‖

②　水路によるつぶれ他の比率が高い。

③：勅1紬、らの浸潤損失により，l甘辺に満水宮，塩告を

発牛させる場合がある。

ゆ　細水と＝断を頻鮒こ経り返すことにより，その郡度

メスカの水位を紬て．けるための符即l】水分が川失とし

て損加される∩

⑤　末端州J鋸こおける洒耽の問隔が長くなる。例えば・

511通水　川川＝　㈹断の3交代輪番の場合，15トⅠ紬の洒

漑となる∩　このため，餌代は酢漑できるときにできる

だけ多く酢配しようとする婁勢が強くなり，過剰湘漑

の傾向が強〈なる。

［メスカの改良とそのメリット］

これらのⅠ軋題点を解決するソノ・策として，次にホすよう

なメろカの改良事発と管理方式が提案され，失地され妬

めている。

①　メスカのライニングおよびパイプライン化

②　メスカでの輪和酎射J式から連続濯漑フアンじへの変根

この改良車其のメリットとして，次の点カ∫挙げられて

いる。

①　連続洒漑，およびライニング，パイプライン化によ

・）通水断面を人柚こ紬′トでき，二l二他のイ′効糾l．jが吋能

となる。

②　基発損失，混澗棋失を蛙減できる。

③　連続濯漑の域介，畏怖は何時でい折水できるという

安心感から，過剰蘭漑がなぐなり，川水節減に．汀猷す

る。

④　パイ7【ライン化は、水肘保全上有効である。

⑤　水生雑草のコントロールにイi‾利である。

このような観点から，ナイルバレー，デルタにおいて、

今後メスカの改良ポ業はますます盛んとなろう。桃川三大

詰めを迎えているエル・サラーム水路による北シナイの

潮耽l乱発計画でも，パイプライン化が‘Jニ定されている。

写尭1は，マンスーリャ地「引こおける改良後のメスカ

を示す。改良前のメスカは，素肘）であり，水路輔はノ・三

岸側が現在の端と同じ位二，右岸側は写先の申でジープ

のム前輪のあたりまでであった。

プ〕：光2は，ナイルバレーのケーマン＆カシシャ

（Kcman＆Ⅰくashisha）地区におけるパイプラインの敷

設二「二串を示す。

［メスカ改良車業　アロス（Aros）地l封

この地l真では，すでにメスカ改良車業が完／し，従来

帖釣2111の素抑り水路はパイプラインに箭き根えられ

た。′要路戸数は70i．iで，面相ま52フエデン（22l－a）であ

る。

メスカへは，ポンプによI）揚水され，lこ爛所のアウト

レットから川場へ給水される。

この他l真の場合，ポンプ場を含むパイプラインシステ

ムの二Ⅰ‘二串軋　8∩％がエジプト政府，20％が米国の援助で

失地されているn維持符判明は農民魚机である。二l∵匠完

了後2年間は，5LE（エジプト・ポンド，1LE＝31．4川）／

卜‾り／フエデンの肝）で徴収される。これは，ポンプ場を買
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北＝・曲．リ・伸、‾　Lノ‾／トハ′い川舟・㌧潮冊川車

．Jノ11l　マン・て－り，地卜上付十るノブ∵りのl黒鳥

リスカキライニ／ニ，‘すること仁∴1リ．水㍑腑が人

帖に減少し／∴）

’Jilj∴う　　ご1’プライ7－　′・∵ナム′㍉折雄．いぃドニ　イrl’り－川虫】り

い取るための鈴丹と璧描1刊で．－）る∩ポンプ場のTいノ川せりi．1

2牛で終わり，その後u粗料理などのランニングコ1トと

緊急‖．与に備えて．†？十の佃か脚l弘される∩ポンプ場＝膵のノ

スれシ1ナムは　メェカリ．→グー（h′1esl（a tC；l〔l打1ケ中

心セナ′＝m日工より符理きれる，「二の地区においてH，ノ

㌃か甘巨揉むtエジプト鵬蝿て．一般に行わ府ている711

通水，7＝I；川頓の2交代帖品・をリlき紙き托川している。

1貢㌧二1（．土．アロス地l章二のポンプ域、7j二束′l（ユ，‾rウト

レット，●ノjl㌧5は剛易をそれぞれ′Jミす。

しl
l

リノイJ＿2　－トイノし‥し－‥L／）′一「－‾1．ノ＆わ′／、．

拙いに頼　ノン∵と仁／’ぅでノ山車‖－ユー

「ノア、か改良車業の問胤・∴－、1

仁㌦〃十土うに，メスカの収良にl．上洛くの効果か明けて

きるn Lかしながら，次の†J美子l≠l拙らあり，今榊・再車ム・

純一i・柏I必．堤とぢ．えられる∫、

圧　必製膏・ヒ▲　に伸けでいいk－て．さろ，いうにち・ハげ，木

与・：ゾ1ぐろl’lll職11か1′Iし．＝7：丁半の，［いノスカl流佃て

の虻拍車lセ水と糾′卜7）悪い‾卜流刑での水不足の佃両ルノ州

速きれる懸念があるハ　ニの点については，1ニンプトの

〃「紀抑∴しれば，工ンゾトのノ㍑尺は連用舶銅価の弊守J・
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農業‾ドッl押光所技鞘　弟l醐与j　（t恥り

：7化4　バイ7．ラインシステムのアウトレソト（7ロス地1声二）

′1’al）仁5†抑制lこノこ＃ご先取j．；°－（‖川1／誹

プルーフ　　†1　　　物

永で卜什拘　　川11舌i

ゾl■■－／

高架榊

ノイ　で

夏作物　　　相

木稲

トて■－卜

冬作物　　　　√1し∴′L．ム

小を

乱発版；l；

・1．I1

5．n

n．5

7イi

7。h

81

7。†I

．ト2

二う1

町某（．含トマト）　　　　2．】

．Lく理附しているので，榔刷収水の心配l．1ないとのこ

とである。しかし，マン久一リャ訓宜地lメ：でけ，根下

船；Iの投付　水村IH・訴えており，この問腸u乍軋洋

紺な追跡胡布か必一塁と一里、われる。

モ、釦　従来水を・トL、に1、壬手卜けて叶われてきた罠＝での入関閃

軋　システムか，ノ1小の甘造，符理瞑想か変わるこ

とにより，少なか√っ‾柑珊を受けると考‾えいtる。ニ

れについていrい恥二横目丁する必要かJ・）るけ

1二亘5　′りプラインシスナノ、に付ナるり㌫川場（7．l－1地lり

：ト）川水；一；二JJよび榔耽仙Jト

川J水㍉り

＿1∴∴プトの－＝地総合伏木．；l両（し＝（＝＼車ISlぐ「川；川）巧

．詳細＝廿在では，ナイルデルタにおける什物坤＝l＝・こご即己脾

；パl▲′l’nt〕1e5のように堤某している9），、

rl’こ1l）lビ6（咄（軋軒服．それぞ木Lニエ∴プト　■いユノJ「さ

卜．およげデルタ地J恥二j汗fるニーi二製作物のl＝、川水；－；：を

示す．二JL【日日＝門川職制・和こ蘭IJされている仙でぁ

る‖　岬
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Table6（a）二i三要作物の里樟川水；パ二川

（上エジプト：アシェMト以l机

作　 付 作物　　　　　　　 月 1 JJ　 2 日　　 3 日　　 ヰf】　 5 1j　　 6 J1　 7 Jj　　 8 J1　 9 JJ 10日　 l川　 12 日 合 ．．卜

冬　 作　 物

小　　　　　　 麦 0　 10 8　　 109　 102　　　 0　　　 0　　 （）　　 0　　　 0　　 1）　　 5（i　 125 叩 ）

一　 般　 ．庄　 野i 0　　　 8 5　 127　　　 26　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　 （）　 トトl 二律2

大　　　　　　 変 0　　　 9 7　　　 8 1　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　 （）　　 0　　 （）　 ll L　 l l（； 刑 5

コ　　　　　 ロ　　　　　 ′ヽ 0　　 8 5　　　 26　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 ニi＿1　　 7 7　　　 日5 ：川7

ル　 ー　 ビ　 ン　 立 0　 10 2　　 1 1　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　 ．11　　 8 6　　　 ～）3 ：i二号ニ！

ヒ　　 ヨ　　 コ　 豆 0　 10 2　　 1 1　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 4 1　　 8 6　　　 93 ニミ3：！

レ　　 ン　　 ズ　 豆 0　　　 79　　　 26　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 3 3　　　 7 1　　 8（） 2 89

短期 作ペ ルシーム 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　 125　　 26 6　　 封 7 7：は

長期作〈こルシーム 0　　 2 13　　 2 09　　 233　　　 68　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　 17　　　 9 3　　 日烏 9 5 1

亜　　　　　　 麻 0　　　 65　　　 68　　　 63　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 3 7　　　 7 8 3 11

玉 ネ　 ギ （冬 作） 0　 12 9　 132　 12 1　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　 12 1　 1胡 机 3

ニンニ ク （冬　 作） 0　　　 90　　　 9 3　　　 85　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 87　　　 9 8 45 3

野　　 菜　 し冬　 作） 0　 173　　　 26　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　 157　　 2 1（）　 コ3 1 5 0 0

そ の 他 冬 作 物 0　　 2 12　　 2 10　　 2 33　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 S6　　　 93　 118 9 5 2　 ．

夏 作 物

ナ イル作物

綿 0　　　 0　 123　 1 14　 106　 150　　 22 9　　 2 64　 132　　　 t）　　 O　　 l） 11 18

米 0　　　 0　　　 0　　　 0　　 30 1　 668　　 52 6　　 5 26　　 5 76　　　 0　　　 0　　　 0 ヱ6 0 0

トウモロコシ（要衝 0　　　 0　　　 0　　　 0　 16 2　　 2 15　　 39 9　 135　　　 t）　　 u　　　 O　　　 O 丁占5

ソル ゴー　 こ夏 作） 0　　　 0　　　 0　　　 0　 15 2　　 20 2　　 25 7　 127　　　 0　　　 り　　　 0　　　 0 73 S

大　　　　　　 豆 0　　　 0　　　 0　　　 0　 19 9　　 26 j　　 33 5　 166　　　 0　　　 U　　　 O　　　 O 96」

サ　 ト　 ウ　 キ　 ビ 0　 154　 1ヰ9　 19J　 2 17　　 22 9　　 29 7　　 3 54　　 383　　 3 11　 2 9 1　 コ7」 烏 詭 へ＿．

ゴ　　　　　　　　 マ 0　　　 0　　　 0　　　 0　 16 8　　 22 5　　 28 3　 143　　　 0　　 （）　　 l）　　 （） 占19

卜■　　－　　 ナ　　 ツ 0　　　 0　　　 0　　　 0　 18 8　　 25 3　　 3 17　 16 1　　 （〕　　 1〕　　 0　　　 り 9 19

玉　 ネ　 ギ ：二要 件） 0　　　 0　　　 0　　　 0　 12 9　 17J　 22 5　 1 16　　 （）　　 ｛〕　　 t）　　 0 6吊

野　　 菜 〔夏 作） 0　 134　　 2 6 1　 282　　 3 15　　 26 6　　　 5 0　　　 0　　 1〕　　 l）■　　 0　　　 0 13 1 1

そ　 の　 他　 夏　 作 0　　　 0　　　 0　　　 0　 19 6　　 26 1　 33 1　 16J　　　 O　　　 り　　　 0　　　 0 95 2　 1

トウモロ＝シナイ・■膏 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　 10 1　 19 1　 179　　 ヱり5　　 1 1（〕　　 l．1　　　 0 t　　 7S 6 ；

ソルゴー ′⊥」イJし作二 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 鋸　 179　 168　 193　 1り3　　 1〕　　 0 　 1
73 7

野　 菜 く十 イル作ノ 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　 3 J J　 135　　 1 1　　 し）　　 0 119 1

果　　　　　　 軒 0　　　 5 1　　 53　　　 丁3　　　 8 9　 11S　　 l15　　 1 11　　 川5　 、lし】1　　 丁3　　　 丁2 ； 9机　 …

注〉1月ごま篭設首巻刀ため斬水
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Table6（b）主要作物の．軒佐用水武川｝

（中二ジフ0卜：アシェート煤受益地）

作　 付 作物　　　　　　 月 1 月　　 2 月　　 3 月　　 4 月　　 5 月　　 6 月　　 7 月　　 8 月　　 9 月　 10月　 1 1月　 12月 合　 計

冬　 作　 物

′ト　　　　　　 麦 0　　　 94　　　 9 5　　　 89　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 49　　 109 4 3 6

一　 般　 豆　 類 0　　　 77　　 1 16　　　 2 3　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　 13 1 3 4 7

大　　　　　　 麦 0　　　 85　　　 7 1　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 98　　 102 35 6

コ　　　　　 ロ　　　　　 ハ 0　　 7 5　　 2 3　　 0　　 0　　 0　　 0　　 0　　 0　　 30　　 6 7　　 テ5 27 0

ル　 ー　 ビ　 ン　 豆 0　　　 9 6　　 11　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 39　　　 8 0　　　 8 7 3 13

ヒ　　 ヨ　　 コ　 豆 0　　　 96　　 11　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 39　　　 80　　　 8 7 3 13

レ　　 ン　　 ズ■　豆 0　　 93　　 26　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 3 3　　 7 1　　 8 0 28 9

短期作ベ ル シー ム 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 9 1　 193　　 25 2 53 6

長期作ベ ル シー ム 0　 190　 187　　 208　　　 6 1　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　 15　　　 83　 105 8 49

亜　　　　　　　 麻 0　　　 59　　　 6 1　　 5 8　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 34　　　 7 1 2 8 3

玉 ネ　 ギ （冬 作） 0　　　 9 9　 10 1　　 9 3　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 9 3　 107 49 3

主 ンニク （冬 作） 0　　　 8 5　　　 8 7　　　 80　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 8 0　　　 9 2 ・42 4

野　　 菜 （冬 作） 0　 15 7　　 23　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　 143　 19 2　　 2 13 72 8

そ の 他 冬 作 物 0　 19 1　 189　　 2 10　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 7 7　　 8 4　 10 6 85 7

夏 作 物

ナ イル作物

綿 0　　　 0　 119　 1 10　 10 3　 14 5　　 22 2　　 25 5　 12 8　　　 0　　　 0　　　 0 108 2

米 0　　　 0　　　 0　　　 0　　 27 6　　 60 8　　 4 78　　 4 78　　 52 4　　　 0　　　 0　　　 0 236 4

トウモロコシ（夏作） 0　　 0　　 0　　 0　 152　 2 02　 2 57　 1－27　　 0　　 0　　 0　　 0 73 8

ソル コ㌧－ （夏 作） 0　　　 0　　　 0　　　 0　 147　 196　　 2 49　 123　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0 7 15

大　　　　　　 豆 0　　　 0　　　 0　　　 0　 177　　 235　　 2 98　 147　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0 8 57

サ　 ト　 ウ　 キ　 ビ 0　 17 1　 12 1　 158　 176　 186　　 2 4 1　 288　　 3 1 1　 25 5　　 237　　 2 23 23 2 1

コ■　　　　　　　　　 マ 0　　　 0　　　 0　　　 0　 153　　 20 5　　 2 57　 130　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0 74 5

ピ　 ー　 ナ　 ツ 0　　　 0　　　 0　　　 0　　 22 5　　 30 1　 378　 19 2　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0 109 6

玉 ネ　ギ （夏 作） 0　　　 0　　　 0　　　 0　 10 5　 1 41　 18 3　　 9 4　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0 52 3

野　　 菜 （夏 作） 0　　 82　 159　 172　 19 4　 162　　 3 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0 79 9

そ　 の　 他　 夏　 作 0　　　 0　　　 0　　　 0　 179　　 2 38　　 30 2　 149　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0 86 8

トウモロコシ（ナイル作） 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　 94　 17 9　 168　 193　 10 3　　　 0　　　 0 73 7

ソルゴー （ナイル作） 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　 9 1　 174　 163　 186　 10 0　　　 0　　　 0 7 14

野　 菜 （ナ イル作） 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 n　　 23 1　 2 92　　 27 7　　　 0　　　 0 8 00

果　　　　　　 樹 0　　 46　　 48　　 67　　 8 1　 10 7　 10 5　 10 4　　 9 5　　 9 2　　 66　　 65 8 76

注）1月は施設管理のため断水
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Table6（C）主要作物の．円山≠水量tO）

（下エジプト：デルタ掴受益地）

作　 付 作物　　　　　　 一丁 1 J■1　 2 J】　 3 J1　 1 J1　 5 日　　 6 J1　 7 J】　 8 日　　 9 ノJ 10 J】 l川　 12 JJ 合　 計

冬　 作　 物

小　　　　　　 安 0　　　 80　　　 8 3　　　 7H　　　 11　　　 0　　　 n　　　 O　　　 O　　　 O　　　 ▲r12　　　 9 6 3 79

一　 般　 豆　 野上 0　　　 7 1　 107　　　 22　　　 0　　　 0　　　 0　　　 （）　　 （）　　　 0　　　 0　　 12 1 32 1

大　　　　　　 麦 0　　　 8 0　　　 67　　　 0　　 【）　　 〔　　 （）　　 0　　　 0　　　 0　　　 92　　　 95 33 4

コ　　　　　 ロ　　　　　 ハ 0　　　 6 2　　 19　　　 り　　　 0　　 （）　　 0　　　 0　　　 0　　　 2 5　　　 56　　　 62 22こl

ル　 ー　 ビ　 ン　 豆 0　　　 6 4　　　 7　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　 1）　　　 n　　　 2 6　　　 54　　　 58 2（）9

ヒ　　 ヨ　　 コ　 豆 0　　　 6 4　　　 7　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　 （）　　　 0　　　 2 6　　　 5 4　　　 58 2 09

レ　　 ン　　 ズ　 豆 0　　　 6 4　　　 2 1　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 27　　　 5 8　　　 6 5 2 35

短 期 作 ベ ルシーム 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　 66　 1A l　 18 4 3 9 1

長 期 作 ベ ルシーム 0　　 163　　 160　　 17 8　　　 52　　　 1）　　　 0　　　 0　　　 0　　 13　　　 7 1　　 9 0 72 7

亜　　　　　　 麻 0　　　 53　　　 5 5　　　 5 2　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 n　　　 O　　　 30　　　 6 4 2 5 4

玉 ネ　 ギ （冬 作） 0　　　 94　　　 9 7　　　 8 9　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 89　　 103 47 2

ニ ン ニ ク （冬 作） 0　　　 76　　　 78　　　 72　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 72　　　 8こぅ 38 1

野　　 菜 （冬 作） 0　 139　　 2 1　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　 12 6　 169　 188 6J 3

そ の 他 冬 作 物 0　　 159　　 157　　 182　　　 0　　　 0　　　 0　　　　 0　　　 0　　　 6 4　　　 7 u　　　 89 72 1

夏 作 物

ナ イル作物

綿 0　　　 0　　　 83　　　 7 7　　　 72　　 10 1　 15 5　　 179　　　 8 9　　　 0　　　 0　　　 0 75 6

米 0　　　 0　　　 0　　　 0　　 24 5　　 538　　 12 4　　 4 24　　 46 4　　　 0　　　 0　　　 0 2 0 95

トウモ ロコシ（夏作） 0　　　 0　　　 0　　　 0　 13 3　 17 6　　 22ヰ　■　 11 1　　 0　　　 0 r　　　 O　　　 O 6こ11

ソル ゴー （夏 作） 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0 0

大　　　　　　 兄 0　　　 0　　　 0　　　 0　 147　 19 6　　 24 9　 123　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0 7 15

サ　 ト　 ウ　 キ　 ビ 0　　　 6 4　　　 62　　　 8 1　　 9 0　　　 9 5　　 1封　　 148　　 160　　 13 1　 12 1　 114 1 190

ゴ　　　　　　　　　 マ 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 91　 12 6　 15 S　　　 80　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0 1 5S

ピ　 ー　 ナ　　 ツ 0　　　 0　　　 0　　　 0　 154　　 2り7　　 2 60　　 132　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0 丁53

玉 ネ　 ギ （夏 作） 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 9 1　 123　　 159　　　 82　　　 0　　 （〕　　　 0　　　 0 1 55

野　　 菜 （夏 作） 0　　　 79　　 15 4　　 16 7　　 189　 15占　　　 30　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0 「‥T‾J J J
そ　 の　 他　 夏　 作 0　　　 0　　　 0　　　 0　　 152　　 ：いコ　　 2 5T　　 12 7　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0 丁38

トウモロコシ十 イル粁 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 さ2　　 156　　 1J 7　　 16 8　　　 90　　　 0　　　 0 6 J 3　 l

ソルゴーサ イル榊 0　　　 0 ■　　 0　　　 0　　　 0　　 1）　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0 0

野　 菜 （ナ イル作） 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　　 0　　 22 1　　 28 3　　 269　　　 0　　　 0 l　 T 76

果　　　　　　 樹 0　　　 月　　　 現　 ．61）　　 丁3　　　 兆　　　 鋸　　　 9 3　　　 S 6　　　 8 2　　　 60　　　 59 78 9

注11月は施設管理のため断水
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榊 農業．‾仁芋研究所技純　第l抑・†｝　（‖I！‖）

［濯漑効率］

JLノブトの酢漑効やは，川様な地衣酢鶴が行J）jLてい

る他の川ノ／と比べ，比較的高いと・考．えられる－∴弊・配水

路ほ，砂暦二＿卜地域ではほとんどライニングされ，精留二卜

地域でu緑洞川失が少いたれ　搬送効ヰりま，70％拙度と

兄榊られる川。

また，川場への送水はエネルギー（経理）がかかる揚

水をJ．りゞとしているため、tl俳易水場川効率はil．Jiく，8n％

のオーダーと比梢らj・tる11）。したがって，全洒漑効率は，

55％内外と推定される。

しかしながら，ハイグム以北のナイル河システム全休

を・考・えた域介，全水咄川効準点かなり高くなると考えら

れる。デルタ地域からの地■l－粕への年I相続＝前は，約140

低1111である。また，ハイダムからの‾下流域への年I乱放流

締を580低目1jと仮定すると，仝水位川効酌ま75．9％とな

る－2」1也衣酢漑地lメニにとって，この仙はかなり調いと言え

る。このような拭い効率をもたらす理Iヰ1として，次の瓜

を挙げることができる12㌧

（D　ナイルバレー㈹岸の地域の排水は，ナイルかJ本流に

i堂山される．，従って，ナイルシステムのこの部分の水

性Jlj効率ほ，釣川0％まで引き＿．l二がる。

②　デルタ南部の地域の排水は，ナイルの水と混合して

再刊川される。

（》　ェジフ【トの農民は，川水晶二の多い時期に糀概水晶二が

足りないと感じたとき，川個室に最寄りの排水路からポ

ンプにより簡弾に排水を似う仰向がある。

（3）排水改良事業（暗渠排水）

エジプトの農業生産において，湛水‡】手および塩類塊根

の問題は，椛漑水の不足とともに秘めて頚要な問遇であ

る。

1960叩代以来，エジプト政府は昭鋸排水の効架を線〈

認識し，地衣排水系の強化と平行して暗渠排水を推進し

てきたJ昭鮎倣設面相烏92隼で約166．5フナllaに及び，

2川）（仰．Lでに祉ベ2：！1〟llil（／）肌設カーJ二足されている．，11打

渠排水■・片栗は，排水小葉け化l－八Dlりが維持伴理も含め

て行っている。

暗渠排水の材料として札　以i刷．トト粁がイ机）れていた

が、」北／I三はプラスチックl｝VCコルゲート多孔伴が仲わ

れているい　文鰍暗渠は－－▼・舵にJ長さ200日1，深さ1．3111で，

l榔隔は粘性仁㈹Ill，砂賢二1二6加1で計画される。暗渠排水

の設計に・、lトフては，沸概を行った4II後には地◆卜水1巾を

地衣面‾卜1111以探に制御できるという条件が基準にな

る＝㌔

溶脱比（ⅠノF：leaclln岬rl・aCLio11）は，地‾■卜排水量と酢

漑水晶二の比で㌫光される。浦潮水j■ほ1I用J5111Ill／（lとし

て糾地域のLIJ仙を．言武田二し，排水粂什を評側＝‾れは∴以‾卜

のようになるい

①　デルタの雨郁ではl1然排水粂什がよ〈，しかい暗渠

が人規帖二股設されている。この他城では地卜水面ほ

地衣面‾卜1－2111と探〈，LF仙は0．2－り．25とi∵い、ハ

したがって，井酎塩件の作物を導入しても，その棋肝

城の塩分濃度を・卜分抑えることができる13l。

②　①の地域の北側では，＝然排水条件はそれほどよ〈

なく，平均地下水深ほn．5～1111と浅い。しかし、暗渠

が敷設されていれば，ノF仙訓．15～（）．2と比・馴的高

く，非耐塩竹三作物の栽培い丁能である刷。

③　②の地域のさらに北側の地域では，地‾1・一水深は

0．5－1111であり，塩分濃度の商い地下水の」ニノJへの

な洞がある。この地域では昭渠を敷設しても1ノF仙は

0．12であり，非耐塩什作物は栽培できない川。

④　地中海に近いデルタの北部で，まだ哺髄が敷設され

ていない地域では，地下水深は浅く地衣頑‾‾ドロー0．5111

であり，LF情は0．02－0，n5と低い。このような地域で

軋　耐塩拙作物を埠人しなければならない川

⑤　砂漠開拓地に隣接した紙他においては，共水と琉水

の地下水流入景が多く，上IhIきの浸潤窮は0．5－5

111Ill／dである。この他城は，一般に薄い札二卜の表層川

－5111）があり，平均地下水けIiは手長い（地衣川i．1、－0

－0．5一っl）。そして溶脱比（LF）は非常に低く，

0．02－0．∩5である。この他城における過了l†二な排水シス

テムの計画のために，哨鋸排水の技術的，維抑lリ安：Jl

性は，他の水平排水や垂醐排水技術とも比較した＿＿I∴で

評価すべきである用。

Fig．4は東部デルタにおける地下水の塩分濃度の分

布を示す川。

：／j二光6は，西部デルタのトルーガ地Ⅰさこにおける支線暗

渠（Ⅰ）VCパイプ）の機械地ニ1二の状況をホす。支線暗渠の

敷設速度は，平均1．51く111／（1である∴／‡鑑7はl甘地Iヌニの脹

水渠（コンクリ－一卜伴）の機械他√Ⅰ二の状況を′Jけ。リンk

渠の倣投過渡は，四川．5lく】11／〔lである。なお，このとき

地二L‖・の韮水渠付近の地下水の掘気伝導度は5．36dSハ11

と詩一毒力、った。暗渠の傲謂上水射1叶l．州　川‖～10日）以

外に行わJtるが，水稲の作付を行わない罠地では叶I用通

じて行われる。

暗渠の傲設は，外例の基令を・受けながら，粁けJ的に進

められている。エジプト政府のこの串胸二かける熱意に

は敬服するが，暗渠の問隔（粘質二l二4n111，砂質二l二60111），

深さなど倣設北叩Hこついては芽∵l二疑問もあり，その効果

の評価をもっと舷ヤ酌こ行う必要があると一思われる。また，

－170－
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暗渠の効来は碑文線排水路の能州二人きくんイrされるの

で，この点も含めて証†lttiする一巳・一畳が‘－）る【

（4）排水の再利用

11I代　－塁

ナイルデルタにJjける排水の両手り川は排水プロジェク

トの失地に併イfして、1！）馴隼代か－’ノ行われてき／∴．現．在

までに、デルタの由郡を・トしに釣馴億111ソ井の排水が潮

漑川に利川されている＿

Hリ

現／l三：う一）〝）人さち・排水両川川ゾI一∫シ　ー・クトかj杜〟）1、」I

ているハ　すなJ）ナ■，，東部ナノしグの」ニル・サウ‥ノ、水路，

lい部デルタのバナーク‖＝両1；lトドンゾ場，l川・i部一ハLク¢′）

寸土ー－ム代）111り川11＝井水ゾl’ノン　－クトでr－・，イ：，＝　二石√，ノ）

プリソ1クトに．L／，て，約27．5†エ111ソ隼の緋水か≠糊に

潮椚川lに利川さJしろルちノ′で′仁一ろ．，

さ「）にi小、将来，デルタの片肌で約：＝封11ソ隼・〝）排水

‥川川1カご行わJしる誹叶ぐ‘ト）んり　ニノIに【．L　’．扶川ノIく；路の

水と∴次排水路の排水との混合朝川イ√ど、」、こ端レ／くルで

Ⅰ√ig・4　東部デルタにJバナる地下水の耽分潰度分≠牒



用事 農業二l二軍研究所枝鞘　第l椚－1i　（l椚車

の桃山りイり川かi、よれるn L／かって，すでに中日lほれ

ている3【H意日ソ軒の排水8こ，計画分釣判億111ソ牢をノ州え

…げ，近い帯出二直利川きれる排水の総計は釣6n億111リ

隼ヒなる「，由一、（71流＝分トト釣11（）憶】1リ牛に純少する。

2仁招来的臣再利川の可能な排水いの試舘

現し　約＝r帽1111がナルタの農業川柳水システムか11，

地目l油へ川一木きれている。この排水を塩分濃度側に分類

すれば，－i’；l川ビアのようにろ‘る川。

一ノハ　し臣1＿）Aの丸竹扶朴は∴潮脱水且・塩分膿捜トヘル

毎の比1ごトトの再三慈串∫rほ1，able8のように整理してい

る。

エノ？1て拉㌫きれる圭万什朝机∴　南川㍍臣吊射、紺＝

外ほ、甘地　曲射軋什て－∫・｝ろ．。L／二か－jて．左‘トゲ州的J．1，

塩分劇豊カリ，帥‖哨′／βを越えると，何らかの悲；；；潤を‥ま

ける∩このことは、塩分濃度が1．帥0日1g／以下で‘手刷」よ，

濯択川J＿木として使えることを意味すそ．n

排水仰光J叶（DRf．用1㍑寮している瑞i分掛空の紳・枠木

と川水和の止水と（7痛㍑津川け川川リノ′1、；ll）ltさ　りに′Jl

す15㌧このi・i上倉比率ほ，川水路のユ．水のl　分榔聖　′約祁（I

1ノ’l－16　文相哺乳三の機純地‾「（トルー．ー〝地lメニ）

．llal）lp7　ナイルデルタか√．，而への用水の

塩分澱度別両誹↑

塩分潰吐（＝只／■¢I　　川‾木rl〔＝，＝日日f

くl．11帥

1，ローIn～l，5nn

l．封帥巨・－：そ．川桐

コ．川附仁一1．川M

l二＝汀州

：Jティと7　生水セの粗相抽l：（ト／し－ノ′1也l．引
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1、ablc8蘭性水の塩分濃度と粗けtの汀恵一い‘lて

塩分濃止　従局†∠∴度

（¶叩川）（I二C（lS／m）
注．法．巨JTi

＜500　　　　く〔．75

500・】．伸一）　n．7う・】．封）

†1三物にイI一宮な釘倒せ及ぼさない。

Jk分にり小、作物に＝．イ√11ニケ右‡王

制セノ之ほ十。

1，000・2，00P l．5∩・3．OP　　多くの作物に悪齢轡を及ぼす。

注意深い管理が必要である。

2♪00－5，OnO　3．（肌7．50　　透水什のよい二巨燐のしとで，注

せ深く管理を行えば，析塩件の

什物は軋情可能であろっ

’ral）Ie9排水と化水との混合比膿準（Dlり）刷

排水の塩分　　混合比牢　　　　　i昆合緩め

濃度（111g／且）（排水二川水．I）　　　塩分濃度

＜1．000　　　混合イこ嬰

1，000～ユ，50f）　】1　1．5nO‖1だ／gのときII漂浪度ほ

875111g／色

】，500－2，nOO l：2　　2．00n111g／色のとさLl漂浪性は

8ニi511哨／色

2，00∩～3，0脚　　l　こi　　　二川りOnlg／8のときtl†禁濃度（ユ

938111g／e

＞3，000　　仲川できない

テiミ　＊川水の塩分濃度は，25加1g／色と仮定

Illg／ゼとして求めた。このような混合比牢にすれば，混合

彼の塩分浪度をl，000nlg／8以下に抑えることができ，榔

漑水として使川可能となる。

Table9のDRIの基準によれば．排水の塩分漉度が

3，000nlg／ゼ以下であれば、希釈利川が可能である。した

がって，Table7から約1001．酎1l3／隼の排水が再利用‾叶能

と計許される。

また，ナイルバレーー，デルタにムける塩相性文を考慮

して試算した結果からは，現れ地小池へ排水している水

晶140倍111ユ／件のうち、9n憶tl13／咋は付利川一叶能と推定さ

れている12㌔しかしながら，このような排水川利川の土壌

および作物に及ぼす長射郁影判りこついては，今後棋椚に

検討する必要があろう。

3）ⅠくhandalくEトGhal・by排水路における排水付利川

の例

この地区は西部デルタに位置し，1975年から排水抑制

川が行われている。KhandalくEトGhal・by排水路の排水

をポンプにより，Khandalく　EトSharaki水路のAl）tl

－Diab El－Ausat支線へ揚水し，希釈利川するむのであ

リl

る。ポンプ域には揚水；l；二2．加1ソsれドンゾかイノ川こえ一－′

れている。失脚二塚勅1‾るの（．上ニiナ丁：上でで，1ハは井常

帖のナ備であるn　したが－・ノて，緋水の用水い＝晶人7．5

111ソsとなる。

この他Iメ：で‘・L」排水のれ桝や（．‖（ト22％の・純囚で符理

さオ‘している∩

ポンプ機場は排水りで管理されるが，11々の排水の†．㍍

水刷ま，榔漑んjJくJ機械化1t人Jの3・パ・で協．試しながら沈ん

する。偵則としてポンプの運加点，排水路水イ、ン：が．卜】．仙1

以卜になったとき，おく亡び川水；l；二が不足するときで′¢，るり

したがって、この他lメニの場合，排水路水付の伴理をレ合

わせて行っていることになる。ポンプの稼勅時間は，普

通8ll／（lであるが，荘川闘鋤こlノ上2仙／【】とむるい

Tat）】elOは，本地lメニの19洲－1！）87イ＝こぶける再刊川し

た排水の．盲Ii二とその塩分濃度の変化をホす．2－。

Ⅴ托8は．本地lメニの排水直利川のためのボン7【磯城と

連絡水路をホす。

’’al）lelr＝くIl＝＝（l；11く1ミト（；ll；ll－I）y地lメニの緋ノk‥川川l：パニと

塩分濃度の経でlソ変化周

∫ri ll　　　川榊　】！）削　1！）情 ⅢH（i tl）H7　・l雄J

排水の‥川川J；●；

（丁りノIllソ隼）
95　　！）G　　6（i　　7‘1　　H1　　82

塩分濃度

（‖1g／色）　901721775　抑）l；2′175り

2　ニューバレー開発とオアシス農業

（1）ニューバレー開発

ニューーバレーーは，ナイルバレー▼－とリビアの問の柑橘l；砂

漠に止くがる人きな押地の地域である．，これらの料地の申

に4つの三巨なオアシスがある。すなわち，カルか．グハ

ラ，ファラフラ，そしてバ′、リアの符オアシスである‖

これらのオアシスにu，Il√代用．C．2佃n一周．f）か√，人が居

†iミしているい　これらの稚拙は，ハ．くから1帖的安にした

捷業が常まれてきたハいは谷であるナイルバレー－にJ、＝／

て．新しく聞発する渓谷という一甘味でニューーバレーーと岬

ばれている。ただし，バレーーと呼んでいるが　これらの

勘地の成t人lはナイルバレーのそれとは本州伽こ異なり，

l附則こよって形成されたものである。川辺のハ地との化

声封ま，200～300Illである。ニューバレーの人川よ現／l‡約

12力．人であるn

Fig．5は，ニューバレーl甘発．汁両地域をホす㌦

ニューバレー叶両は、12nブノllaの沸軋罠他の槻発をlI

肋こ，川60イ＝こ闘始された川）．、しかし，矢掛こ問発された
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写北8Iくlla11（latくI三卜Gllarl）y他事ヰの排水抑州l】のためのポ

ンプ機場と連絡水路

地中弛

カッタ…ライ性地

よ章票き

産声ア
／・■‾●●ヽ

す7∵ノて　′′／′′ヾハり㌧ノ

′
′

／∫

l
l

＼
■●

／　＼

ファラフラ
●

／
．
．
．
1
ヽ

●アブ三ノガJ　、．．

●ウェスト

「7ウブス

ユーバレーヽ、、

1裾乳汁両地域、、

、－－－－

ザヤト●　●

＼

カノレか＼

リスノノヾリ　ス

●ノ′

ヽ－・－－、．．－ノ

●ビルタルファウィ

●イ、ーストウェイナγト

スーダン

Fig．5　ニューバレーl用発計画地城石I
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湘漑農地は，1982榊肘．・て′約8．5ノバ1aに過ぎず，t－1標の

約7％に週ぎない川」最人の肌用は，l用発佃IJの高騰と小

栗峨争などによるエジプト政府の財1柁のひっ追であ

る16）。それでも、この計両によI），この地域のオアシス罠

地は約2†丁廿二増えている4）（

1983イH二，エジプト政府はヌビア帯水屑の地下水開発

を小心としたニューバレー一地域の地域間発マスタープラ

ンを策定している。これは開発の経済的安里＝′lや，持紙

可能作を巧‘促した長期計両である。TabICllに，ニュー・－

バレーの桝作面漬の現況と将来計画をホす。

ニューバレーl；りブ己のl川りの1つは，人＝が週密なオー

ルドバレーーから．人々を移住させることである。このこ

とは，ニューバレー一における補川機会を故人限に強化す

ることを意味する。したがって，この計画には労働張釣

的な技術の導入が必要となる6㌧

ニューバレーにはTal）1e　3にホすように，総jfi二2×

】O13n13もの地下水が在れ三する。しかもその水質は，塩分浪

皮が1，000111g／g以‾FであI），良質である（’1’able4参

照）。しかし，この他下水は再生不可旭なものであり，l；I

噴井からの盲鋸l摘tが必要以上に多くならないように管理

することが大切である。これをうまく管即しないと，過

剰泄漑になI）湛水害や塩聾の原因となったり，地下水位

が低下し井戸粘れを起こしたりする。

ニューバレーの限られた水資源のもとでは，生産性を

敢過化する作付計画を探川しなければならない。Fig，6

はニューバレーの地域偶発計i蝋こおいて提案されている

作付計画を示す6）。

Ⅶ

（
訳
）
首
望
遠
…
亡
等

！）：与

（2）オアシス農業

西習砂抽出こは，シー▲－ワ，カルれ　グノ、ラ，プ－チ・ラフラ，

パハリアなどのオアシスがある．．これ1、ノ【1J巨出こ椎むが

Il√く，Ⅰ’lげりト，l’回りiほベ、ー1にした罠㌣が矧吊さJLて

きた。こJlノ）は決して人川．枠で（1なく，f肌＝㍉；・に札合り

た規模で比・帆船持続■り．能な彬で行J）れてさたしのと鳥目ー

れる。

瑞：水仙まヌビ千砂Hで，その叶伸ル上カル〝オアシ1で

1，2Ⅲ）nl，ダハラオ‾アシス．パハリアオアシスで】，捌1り111，

ファラフラオアシスで（ニt2，仰り111である（1’；ll）lc札，水門

I封回れのオアシスでい良〈，1缶．t分濃度（．【1．【ln（）111に／β以卜

である。パハリアオアシスとファラフラオアシスグ）＝ll持

・ルのて．防止鼎立をi1111）としたが，iiii打のビルマタ・－－ル＝l昭

ルでは0．3n4（1S／111（3∩．5℃），後二打のl．川一川：N（）．1でu

n．305〔lS／111（36．7℃）と川れい良好であ′′たい

栽l‾吾作物は，ナツノヤシ，オリ・一丁．アプリ」ソト

ベルシーム（エジプトクロー・－ノヾ－－），′卜友、オクラ，ト∵

ト，ピーート，水稲など，かなり帖Jム〈戒壇されていろり

しかし，サトウキビと綿は戌吾されていない．，それは，

これらの什物を成増する場合，製軌l‘．場などのインフラ

を必要とするからである。

オアシスで見られる独特の栽培ノノ．法として耕地を仁l；．モ

で州み，その小にナツノヤシ，アプリコットの水牛イ侶勿，

その下に果樹机　さらにその卜にⅣ葉等を作付するノノUこ

がある。これがl朴J∵の脱形であると∴われていろ‖　この

密栖叔増は蒸発二言一ほ減らし．甘く陀性した現境を収押す

る効米がある∩　水路は二卜性の外側を疋っておI），抒銅軋水

は上胱の‾卜に問けられた穴を経て，耕地へ枇り人れられ

る。耕地の小では水盤酢漑が行われている。

′　 ヵボチャ10％

小変川％　　 ／

／ 珊 ％　 ／

冬野菜訓偏　 ／

／ ・醐 0％ ／ ／ 稲Z硝

果樹川％
ナツノヤシ．アルファルファ10％

■　　　　1　　　■　　　l　　　■　　　　▲　　　　■　　　l　　　I　　　l lり　10　1112　1　　2　　ニi　　イ　　5　　G　　7　　月

ノ1

Fig．6　ニューバレー一における最適作付計Il†li6）
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一日」1・穐．り・軌†■√：しノ／ト′I／巨打Il・；リ・川㍉l．1調′I

呵能なル没の申て－叫問発である。この場一合，地卜水fり川

が再能力二とか条什である。L／二がって，地下水中日ljに

イ〃申シフヒ11昔水l肝か仙頗二位苗十る緑地の胱位部で行

う場合か多い〔ニュー→バレー計tlIliは、この問発形態の典

型で才）る。

ニューバレー計Illliは1粥∩年代に糊始されたオアシス

開発であるが，スケンユー／しは一人帖に埋れ，進捗準は「1

標の川％に達しない状況にある¢　しかし．このことは西

部砂漠における地．卜水賛源の過剰問発がまだ進んでいな

”静J’、，～三　▼

三．∴
■●r t・√

り．I

いことむ意味し，既√J・オー／’ノ1の†ン　ノ十㌍備l十中心上

した持続－・t一紙な川＝慄をH・ぢする仁で好郁合1・右る．．す1．

シス糊発は，盆地仝休の水根友を卜分輪．けし，地◆　水晶－

の帆－†が起こ左ない一［う配収する必－覧がんる，，

何れにしてもエジプトのノ畏葉上l‾耶即巾Ilでrf）ろナイ

ル河の水溌朝拍＝イ明こ人きくかか′，てj；り，＿1二十1・し．フ．イ√

ど＿l∴就悍】陳Il；は友好l某日系を†二十ちなが1、〕少むくとい凡′l二

の既得水利腑の水準を†附来してい〈ことが紙別条什とな

る【

．Jメ上等9　バハリアオアシス（西部砂漠）

：′j頂川　バ′、リアオアンプ、のフ．†ガラ（n糊と舶馴射絶ノノー）
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l鋸㈱牛代か√）ニューバレーの開発として，バハリア盆

地，ファラフラ盆地では比イJニオアシスのほかに，新たな

オアシス聞発が行われている。このうち，幾つかは比′汀

化されて、うまく符即さオt，かなり高い生踵を上げてい
る。しかし，これらの新規開発地は地下水を強制的に揚

げており，盆地全体の地下水位を徐々に低下させている

ょうである。このため，既詔二のイ云紙的自噴井やフォガラ

（r（）ggara：イランのカナートに相当）の流出量が減少

するなどの問題が生じている。盆地全体の水収支を検討

した」二で，新たな対策をたてる必要があろう。

やはt），地下水をベースとしたオアシスの開発は，次

の2．11（を鉄則とすべきであろう。

（D　統抑軋　かつ合理的であること。

（∋l祖先されたオアシスでの農業は持続可能であり，

次・世代にとっても堆栄をもたらすものでなければな

らない。

したがって，オアシス開発は人規膜に行うべきでなく，

せいぜい400－80011a以下に抑えるべきであろう。

また，Ⅰ’Il灯Jトの符二郎は極めて並嬰であり，持続的農業

を屁関していく・ためには，湖水量が必要以上に多くなら

ないように制御することが大切である。

オアシスの股肱佐郡では，湛水宮や塩呈子がよ〈見られ

る。排水路の整備や浅層地下水の水質管理に十分留意す

る必要があろう。

IV．結　　言

エジプト農業は，ナイル河の水と砂没地域の地下水を

イJ∵効に抑IJし，水懲悪化や二I二壌の劣化を引き起こすこと

なく，持続1け能な形で根閲させていくことが重安である。

エソ7けトで利川叫能な水資源を，現＃および将来につ

いて要約すれば，次のようになる。将来予測は（）内に

ホす。（D拝＝祭水利協定による水利枠範555（555～650）億

111ソれ（かナイルバレーおよびデルタでの地下水利川可

能ぷ二27（5n）位tl13／咋，（》砂漠地域の地下水利川可能講6

（ニ情）位111ソ隼，④排水のil仲川J30（榊）位Illソ咋。したがっ

て，絵描まり川三で618億Ⅳ〃年，将来は700－795低111ソ咋

となる。将米の推定において，95憶111ソ隼の帖が生じてい

るが，これはl二けイルのサッド泥仮におけるジョングレ

イ計画など一連の導水路建設計画の成否によるものであ

る。

この－・辿の計両は，スーダンとの水利協定に基づいて

州三l蔓Ⅰで計両され七寸のであるが，南北スーダン問軌　環

1勘こ及ほす；；！三間のl川風　漁業あるいは放牧との利告の問

抱など，酢しい問題がIM化みされており，址．削まJ北／叫一

断されている。したがって，将来におけるこの計画の火

現牲はかなI＝本腰であり，エジフ”卜における将来の利＝

可能水・ilミニは7伸億111ソ隼と兄頼るのが妥当と判断される。

エジプトでは農薬聞発戦場において，三垂直拡大と水1I壬

拡大という語がよ〈川いられる。すなわち，前抑は既耕

地の一層の集約化を指向するものであり，後．抑は砂漠聞

発など新規の膿地I凋発を指向するものである。これら2

つの開発のどちらに重点を置〈か意見が分かれるところ

であるが，同国は深刻な財政性に陥っており，国牒朝．枚

の配分問題を考慮すれば，水平拡大は垂直拡大に比べて

優先度を下げざるを得ない状況にある。

したがって，同国の腿業は，ナイルバレーおよびデル

タにおいて，ナイルの水を如り明こ合郡的，効＊的に判川

⊥，作付集約度を向上できるかにかかっている。ライニ

ングや′ヾイ70ライン化など二次水路の改良，さらに水管

理の合理化等による酢耽効率の向＿．L対策は今後の課題と

なろう。

濯漑効率の向上とともに剛割ことって韮安なl礼遇は，

既耕地における地下水位のコントロールと作ニヒ屑への塩

難雄横のl坊1L対策である。政府は1960年代以来，地表排

水系の強化とともに，暗渠排水施設の敷設を精力r伽こ進

めている。暗渠敷設両横は，1992年で約167万haに及ぶ。

鳩巣政吉凱こよる増収効果は，ナイルバレーで35－38％，

デルタで21～27％と高く評価はれている。しかし，哺渠

の間隔，深さなど敷設基準については疑問もあり，その

効果も含め躍鮨に検討する必要がある．．

排水の沌利川は，補聴効率の向上対策としてイj一効なノノ

法であり，今後大幅な普及が期待される。排水1阿り川が

土壌および作物に及ぼす長期的形粋について，今後快．椚

に検討する必要があろう。

エジプトにおける砂港開発は，大きく2つの形態に分

類できる。1つはナイルバレーやデルタの周辺砂漠の開

発である。この場合，水源はナイル河に求め，補助的に

地下水を利川する場合が多い。新【凋拓地での地表水を川

いた湘漑は，地下水滴韮を生じ，隣接する既耕地への地

下水流人▲；■ほ州加させる。この場合，既朗他にテ甚水※や

塩書をもたらす場合が多い。このl軋闇を解決するイr効手

段として，貯井を川いた接合沸漑が推奨される。既耕地

の外縁部に菅井を殻節し，流入地下水を揚水して地下水

位を制御するとともに，良質水は既耕地への補助酢耽と

して利目する。また，開拓地l－I休においては，夏期のピー

ク川水散を地下水補給でl桐し、，冬期の余剰水は地下水油

掛こまわすことができる。このため既耕地周辺の砂粒開

発において校合酢漑を導入すれば，水路系の施設規模を

かなり′トさくすることができる。

もう1つの砂漠開発の形態は，ナイル河の水利川が不
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